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第 1 章 序論

1 . 1  はじめに

 グ ラ ウン ド アン カー（以 下 ，アンカ ー）は， 1 9 5 7 年 に日本で初めて

導入されて 以来 1 )，道路事業 のほか ，ダム，河 川，砂 防などの分 野で

広く採用さ れてい る．このような分野 での施工実 績は，1 9 9 0 年代に入

り急激に増 加し， 1 9 9 3 年には年間 9 0 0 件近くに上 り， 1 9 9 6 年～ 2 0 0 5

年の近年に おける 仮設用途以 外のア ンカーの施 工件数 は，約 2 万 4 , 0 0 0

件（年間平 均約 2 , 4 0 0 件），施工延長は 約 1 万 5 , 0 0 0 k m（ 年間平均約

1 , 5 0 0 k m）で あり 2 )，アン カーは様 々な分野の社会 インフ ラ整備など に

おける地す べりや 斜面崩壊等 に対す る抑止工法 として ，なくては なら

ないものと なって いる．アン カーが 導入された 当初は ，その防食 機能

が十分でな く 3 )， 鋼材の腐食 が進行 しやすい構造物で あった 4 )． アン

カーが様々 な社会 インフラに おける 抑止工法と して導 入されるな か，

1 9 8 0 年の中頃 から ，アンカー に腐食す ることによ る破断 が生じ，ア ン

カー頭部の 浮き上 がりや飛び 出しな どの変状が 見られ るようにな って

きた 3 )．このため， 1 9 8 8 年の旧土質工学会（ 現在の地盤 工学会）の基

準改定に伴 い，「 グ ラウンドア ンカー設計・施工基準（ 1 9 9 0）」5 )が制定

され，防食 機能の 向上が図ら れ，数 多くのアン カー工 法が開発さ れる

とともに， アンカ ーの維持管 理の必 要性が示さ れるよ うになった ．

 ア ン カー は もと もと 欧州 で 開発さ れた工法で ，1 9 3 4 年にアフリ カの

アルジェリ アにお いて，ダム の補強 のために用 いられ たのが初め ての

実績である 6 )，7 )．そ の後アンカ ーは，先 進国である 欧米で 発展し，1 9 5 0

年～ 1 9 7 0 年代 に施工のための技術基 準が制定さ れた 8 )．アンカーの維

持管理にあ っては ，イギリ ス 9 )， F I P（ F é d é r a t i o n  I n t e r n a t i o n a l e  d e  l a  

P r é c o n t r a i n t e）1 0 )，P T I（ P o s t - Te n s i o n i n g  I n s t i t u t e）1 1 )および オーストラ

リア 1 2 )などにおい て，アンカ ーの点検 調査の頻度 や本数の目安が示さ
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れているも のの， 維持管理に 関する 報告事例は 少ない ．

日本の高速 道路に おいて，アン カー は 1 9 6 7 年に初め て導入され，主

に急峻な山 岳地を 切土する際 の法面 安定対策工 や，地 すべりや崩 壊の

抑止対策工 として 採用され， 現在ま でに少なく とも 1 2 0 , 0 0 0 本以上の

施工実績が ある 1 )．

 ア ン カー は ，図 - 1 . 1 に示す ように ，引張り材の一端を 地盤内で定 着

させ，引張 り材に プレストレ ス力（ 緊張力）を 加えて 他端を地表 で固

定し，締め 付け効 果および引 き止め 効果を発揮 させる ことで，地 すべ

りや斜面崩 壊等に 対し抑止効 果を発 揮させる構 造物で あり 1 3 )，その大

部分が地盤 内に存 在する．ま た，ア ンカーは 図 - 1 . 2 に 示すように ，一

つの法面に おいて 複数から数 百本を 施工するこ とで抑 止効果を面 的に

発揮する構 造物で ある．アン カーは ， 図 - 1 . 3 に示すよ うに，アンカー

頭部，引 張り部，ア ンカー体に より構 成され，2 0 1 2 年に改 定された「グ

ラウンドア ンカー 設計・施工 基準， 同解説（以 下，地 盤工学会基 準）」

1 4 )，2 0 0 8 年に発 行さ れた「グ ラウン ドア ンカー維持 管理マ ニュアル（以

下，維持管 理マニ ュアル）」 2 )にその 構造が定義 されて いる．

図 - 1 . 1 ア ン カ ー の 模式 断 面図
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図 - 1 . 2 ア ン カー の 施 工 例

図 - 1 . 3 ア ン カ ー の 構造 1 4 )
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図 - 1 . 5 ア ン カー の 主な 定着 方 式 2 )  

 こ の よう に ，ア ンカ ーに は 多様な 工法が存在 するも のの，アン カー

体が地盤内 に造成 され，アン カー頭 部の定着具 との間 の自由長の 部分

に緊張力を 導入し ，長期に渡 ってそ の緊張力を 保持す ることで抑 止効

果を発揮し ，法面 の安定性を 維持す るという点 におい ては，どの 工法

も変わりは ない． しかし，ア ンカー の緊張力は ，様々 な外的条件 にお

いて変化し ，材料 の劣化や腐 食によ り抑止工と しての 機能が低下 する

ことが懸念 される ．このため ，アン カー緊張力 および 法面の継続 的な

維持管理を 効率的 に実施し， 適切な 時期に必要 な対策 を講じてい くこ

とは，イン フラ長 寿命化 1 6 )ならび に国土強靭化 1 7 )の実 現に強く求め

られる事項 となる ．国土交通 省によ る「道路土 工構造 物点検要領 」 1 8 )

においては ，切土高 がおおむね 1 5 m 以上の長大切土および盛土高がお

おむね 1 0 m 以上 の 高盛土に加 えて，法 面保護施設としてのアンカーの

点検を 5 年に 1 回の頻度で行 うことが示されて おり， 今後さらに アン

カーの効率 的な点 検や維持管 理の手 法が求めら れると 考えられる ．

 一 般 にア ン カー の緊 張力 は ，図 - 1 . 6 に示す ように，初 期緊張力を 導

入して定着 したあ と，地盤の クリー プや引張り 材のリ ラクセーシ ョン

により時間 の経過 とともに徐 々に低 下し，一定 の値に 収束すると され

る 1 4 )．しかし ，背 面地盤が圧 縮しや すい性質の場合に は，緊張 力が低

下し続け 1 9 )，ま た ，切土による地盤の 応力開放や 膨張，法 面変動，地

すべり滑動 が生じ ，想定以上 の外力 がアンカー に働い た場合には ，緊

張力が増加 し，そ の機能が十分 に発揮できなくな ること が考えられる．

( a )ナ ッ ト 方 式 ( b )く さ び 方 式 ( c )く さ び ナ ッ ト 方 式
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このため， アンカ ーの建設段 階，供 用段階にお いては ，その緊張 力を

計測しなが ら，ア ンカーおよ びアン カーが施工 された 法面の維持 管理

が行われる ．

図 - 1 . 6 ア ン カ ー 緊 張力 の 経時 変化 1 4 )

アンカー が施工さ れる背面 地盤は，火成岩， 堆積岩および変成 岩な

どの岩種， 風化の 進行や，亀 裂や節 理の発達の 度合い など， 図 - 1 . 7 に

示すような 軟らか い地盤から 固い地 盤に至るま で様々 な地質条件 が想

定される． アンカ ーの緊張力 低下は ，アンカー が施工 された背面 地盤

の地質条件 に影響 を受け，緊 張力の 低下量に違 いが生 じると考え られ

るものの， 地質条 件と緊張力 低下の 関係につい て現在 まで適切な 評価

が行われて きてい ない．また ，アン カーの緊張 力増加 については ，ア

ンカー体が 地すべ りや崩壊の すべり 面を通過し た地盤 の深部に定 着さ

れる構造物 にある ことから， 地山に 変動が見ら れる場 合，アンカ ーは

地山の変動 に従っ て，緊張力 が増加 するセンサ ーとし ての役割を 果た

すと考えら れるも のの，現在 まで地 山の変動と アンカ ーの緊張力 増加

の関係につ いて十 分な評価は 行われ てきていな い．
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図 - 1 . 7 ア ン カ ー と 地盤 と の関 係

 ア ン カー 緊 張力 の維 持管 理 につい ては，1 9 9 0 年の「 グラウンド アン

カー設計・施工基 準 」5 )，さらに 2 0 0 0 年に改定された地盤 工学会の「グ

ラウンドア ンカー 設計・施工基準，同解説」 2 0 )において，アン カーに

作用する緊 張力を 確認するた め，施 工時に設置 された 既設の荷重 計や

リフトオフ 試験に よる緊張力 の確認 や，再緊張 あるい は緊張力緩 和の

必要性に関 して示 されたもの の，緊 張力がどの ような 状態になっ た場

合に，どの ような 評価と対応 を行う かについて の記載 はされてい なか

った．2 0 0 2 年に 制 定された「 グラウンドアンカー 工の点 検および健全

度調査マニ ュアル（案）（以下 ，点検 調査マニュ アル）」 2 1 )では ，高速

道 路 に お け る ア ン カ ー 緊 張 力 の 評 価 に 関 す る 記 載 が な さ れ ， さ ら に

2 0 0 8 年の維 持管理 マニュアル 2 )およ び 2 0 1 2 年の地盤工学会基準 1 4 )に

残存緊張力 とアン カー健全度 の目安 が記載され るよう になった． しか

し，これら に示さ れた基準は ，アン カーの背面 地盤の 地質条件や ，地

山の変動と 緊張力 変化を考慮 した評 価方法には なって いない．
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1 . 2  アンカーの維 持管理

 ア ン カー の 維持 管理 の流 れ 2 )を 図 - 1 . 8 に示す．アンカーの維持管 理

は，基本的 に供用 期間中にア ンカー の供用上必 要なレ ベルの性能 を維

持するため ，また ，可能な限 りアン カーの供用 期間を さらに延ば すた

め，点検，健全性調 査，対策な どの一 連 の維持管理 を行うものである．

アンカーの 維持管 理は，初期 点検， 日常点検， 定期点 検および豪 雨や

地震といっ た非常 事態が発生 した場 合の異常時 点検に おける車上 から

の遠望目視 や徒歩 での近接目 視など により，主 にアン カー頭部の 点検

を行い，ア ンカー や法面など に異常 が発見され た場合 において， 健全

性調査が行 われる ．健全性調 査の項 目には，ア ンカー 頭部の保護 キャ

ップを外し て行う 頭部詳細調 査，リ フトオフ試 験によ る残存緊張 力の

計測などが あり， アンカーの 健全性 を評価する ための 詳細な調査 を行

い，健全性 の低下 がアンカー に起因 する場合に は，対 策工が実施 され

る．

 高 速 道路 に おけ る点 検調 査 マニュ アル 2 1 )において は ，各種点検 の項

目が定めら れ，緊 張力調査の 必要性 とリフトオ フ試験 などの詳細 点検

の頻度（最大 5 年 間隔）とリ フトオ フ試験の数量（ア ンカー施工 全数

の 5 %以 上また は 5 本以上 ）なら びに リフトオフ 試験に よる残存緊張

力評価の目 安が初 めて示され た．同 マニュアル におけ る評価は， 残存

緊張力が設 計アン カー力（ T d）に 対し て 1 2 0 %以上に増加 ，または定着

時緊張力（ P t） に対 して 9 0 %未満に低下し，このようなアンカーで 緊

張力の緩和 や再緊 張を行おう とする 際に，引張 り材余 長に作業し ろが

見込めない ，ま たは再緊張作業 中にテ ンドンの降伏引張 り力（ T y s）を

超えること が想定 される場合 には， 現状で全く 機能し ない，もし くは

著しい機能 低下が 認められ， 対策・ 補修を行っ てもそ の機能の復 元が

望めない「 評価区 分Ⅰ」とす る，厳 しいもので あった ．

 そ の 後 ，ア ン カ ー の点 検 結果 におけ る知見が反 映され ，2 0 1 7 年の「土

工施工管理 要領」1 1 )において，アンカー施工時には，全 数 の 5 %もしく
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図 - 1 . 8 ア ン カ ー の 維持 管 理の 流れ 2 )

あり

初期点検
・アンカーの現状把握

・構造物・周辺状況把握

・全数調査または抜き取り調査

日常点検
・車上からの目視点検

・各種測定結果

定期点検
・徒歩での目視点検

・近接点検

異常時点検
・車上からの目視点検

・徒歩での目視点検

非常事態発生

（豪雨，地震）

緊急対策の

必要性

健全性調査の

必要性

緊急対策

の実施

あり

なし

あり

健全度調査
・頭部詳細調査

・残存緊張力の評価など

別途対策検討
アンカー

以外に起因

要因分析

アンカーに起因

対策工の

必要性

対策の実施

なし

なし
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は 5 本以 上（全数 が 2 0 本未 満で，こ れによりが たい場 合は 2 本 とす

る）に緊張 力計測 用の計測機 器（以 下，荷重計 ）を設 置し，緊張 力の

管理を行う ことを 定めている ほか， 供用段階の アンカ ー緊張力の 評価

については ， 2 0 1 7 年に改訂さ れた「調 査要領 第 一編 地盤・土 工構造

物・舗装（ 以下， 調査要領）」 2 2 )において，点検調査マ ニュアル 2 1 )に

比べて，よ り実態 に即した基 準値が 採用されて いる．

現在の高速 道路に おけるアン カーの緊張力管理の流れ 2 3 )は， 図 - 1 . 9

に示すよう に，建 設段階にお いてア ンカーの一 部に対 して荷重計 を設

置し，緊張 力変化 のモニタリ ングを 行い，供用 段階で は，必要に 応じ

て荷重計の 計測を 継続し評価 を行っ ている．ま た，荷 重計の機能 が失

われた場合 には， 定期的な詳 細調査 としてリフ トオフ 試験を実施 し，

アンカーの 残存緊 張力を確認 するこ とで，アン カー機 能の健全性 の評

価を行って いる． 一般に，ア ンカー に設置され た荷重 計は，過酷 な自

然環境下に さらさ れるため， その耐 用年数は 5 年～ 1 0 年程度 2 4 )とさ

図 - 1 . 9 高 速 道路 に お け るア ン カ ー の 緊 張 力管理の流れ 2 3 )
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ている．従 来，既 設アンカー に対す る荷重計の 付け替 え，あるい は新

設において は，作 用している 緊張力 を除荷し， 定着具 を取り外し て荷

重計を設置 たうえ で再緊張を 行う大 掛かりな作 業が必 要であった ．し

かし近年， アンカ ーの維持管 理の重 要性から， 緊張力 の除荷，定 着具

の取り外し ，再緊 張を必要と しない 荷重計の脱 着技術 が開発され 2 4 )，

2 5 )，荷重計による 緊張力のモ ニタリングが比較 的容易 で安価に行 うこ

とができ， アンカ ーの維持管 理に積 極的に取り 入れら れるように なっ

てきている ．

表 - 1 . 1 に 維持管 理マニュア ル 2 )に示された，健全性調 査における 残

存緊張力と アンカ ー健全度の 目安を 示す．アン カーの 残存緊張力 の管

理に お い て は， アン カー を 建 設 した際の 定着 時 緊 張 力（ P t） から ， 緊

張力がどの 程度低 下したか， また， 増加した場 合には ，設計アン カー

力（ T d），許容アンカー力（ T a）ならび にテンドンの降伏引張り力（ T y s）

に対してど のよう な状態にあ るかを 評価し，そ の状態 に応じた対 処方

法を実施す ること になってい る．残 存緊張力と アンカ ー健全度の 目安

に示された ，アン カー緊張力 が低下 した場合の 状態を 見ると，残 存率

が P t に対して 5 0 %もしくは 1 0 %以下 になると ，ア ンカー の状態は「機

能が大きく 低下し ている」も しくは 「機能して いない 」と評価さ れ，

対策の実施 が求め られること になる ．一方，緊 張力増 加において は，

増加するに したが って危険な 状態と なり， T a もしくは T a の 11 0 %を超

えた場合に は，「許 容値を超えている」もしくは「 危険な状 態になる恐

れあり」と 評価さ れ，対策の 実施が 求められる ことと なる．さら に，

T y s の 9 0 %を超え た場合には，アンカ ーが「破断の 恐れあ り 」と評価さ

れ，緊急対 策の実 施が求めら れるこ とになる． これら の評価では ，ア

ンカーの緊 張力が 低下し， P t に対し て 5 0 %以下に なった場合には ，ア

ンカーの機 能損失 が疑われ， 緊張力 が大きく増 加した 場合には， 法面

が不安定化 してい る可能性が 考えら れることと なる． しかし，こ れま

でアンカー 緊張力 変化の原因 が明確 にされてお らず， 経験的な（ 定性
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的な）評価 を基に 緊張力が低 下もし くは増加し ている 場合は一律 に，

アンカーや 法面に 問題がある と判定 されること になっ ており，ま た緊

張力が変化 した場 合の対処方 法につ いてもその 具体例 は示されて いな

い．このた めアン カーの施工 が，様 々な地質条 件にお いて行われ てい

るなかにお いて， アンカー緊 張力の 変化と地質 条件あ るいは法面 変動

との関係に ついて 明確に評価 し，そ れらの関係 を利用 した維持管 理の

手法が強く 求めら れており， アンカ ーおよび法 面の適 切かつ効率 的な

維持管理に とって ，これらの 手法を 確立するこ とは極 めて重要と 考え

られる．

表 - 1 . 1 残 存 緊張 力 とア ンカ ー 健全 度 の 目 安 2 )

健全度 状　　態 対　処　例

T ys：テンドンの降伏引張り力， T a：許容アンカー力，

T d：設計アンカー力， P t：定着時緊張力

残存緊張力
の範囲

E 破断の恐れあり 緊急対応を実施

健全 －

P t

A 健全 －

T d

A

0.5 P t

C 機能が大きく低下している

対策を実施

0.8 P t

B － 経過観察により対策の必要性を検討

0.1 P t

D 機能していない

T a

B － 経過観察により対策の必要性を検討

0.9 T ys

D 危険な状態になる恐れあり

対策を実施1.1 T a

C 許容値を超えている
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1 . 3  東海地方の高 速道路における現状

 中 日 本高 速 道路 (株 )名古 屋支社（ 以 下，N E X C O 名古屋支社）が管 理

する路線と アンカ ーの一覧を 表 - 1 . 2 に 示す．N E X C O 名古屋支社が管 理

する 1 0 路線におい ては， 11 6 箇所の法 面に約 1 3 , 5 0 0 本の アンカーが

存在する． これら のアンカー は，切 土法面や自 然斜面 における地 すべ

りや崩壊の 対策を 目的として 施工さ れたもので あり， 最も古いア ンカ

ーは 1 9 6 7 に施工 されたものである． N E X C O 名古屋支社で は，これら

のアンカー に対し て，点検調査マニ ュアル 2 1 )，維持管 理 マニュアル 2 )

および調査 要領 2 2 )などに準じ てアン カーの点検 を行っ ている．健 全性

調査につい ては， アンカーお よびア ンカーが施 工され た法面の異 常の

有無にかか わらず ，5 年に 1 回の頻度で ，施工全数の 5 %ま たは 5 本以

上を対象に ，頭部 詳細調査や リフト オフ試験に よる緊 張力測定を 実施

し，アンカ ーの健 全性の評価 を行っ ている．

N E X C O 名古屋支社において 実施し た， 2 , 1 0 9 本のア ンカーのリフト

オフ試験試 験結果 を， 表 - 1 . 1 の残存 緊張力とア ンカー 健全度の目 安に

よって区分 したも のを 図 - 1 . 1 0 に示す ．図に示し た定着 時緊張力（ P t）

よりも低い A－ ～ D－ の 区 分は ，施 工 時 に 比べ てア ンカ ー の緊張力が低

下し，高い A＋ ～ E＋ の 区 分は ， 緊 張力 が 増加 した こと を 示している．

2 , 1 0 9 本の ア ン カー の 施 工か ら の経 過 時 間は 異な る が ， 緊 張 力が 低 下

したアンカ ーが 8 8 . 1 %，増加 したアン カーが 11 . 9 %と， 緊張力の低下

が見られる アンカ ーが大部分 を占め ている．また， A－ お よ び A＋ の 健

全， B－ お よ び B＋ の 経 過 観察 と 評価 され るア ン カーは 8 4 . 2 %であ り，

多くはおお むね健 全な状態に あると いうことが できる ．これらのうち，

緊張力が P t に対し て 5 0 %以下に 低下したアンカ ーが存 在する法面 は，

いずれも地 表面の 変状や動態 観測に よる変位は 見られ ず，安定し てい

ると評価さ れる法 面である． また， 緊張力低下 アンカ ーの一部に は，

引張り材の 引き込 まれなどが 生じ， 機能損失が 疑われ るものがあ るも

のの，多く は外観 の目視点検 におい ても健全と 評価さ れる機能損 失が
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見られない アンカ ーである．

表 - 1 . 2 N E X C O 名古屋支社の 路線と アンカーの 一覧

図 - 1 . 1 0 N E X C O 名古屋支社の 残存緊 張力の評価 結果の割合

路線名 法面数（箇所） アンカー数（本）

東名高速道路 1 54

名神高速道路 1 28

中央自動車道 1 136

東名阪自動車道 3 212

紀勢自動車道 5 272

伊勢自動車道 7 501

東海北陸自動車道 69 8,832

東海環状自動車道 12 695

新東名高速道路 14 2,584

新名神高速道路 3 213

合　計 116 13,527

0 200 400 600 800 1,000 1,200

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1.1 Ta

Ta

Td

Pt

0.8 Pt

0.5 Pt

0.1 Pt

本数（割合(%)）

残
存
緊
張
力
の
範
囲
と
健
全
度
区
分

4本（0.2%）

18本（0.9%）

48本（2.3%）

138本（6.5%）

42本（2.0%）

548本（26.0%）
1,048本（49.7%）

256本（12.1%）

7本（0.3%）

∑n＝2,109本
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 ア ン カー ア セッ トマ ネジ メ ント研 究会の「 S A A M を 用いた既設 アン

カーのり面 の面的 評価マニュ アル（ 案）」 2 6 )では， 2 , 0 9 2 本のアンカー

のリフトオ フ試験 結果につい て，維 持管理マニ ュアル 2 )に基づいた健

全度の評価 が行わ れている． 表 - 1 . 3 に N E X C O 名古屋支社の 2 , 1 0 9 本

と，アンカ ーアセッ トマネジメ ント研 究会（ S A A M 研究会 ）の 2 , 0 9 2 本

の評価結果 を示す ．両者のリ フトオ フ試験結果 は，良 く似た結果 を示

し，緊張力 低下が 見られるア ンカー は全体の約 8 0～ 9 0 %を占め， 緊張

力増加が見 られる アンカーは 1 0～ 2 0 %と少なく なってい る．また，対

策の実施を 必要と しない，お おむね 健全と評価 される アンカーは ，両

者とも約 8 0 %であ る．緊張力低下も しくは増加 が見ら れ，対策を 行う

必要がある と評価 されるアン カーは ，それぞれ 1 0 %程度見られる ．こ

のようなリ フトオ フ試験結果 などか ら，同マニ ュアル 2 6 )にお いて，ア

ンカーの緊 張力は 変状が見ら れない 安定した法 面にあ っても，ア ンカ

ー施 工 時 の 定着 時緊 張力 （ P t）は 一 定 に保 持 され ず ， 低下 する 傾 向が

見られ，特 にその 低下の程度 は，背 面地盤の風 化の程 度が進行す るほ

ど大きくな る傾向 を示すこと を述べ ている．こ のため ，背面地盤 とア

ンカーの緊 張力変 化との関係 を評価 するうえで ，背面 の地質条件 を考

慮する必要 がある ．

表 - 1 . 4 に N E X C O 名古屋支社管内 の路線に分 布する 岩種および 岩石

を示す．N E X C O 名古屋支社管 内の路 線には，火成岩，堆積岩および変

成岩の様々 な岩種 が分布して いる． また，これ らに風 化の程度， 亀裂

や節理の発 達度合 いが加わる ことで ，アンカー の背面 地盤の地質 条件

は，不均質 で多様 なものにな ること が想定され る．ア ンカーは施 工さ

れた背面地 盤の地 質条件の影 響，背 面地盤の変 動に関 わる外的要 因に

よって，残 存緊張 力の変化に 差が生 じると考え られる ことから， 緊張

力変化と地 質条件 との関係， 法面変 動との関係 につい て評価し， それ

らを利用し て維持 管理を行っ ていく ことが重要 である ．
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表 - 1 . 3 N E X C O 名古屋支社と S A A M 研究会評価 結果

表 - 1 . 4 N E X C O 名古屋支社の 路線に 分布する岩 種・岩 石

岩 種 出現する路線

深成岩 花崗岩，花崗閃緑岩，石英閃緑岩，等 伊勢自動車道，新東名高速道路

半深成岩 花崗斑岩，石英斑岩，等 東海北陸自動車道，中央道自動車道

火山岩 玄武岩，安山岩，石英安山岩，流紋岩，等 東海北陸自動車道，中央道自動車道

東海北陸自動車道，紀勢自動車道，
東名阪自動車道，新名神高速道路

－

東海北陸自動車道

広域変成岩 千枚岩，片岩，片麻岩，等
伊勢自動車道，紀勢自動車道，
新東名高速道路

接触変成岩 ホルンフェルス，結晶質石灰岩，珪岩，等 －

その他 圧砕岩，等 －

岩　　石　　名　　称

火成岩

堆積岩

変成岩

礫岩，砂岩，泥岩，頁岩，粘板岩，等

石灰岩，チャート，石炭，等

凝灰岩，火砕岩（火山角礫岩，火山礫凝灰岩），等

－ － 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

－ －

T ys：テンドンの降伏引張り力， T a：許容アンカー力，

T d：設計アンカー力， P t：定着時緊張力

機能していない

対策を実施

対策を実施

健　全 －

－
経過観察により対策

の必要性を検討

機能が大きく低下し

ている

許容値を超えている

－
経過観察により対策

の必要性を検討

健　全 －

2,109 2,092

合計（%）

状　態 対処例

破断の恐れ有り 緊急対策を実施

危険な状態になる恐

れ有り
19.6

80.4

NEXCO名古屋支社
評価数に対する割合（%）

SAAM研究会26)

評価数に対する割合（%）

84.2 78.0

11.8

3.4 10.2

11.9

88.1

2.6

38.9

12.1

0.3

1.3

3.4

5.5

9.4

29.7

9.2

0.2

0.9

2.3

6.5

2.0

26.0

49.7

12.4

健全度
残存緊張力
の範囲

Ｂ－

Ｃ－

Ｅ＋

Ｄ＋

Ｃ＋

Ｂ＋

Ａ＋

0.9 T ys

1.1 T a

T a

T d

Ｄ－

評価数（本）

0.8 P t

0.5 P t

0.1 P t

Ａ－

P t

緊
張
力
増
加

緊
張
力
低
下
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1 . 4  研究の目的と 検討方法

 本 論 は， 高 速道 路な どに お ける複 数の法面に おいて 実施された 荷重

計やリフト オフ試 験による緊 張力の 計測結果と ，建設 段階および 供用

段階で実施 された 調査ボーリ ングや 法面観察に よる地 質調査結果 ，な

らびに各種 動態観 測結果を分 析し， アンカーの 緊張力 低下と岩種 や風

化程度など の地質 条件との関 係およ びアンカー 背面の 地盤変位が アン

カー緊張力 に直接 反映され， アンカ ーが法面の 変位を 捉えるセン サー

として利用 できる ことについ て検討 を行うこと を目的 としている ．ま

た，それら の検討 結果に基づ き，ア ンカーの維 持管理 において調 査さ

れた緊張力 の維持 管理への利 用につ いて提案を 行って いる．本論 の検

討内容は， 以下に 示す 3 項目に分け ることがで きる．

( 1 )安定した法 面であ っても ，アンカ ーの 緊張力は時 間の経 過とともに

徐々に低下 し，一定 の値に収束 する傾 向があるとされる．その低下

量は，ア ンカー が施 工された初 期段階 で大きく ，アンカーが施工さ

れた背面地 盤の地 質条件に影 響を受 けて異なるとされ るものの，緊

張 力 低 下 と 地 質 条 件 の 関 係 に つ い て 現 在 ま で 適 切 な 評 価 は 行 わ れ

てきていな い．そこ で本論では ，複 数の 安定した法面の緊張力の計

測結果と ，アンカー 自由長部に 分布す る地盤の岩 種およ び岩級区分

について比 較検討 し，施工か ら 3 0 日 後の初期的 な緊張 力低下，数

ヶ月から最 大で 4 0 年後の長期 的な緊 張力低下の 要因に ついて明ら

かにする．

( 2 )アンカーが 施工さ れた法面の 地盤が 変動した場合，アン カー緊張力

は増加する ．こ れは ，背面地 盤の変 位が アンカー緊張力に直接反映

され，アンカーが地 盤の変位を 捉える センサーと しての 役割を果た

すと考えら れてい る．しか し，地 盤の 変動に伴う アンカ ーの緊張力

変化につい て，適切 な評価は現 在まで 行われてきていない．そこで

本論では ，建設段階 もしくは供 用段階 において地 盤の変 動が生じた

複数の法面 におい て，施 工時もし くは 維持管理段 階に設 置された荷
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重計による 緊張力 の計測結果 と，光 波 測量，地中伸縮計 ，挿入型孔

内傾斜計 ，設置型孔 内傾斜計お よびパ イプ歪計の 動態観 測機器によ

る変位観測 結果を 比較し ，アンカ ーの 緊張力が背 面地盤 の変位を捉

えるセンサ ーとし て機能する ことを 明らかにする．

( 3 )アンカーの 維持管 理において は，これ までアンカ ー緊張 力変化の原

因が不明確 なため ，経験的な評 価を基 に，緊張力が低下もしくは増

加している 場合は 一律に ，アンカ ーや 法面に問題 がある と判定され

ていた ．これに対し 本論で明ら かにな ったアンカ ーの緊 張力低下と

地質条件の 関係，お よびアンカ ー緊張 力が変位を 捉える センサーと

しての役割 を果た すことに基 づき ，緊 張力が低下 しやす い地質条件

における建 設段階 の適切な上 げ越し 量や，供用段階 の緊 張力低下ア

ンカーに対 する再 緊張の有効 性の検 討，およびアン カー の緊張力変

化を基にし た新た な法面の維 持管理 手法についての提 案を行う．

 こ れ ら本 研 究の フロ ーを 図 - 1 . 11 お よび 図 - 1 . 1 2 に 示す．本論では ，

第 2 章でアンカー の緊張力低 下と地 質条件の関 係につ いての検討 結果

を示し，第 3 章に おいてアン カーの 緊張力が背 面地盤 の変位を捉 える

センサーと して機 能すること に関す る検討結果 を示す ．これらの 検討

結果に基づ き，第 4 章において 緊張力 変化を基に した新たな法面の維

持管理手法 につい ての提案を 行い， 最後に第 5 章で本 研究の総括 を行

う．以下に ，本論 における各 章の内 容を述べる ．
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図 - 1 . 11 本 研 究 の フロ ー （第 1 章～ 第 3 章）

（ 第 3 章 ）
② セ ン サ ー と し て の 有 効 性

・ 法 面 変 動 時 の 従 来 の 変 位 観

測 機 器 と ア ン カ ー に 設 置 し

た 荷 重 計 の 計 測 値 の 変 化 を

比 較 し た ．

・ 変 位 観 測 機 器 の 変 位 量 と ア

ン カ ー 荷 重 計 の 変 化 量 の 相

関 を 検 証 し た ．

・ ア ン カ ー 伸 び 量 と 変 位 観 測

機 器 の 変 化 量 の 関 係 に つ い

て 検 証 し た ．

・ ア ン カ ー 打 設 方 向 と 変 位 方

向 の 関 係 に よ る 荷 重 計 の 計

測 値 の 信 頼 性 を 検 証 し た ．

・ ア ン カ ー に 設 置 し た 荷 重 計

（ 緊 張 力 の 変 化 ） は 変 位 セ

ン サ ー と し て の 機 能 を 有 す

る こ と を 示 し た ．

（ 第 2 章 ）
① 緊 張 力 低 下 と 地 質 条 件 の 関 係

・ 火 成 岩 ， 堆 積 岩 ， 変 成 岩 の

岩 種 毎 に ， ア ン カ ー 自 由 部

に 分 布 す る 地 盤 の 岩 級 区 分

を 8 段 階 に 整 理 し た ．

・ 荷 重 計 お よ び リ フ ト オ フ 試

験 に よ る 残 存 緊 張 力 （ P e）

を 定 着 時 緊 張 力 （ P t） に 対

す る 残 存 率 （ R p t ( % )） で 整
理 し た ．

・ 8 段 階 の 地 質 条 件 と ，初 期 的
（ 3 0 日 後 ），長 期 的（ 数 ヶ 月
か ら 最 大 4 0 年 後 ）の 残 存 率
（ R p t ( % )）を 比 較 し ，両 者 の
関 係 を 検 討 し た ．

・ ア ン カ ー 施 工 条 件 お よ び 地

下 水 の 有 無 と 緊 張 力 低 下 の

関 係 を 検 討 し た ．

・ ア ン カ ー の 背 面 地 盤 の 地 質

条 件 が 緊 張 力 低 下 に 与 え る

影 響 を 示 し た ．

第 1 章  序 論

【 現 状 の 課 題 】

① ア ン カ ー 緊 張 力 は 時 間 の 経 過 と と も に 低 下 傾 向 が あ り ， 低 下 量 は 地

質 条 件 の 影 響 を 受 け る と さ れ る も の の ， 緊 張 力 低 下 と 地 質 条 件 と の

関 係 に つ い て の 十 分 は 評 価 が 行 わ れ て い な い ．

② ア ン カ ー の 背 面 地 盤 が 不 安 定 化 し て 地 盤 の 変 動 が 生 じ た 場 合 ， ア ン

カ ー は ， 従 来 の 変 位 観 測 機 器 と 同 様 に ， セ ン サ ー と し て の 役 割 を 果

た す と 考 え ら れ る も の の ， 両 者 の 関 係 に つ い て 十 分 な 評 価 が 行 わ れ

て い な い ．

③ 残 存 緊 張 力 は ア ン カ ー の 健 全 性 評 価 の 重 要 な 指 標 で あ り な が ら ， こ

れ ま で 変 化 の 原 因 が 不 明 確 で あ っ た た め ， 低 下 ， 増 加 の 量 に 関 係 な

く 一 律 に 判 定 さ れ て お り ， 緊 張 力 の 変 化 と 地 質 条 件 ， あ る い は 地 盤

変 動 と の 関 係 を 利 用 し た 維 持 管 理 を 行 う 手 法 は 確 立 さ れ て い な い ．

※ 1 へ

-19-

T
V
 

丁＿

丁＞

丁＞一



図 - 1 . 1 2 本 研 究 の フロ ー （第 4 章～ 第 5 章）

1 . 4 . 1  第 2 章におけるアンカー緊張力低下と地質 条件の 関係

 ア ン カー の 緊張 力低 下は ， アンカ ーの大部分 が地盤 に造成され る構

造物である ため， 背面地盤の 地質条 件の影響を 受け， 短期的にも 長期

的にも影響 を受け ると考えら れる． しかしなが ら，地 質条件と緊 張力

の低下の関 係につ いて，これ まで十 分な評価が 行われ ていない． アン

カーの維持 管理に おいては， 残存緊 張力が健全 性を評 価する一つ の指

標とされて いるな かにおいて ，両者 の関係を把 握する ことは適切 かつ

効率的なア ンカー の維持管理 にとっ て重要であ る．そ こで，第 2 章で

は N E X C O 名古屋支社管内の 変位や 変状が見ら れない 安定した法 面を

対象に，建 設段階 および供用 段階に 行われた， アンカ ー設計のた めの

ボーリング 調査デ ータ，断面 図およ び切土掘削 時の法 面スケッチ の記

録を基に， 火成岩 ，堆積岩お よび変 成岩の岩種 毎に， アンカー自 由長

部の主体と なる岩 級区分 2 7 )を， C H， C H～ C M， C M， C M～ C L， C L， C L～

※ 1

（ 第 4 章 ）
③ 維 持 管 理 の お け る ア ン カ ー 緊 張 力 の 利 用 に つ い て の 検 討

・ 建 設 段 階 に お け る 緊 張 力 が 低 下 し や す い 地 質 条 件 で の

ア ン カ ー 施 工 の 定 着 時 緊 張 力（ P t）の 上 げ 越 し 量 の 検 討

を 行 っ た ．

・ 供 用 段 階 に お け る 緊 張 力 低 下 ア ン カ ー の 再 緊 張 の 有 効

性 に つ い て 検 討 を 行 っ た ．

・ 荷 重 計 お よ び リ フ ト オ フ 試 験 に よ る 緊 張 力 計 測 の 配 置

方 法 お よ び 追 加 調 査 の 流 れ を 提 案 し た ．

・ ア ン カ ー の 緊 張 力 変 化 を 基 に し た ア ン カ ー お よ び 法 面

の 維 持 管 理 の 流 れ を 提 案 し た ．

第 5 章  総 括
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D，D 級および，崩積土，表土の ような 未固結地盤 を含む「土砂」の全

8 段階の地 質条件に分け，荷 重計お よびリフト オフ試 験により計 測さ

れた，施工 から 3 0 日後なら びに数ヶ月から最 大で 4 0 年後の緊 張力

（ P e）を対象に，定 着時緊張力（ P t）に対する残存率（ R p t＝ P e /P t ( % )）

により比較 ，分析 することで，緊張力 がどのような 地質条 件において，

どの程度低 下する かの検討を 行った ．また，地 質条件 以外にも， アン

カー自由長，アンカータイプ（引張り型 ，圧縮型，荷重分散型），受圧

構造物（独 立受圧 板，法枠工 ）の施 工条件およ び地下 水の影響に つい

ての検討を 行った ．

1 . 4 . 2  第 3 章におけるアンカー荷重計と変位観測 機器の 関係

 ア ン カー の 背面 地盤 が不 安 定化し 地盤の変動 を生じ た場合，ア ンカ

ーに設置し た荷重 計（緊張力 の計測 値）は，従 来から 用いられる 各種

変位観測機 器と同 様に，地盤 の変動 をダイレク トに捉 えるセンサ ーの

役割を果た すと考 えられる．第 3 章 では，荷重 計によ るアンカー緊張

力の計測と 従来の 変位観測機 器によ る動態観測 が同時 に行われ， 地盤

の変動が確 認され た複数の法 面を対 象に，各種 変位観 測機器（光 波測

量，地 中伸縮計，挿入型孔内傾 斜計 ，設 置型孔内傾 斜計 ，パ イプ歪計）

と荷重計に よる緊 張力の計測 結果を 比較し，ア ンカー に設置した 荷重

計がセンサ ーとし ての機能を 有する ことについ て検討 を行った．

 ま た ，ア ン カー に設 置し た 荷重計 による緊張 力の変 化から求め られ

るアンカー の伸び 量と各種変 位観測 機器による 変動量 を比較し， 両者

の関係につ いての 検証も行っ た．

1 . 4 . 3  第 4 章における維持管理におけるアンカー 緊張力 の利用

 第 4 章では，第 2 章および第 3 章の検討結果に基づき ，アンカー の

維持管理に おいて ，これまで アンカ ー緊張力変 化の原 因が不明確 なた

め，定性的 な評価 により緊張 力が低 下もしくは 上昇し ている場合 は一

律に，アン カーや 法面に問題 がある と判定され ていた ことに対し ，法

面が健全な 場合で あっても， アンカ ーの緊張力 は，背 面地盤の風 化程
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度の影響を 受けて 大きく低下 するこ とを明らか にする とともに， 緊張

力が低下し やすい 地質条件に おける 建設段階の 適切な 上げ越し量 や，

維持管理段 階の緊 張力低下ア ンカー に対する再 緊張の 有効性の検 討を

行った．ま た，地 盤の変位が 見られ る法面に施 工され たアンカー の緊

張力は，従 来から 使用されて きた各 種変位観測 機器と 同様に，地 盤の

変位を捉え るセン サーとして の機能 を有するこ とを明 確にし，ア ンカ

ーの緊張力 変化を 基にした新 たな法 面の維持管 理手法 について提 案を

行った．

1 . 5  まとめ

アンカーは ， 1 9 5 7 年に日本で 導入さ れて以来 1 )，道路 事業のほか ，

ダム，河川 ，砂防 などの分野 で広く 採用され， 高速道 路において は，

主に急峻な 山岳地 を切土する 際の法 面安定対策 工や， 地すべりや 崩壊

に対 す る 抑 止対 策 工 と し て採 用さ れ ， 現在 ま でに 少 な くと も 1 2 0 , 0 0 0

本以上の施 工実績 があり 1 )，様々な 分野の社会インフ ラ整備など にお

いて，なく てはな らないもの となっ ている．ア ンカー は，緊張力 を地

盤に作用さ せ，そ の緊張力を 保持す ることで法 面など の安定を図 る構

造物である ことか ら，引張り 材の劣 化や腐食な どを考 慮して，緊 張力

を適切に評 価し， 効率的な維 持管理 を行うこと が大き な課題とな って

いる．

現在，ア ンカーの 維持管理 においては，緊張 力の残存率がアン カー

の健全性を 評価す る一つの目 安とな っているも のの， これまでア ンカ

ー緊張力変 化の原 因が明らか になっ ていないた め，維 持管理マニ ュア

ル 2 )などの残存緊 張力の健全 度の目安において は，経 験に基づく 定性

的な評価に より緊 張力が低下 もしく は上昇して いる場 合，一律に 法面

に問題があ ると判 定されてい る．ア ンカーは大 部分が 地盤内の造 成さ

れる構造物 にあっ て，緊張力 は背面 地盤の地質 条件の 影響を受け て変
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化し，背面 地盤の 変動をダイ レクト に捉えるセ ンサー としての役 割を

果たすと考 えられ るものの， 現状に おいて，緊 張力変 化と地質条 件お

よび地盤変 動との 関係を利用 しなが ら維持管理 を行う 手法は確立 され

ていない．

 こ う した 課 題に 対し ，緊 張 力低下 と地質条件 の関係 ，地盤変動 時の

アンカー緊 張力の センサーと しての 有効性を評 価でき れば，より 効率

的で適切な アンカ ーの維持管 理が可 能となると 考える ．そこで本 論で

は，まずア ンカー の緊張力低 下と地 質や風化程 度との 関係につい て，

荷重計およ びリフ トオフ試験 によっ て得られた 残存緊 張力とアン カー

自由長部に 分布す る地盤の岩 種およ び岩級区分 との関 係を検討し ，緊

張力低下に 地質条 件がどのよ うに影 響するかを 検証す る．次に， アン

カーの緊張 力が背 面地盤の変 位を捉 えるセンサ ーとし ての機能を 有す

ることにつ いて， アンカーに 設置し た荷重計に よる緊 張力の変化 と従

来から用い られる 各種変位観 測機器 との関係に ついて 評価する． 最後

に，これら の検討 結果に基づ き，緊 張力が低下 しやす い地質条件 にお

ける建設段 階の適 切な上げ越 し量や ，維持管理 段階の 緊張力低下 アン

カーに対す る再緊 張の有効性 の検討 ，アンカー の緊張 力変化を基 にし

た新たな法 面の維 持管理手法 につい ての提案を 行う．

これらによ り，高 速道路法面 だけでも 1 2 0 , 0 0 0 本以 上，国内には さ

らに膨大な 数が存 在するアン カーの 適切な維持 管理を 可能とし， その

成果はイン フラの 長寿命化な らびに 国土の強靭 化に繋 がるものと なる

と考える．

1 . 6  本論において 用いる用語の定義

 本 論 にお い て用 いる 用語 は ，地 盤工 学会基準 1 4 )，維持管理マニュア

ル 2 )，グラウン ドア ンカー設計・施工要 領 1 3 )など を参考に ，次のよう

に定義した ．

-23-



( 1 )アンカー体

 グ ラ ウト の 注入 によ り造 成 され， 引張り部か らの緊 張力を地盤 との

摩擦抵抗も しくは 支圧抵抗に よって 地盤に伝達 するた めの抵抗部 分を

いう．

( 2 )引張り部

 ア ン カー 頭 部か らの 緊張 力 をアン カー体に伝 達する ための部分 をい

う．

( 3 )アンカー頭部

 引 張 り部 か らの 緊張 力を ， 支圧板 を通じて受 圧構造 物に伝達さ せる

ための部分 をいう ．

( 4 )テンドン

 緊 張 力を 伝 達す る部 分を い う．

( 5 )アンカー長（ l A）

 ア ン カー 全 体の 長さ をい い ，アン カー体長と アンカ ー自由長か ら構

成される．

( 6 )アンカー体長（ l a）

 地 盤 に対 し て緊 張力 の伝 達 が行わ れているア ンカー 体の長さを いう ．

( 7 )アンカー自由長（ l f）

 ア ン カー 頭 部の テン ドン 定 着位置 からアンカ ー体ま での長さを いう ．

( 8 )テンドン自由長（ l s f）

 ア ン カー 頭 部に 作用 する 緊 張力を アンカー体 まで伝 達させる部 分の

テンドンの 長さを いう．

( 9 )テンドンの極限引張り力（ T u s）

 テ ン ドン に 用い る鋼 材の J I S に定め る引張り力 をいう ．

( 1 0 )テンド ンの極限 拘束力（ T u b）

 テ ン ドン あ るい はテ ンド ン に取り 付けた拘束 具とア ンカー体の グラ

ウトとの間 に生じ ている付着 ，摩擦 もしくは支 圧に終 局限界状態 の破

壊が生じる 力をい う．
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( 11 )ア ンカーの極限引抜き力（ T u g）

 地 盤 とア ン カー 体の 間に 生 じてい る付着，摩 擦もし くは支圧に 終局

限界状態の 破壊が 生じる力を いう．

( 1 2 )テンド ンの降伏 引張り力（ T y s）

 テ ン ドン に 用い る鋼 材の J I S に定 められる降伏点か ら求められ る引

張り力，ま たは降 伏点規格値 を定め たときの引 張り力 に相当する もの

をいう．

( 1 3 )  許容アンカー力（ T a）

 テ ン ドン の許 容 引張 り 力 （ T a s），テ ンドン の許 容拘束 力（ T a b）およ

びアンカー の許容 引抜き力（ T a g）の うち最も小 さい値 をいう．

( 1 4 )テンド ンの許容 引張り力（ T a s）

 テ ン ドン の 極限 引張 り力（ T u s）また はテンドン の降伏 引張り力（ T y s）

を，それぞ れの安 全率で除し たもの のうち小さ い値を いう．

( 1 5 )  テンドンの許容拘束力（ T a b）

 テ ン ドン の 極限 拘束 力（ T u b）を安 全率で除し たもの をいう．

( 1 6 )  アンカーの許容引抜き力（ T a g）

 ア ン カー の 極限 引抜 き力 （ T u g）を 安全率で除したも のをいう．

( 1 7 )  設計アンカー力（ T d）

 許 容 アン カ ー力（ T a）を超え ない，設計に用いる アンカ ー 1 本あたり

の緊張力を いう．

( 1 8 )緊張力 および残 存緊張力（ P e）

引張り材に 作用し ている引張 り力をいう．

( 1 9 )初期緊 張力（ P i）

 ア ン カー 頭 部の 緊張 ，定 着 作業を 行うときに 与える テンドンの 緊張

力の最大値 をいう ．

( 2 0 )定着時 緊張力（ P t）

 ア ン カー 頭 部の 緊張 ・定 着 作業が 終了したと きにテ ンドンに作 用し

ている緊張 力をい う．
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( 2 1 )残存率 （ R p t， R t d）

ア ン カー に 残存 してい る 緊張 力 の割合 をい い ，定 着 時緊 張 力（ P t）

に対する残 存率を R p t，設計アンカ ー力（ T d）に対する残存率を R t d と

表記する．

( 2 2 )リラク セーショ ン

引張り材 のひずみ を一定に 保持したとき，応 力または緊張力が 時間

とともに減 少する 現象をいう ．

( 2 3 )クリー プ

 静 的 かつ 一 定の 緊張 力が テ ンドン に作用した 場合， 時間ととも にア

ンカー体の グラウ トとテンド ンまた は地盤との 接触面 に生じる変 位の

ことをいう ．

( 2 4 )荷重計

アンカー頭 部に設 置し，緊張 力を計測する機器をいう．

( 2 5 )リフト オフ試験

 ア ン カー 頭 部の テン ドン 余 長など を油圧ジャ ッキで 直接引張り 上げ

る方法によ り，調 査時点にお いてア ンカーに残 存する 緊張力を計 測す

る試験をい う．

( 2 6 )モニタ リング

 ア ン カー 頭 部に 設置 した 荷 重計な どにより， アンカ ーに作用す る緊

張力を計測 し，計 測値の経過 変化を 継続的に確 認する ことをいう ．

( 2 7 )アンカ ー法面

 ア ン カー が 施工 され た法 面 をいう ．
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第 2 章 アンカー緊張力低下と地質条件の関係

2 . 1  はじめに

 ア ン カー が 施工 され る斜 面 や法面 の地質条件 は，火 成岩，堆積 岩お

よび変成岩 などの 岩種，風化 の程度 ，亀裂，節 理およ び片理の発 達の

度合いなど 様々で ある．アン カーの 設計では， 施工す る地盤の地 質調

査としてボ ーリン グ調査を行 い，地 質状態の確 認や動 態観測によ り抑

止すべきす べり面 の深さを評 価する とともに， 目標安 全率を設定 して

算出された 必要抑 止力から， アンカ ーの規格や 本数が 決定される ．し

かし，アン カーが 施工された 法面の 地質条件は ，初期 的にも長期 的に

も，アンカ ーの緊 張力の変化 に影響 を及ぼすと 考えら るが，現在 これ

らを考慮し た設計 や維持管理 は行わ れていない ．

 ア ン カー の 初期 的な 緊張 力 の低下 の原因とし ては， 地盤のクリ ープ

や引張り材 のリラ クセーショ ンが挙 げられ，一 般的に 大きな変化 は 1

ヶ月以内で あり，そ の後の変化 は小さ いとされて いる 2 8 )．引張り材の

リラクセー ション に関して見 てみる と，引張り材とし て 用いられる P C

鋼線と P C 鋼より線，P C 鋼棒のリラク セーション 率（ γ）は，そ れぞれ

5 %， 3 %程 度で 1 4 )，これらの リラク セーション による 緊張力の低 下量

（ ΔP m r（ k N））を， ΔP m r＝ γ×P t で算出 すると 2 9 )，緊張力 の低下量に 与

える影響は 数 %程度 と考えられ る．

 一 方 ，ア ン カー の長 期的 な 緊張力 低下の原因 として は，地盤の クリ

ープの継続 に加え て，背面地 盤の風 化，材料の 劣化や 腐食による アン

カー体の引 き抜け ，引張り材 の引き 込まれや破 断，受 圧構造物の 破損

とその支持 地盤の 抜け落ちな ど，ア ンカーその ものや 受圧構造物 の機

能損失が挙 げられ ている．

 背 面 地盤 の 影響 によ るア ン カー施 工直後の初 期的な 緊張力低下 につ

いて，常川ら 3 0 )は，御荷鉾帯 の緑色 岩 類が分布する切土法面に施工し
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た 4 5 本のアンカー のうち 11 本 におい て，施工 後 2 週間 ～ 2 ヶ月間 の

緊張力を計 測した．その結果，D L 級 の軟岩では定着時緊張力に対す る

残存率 は 9 2 %， D H および D L 級 では 9 5 %以上となり，岩盤 が硬質な場

合には ，緊張力 低下が小さくな る傾向 があるとしている．田久ら 3 1 )は，

大規模な地 すべり の対策工と して施 工した 1 , 1 3 0 本の アンカーのうち ，

5 7 本のアンカ ーを対象に荷重 計を設 置し，緊張力低下の傾向を確認 し

た．その結 果，施工 後 3 0 日において，表層に緩んだ地盤や強風化状態

の地盤が広 がる法 面端部と， 切土深 さの浅い法 面上部 で緊張力低 下が

大きく，こ れらは 定着時緊張 力に対 して 9 0 %以下となり，緊張力 低下

は背面地盤 の地質 条件が影響 してい ることを指 摘した ．

 ま た ，アン カ ー の 長期 的な 緊 張 力低下について，新 関 ら 3 2 )は ，軟岩

および 砂礫 地盤に 施工したア ンカーの緊張力が，施工から 11 ヶ 月後

に 7 0 %～ 8 0 %まで低 下したと報 告して いる．さらに ，朝 日ら 3 3 )は，施

工から 5 年～ 1 0 年が経過したアンカ ーの健全性を調査 したところ ，定

着時緊張力 に対し て残存率が 8 0 %以 下になって いるア ンカーが 6 1 . 8 %

であったと 報告し ている．野口ら 3 4 )は，古第三 紀の神 戸層群および中

生代の花崗 岩に施 工したアン カーの 1 年後の残存 緊張力 を計測した ．

その結果， 神戸層 群の手で掘 ること ができる表 層の砂 岩や，降雨 で泥

状となる泥 岩では ，定着 時緊張 力に 対する残存 率が 4 0 %にまで低 下し

ているのに 対し， 表層でマサ 化が一 部みられる ものの ，深部が硬 質な

花崗岩の施 工箇所 では，残存 率が 9 7 %であったと 報告し ている．ま た，

藤原・酒井 3 5 )は，法面中央部に硬質 な弱風化岩 が分布 し，法面 端部に

向かって風 化が進 行した強風 化岩と なり，端部 に表土 が分布する 切土

法面に施工 したア ンカー 1 8 本を対象に，施工から 1 0 年後に全数にお

いてリフト オフ試 験を行い， 緊張力 の残存率を 求めた ．その結果 ，弱

風化岩での 残存率 が約 7 7 %，強風化 岩が約 5 5 %，表土 が約 5 0 %と ，ア

ンカー背面 地盤の 風化の程度 や地質 条件が緊張 力低下 に影響を与 えて

いることを 指摘し た．
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 こ の よう に ，ア ンカ ーの 緊 張力は ，想定外の 外力を 受けず，ア ンカ

ーそのもの の機能 も損失して いない 場合でも， アンカ ーが施工さ れた

法面の背面 地盤の 地質条件に よって 長期的に大 きな影 響を受けて 低下

すると考え られる ．現在，アン カーが 発揮している 緊張力 の残存率が，

その健全度 を評価 する一つの 指標と なっている なかで ，どのよう な地

質条件にお いて，緊張力低下が どの程度あるかを 明らか にすることは，

アンカーの 施工や 維持管理に とって 重要である ．そこ で本章では ，建

設段階から 供用段 階において 行った ，荷重計や リフト オフ試験に よる

残存緊張力 の計測 結果と，ボ ーリン グ調査や法 面スケ ッチによる 地質

の評価結果 とを比 較し，アン カー緊 張力の施工 直後の 初期的な低 下，

および数ヶ 月から 数十年後の 長期的 な低下が， アンカ ーが施工さ れた

法面の地質 条件と どのような 関係に あるかにつ いて検 討を行った ．

2 . 2  検討方法

 ア ン カー が 施工 され た法 面 では，建設段階およ び供用 段階において，

アンカー設 計，施 工を行うた めに詳 細な地質調 査がな される．法 面の

地盤評価に おいて は，田中の方法 3 6 )を発展させ た岩級区分 3 7 )， 3 8 )が広

く用いられ ている．表 - 2 . 1 に一般 的な岩 級区分 2 7 )を示す．この岩級区

分は，風化 の程度 ，岩塊の硬 さ，節 理あるいは 亀裂の 状態の三要 素か

らなる定性 的な評 価である． 本研究 の対象とし た法面 においては ，ボ

ーリング調 査とあ わせ掘削時 の切土 法面に対し ，この 方法によっ て評

価した記録 が残さ れている． 研究の 対象とした 各法面 の地質など の条

件は，建設 段階な らびに供用 段階に 実施された ，アン カー設計施 工の

ためのボー リング 調査データ ，断面 図および切 土掘削 時の法面ス ケッ

チの記録を 基に， 岩種を火成 岩，堆 岩，変成岩 に大別 するととも に，

アン カー自 由長 部 に分 布す る地盤 の主体となる 岩級を ， C H， C H～ C M，

C M， C M～ C L， C L， C L～ D， D 級および ，崩積土，表土のよ うな未固結
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地盤を含む 「土砂 」の全 8 段階の地 質条件の区分とし た．

図 - 2 . 1 に本検討 における地質条件 の区分を行 う場合 の模式図を 示す ．

地質条件の 区分は ，主測線およ び副測線で行われ たボー リング調査と，

その結果か ら描か れた断面図 に基づ いて行った ．区分 にあたって は，

アンカー自 由長部 に相当する 地盤が ， 1 つの岩 級の場 合には，岩 級区

分毎に， C H， C M， C L， D 級に区 分した ．また， C H と C M 級， C M と C L

級，C L と D 級のよ うに 2 つの岩級に またがる場 合，もしくはそれら が

交互に出現 する場 合には ，C H～ C M，C M～ C L，C L～ D 級に 区分した ．さ

らに，自由 長部に 崩積土，表 土のよ うな未固結 地盤が 分布する場 合，

もしくは D，C L 級 などと同時 に未固 結地盤が分布する 場合には，土砂

に区分した ．なお ，主測線も しくは 副測線上に ないア ンカーにつ いて

は，それら のボー リングデー タおよ び断面図と ，切土 掘削時に行 われ

た地質のス ケッチ を照合して 区分の 判定を行っ た．

表 - 2 . 1 一 般 的 な 岩 級 区分 2 7 )

分類
記号

坑壁・露頭 コア 岩片の硬さ 風化の程度 節理面状態 節理間隔

D 指でつぶれる
土壌化
所々に岩片

密着粘土化
われ目不明瞭

5cm以下
　　～破砕
コア砂～礫状

CL
ハンマー打撃
で濁音，容易
に崩れる

内部まで風化
造岩鉱物
粘土化

われ目明瞭だが粘
土化密着

5～15cm
多礫～岩片状

CM
濁音
われやすい

全体褐色化
造岩鉱物の
変質目立つ

開口われ目多く，
粘土を挟む

5～30cm
多岩片～
　　短柱状

CH
やや濁音
われにくい

全体やや褐色
造岩鉱物
やや変質

密着～
　　やや開口
粘土を薄く挟む

15～30cm
多短柱状

B 金属音
われにくい

われ目沿い
褐色化
鉱物変質なし

密着～
　　やや開口
粘土挟まず

30～50cm
多柱状～棒状

A 金属音
われにくい

新　鮮 密着，粘土挟まず
50cm以上
コア棒状

・・・ ・・・・・・
・

・

・・
・・

・・

・

・
・
・ ・・・・・・ ・

・・・

・

・ ・・・・

・
・
・

・

・・・
・
・

・
・・・・・・

・

・

・
・・

・

・・

・
・

・・・ ・
・ ・・・
・・

・

・・
・・

・
・

・・
・

・・ ・
・・

・
・
・・・・

・
・
・・

・

・

・
・

・

・

・・
・・・

・・・
・・
・

・
・ ・・・
・

・
・

・

・ ・ ・・・
・
・ ・

・ ・
・

・
・

・
・・

・

・

・
・

・

・
・・

・
・・
・・
・・
・
・

・

・
・・・
・・

・
・

・
・

・
・

・

・

・

・
・

・
・・
・

・

・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・
・

・・ ・
・・・・・・

・
・ ・
・
・・・ ・
・・

・
・

・・
・・・

・・

・
・・

・
・・

・

・・
・

・・

・
・
・
・

・
・
・

・
・

・

・

・
・・

・・

・・・ ・ ・
・

・
・・・

・・ ・
・
・
・
・・・・

・
・ ・

・・
・ ・・

・
・
・・

・・
・
・

・・
・
・
・
・・・・

・
・・

・
・
・・

・
・・
・・

・
・
・・

・・
・

・・
・ ・

・
・・

・・

・
・
・

・

・
・
・

・
・・
・

・
・
・・
・・・・

・・

・

・

・・
・
・

・

・・
・・・

・
・

・

・

・

・

・

・
・

・・・
・

・・
・

・・
・・ ・
・

・
・・・
・

・

・

・

-30-



図
-2
.1
 
地
質
条
件
区
分
の
模
式
図

Bo
r-N

o.
1

Bo
r-N

o.
2

Bo
r-N

o.
3

C HC HC M

土 砂

C H

D

D
C MC L

D C M C HC L

D

切
土
法
面

自
然
斜
面

C H

C M

C MC LD

土
砂

C
H
と
評
価

C H
と
評
価

C
H
～

C
M
と
評
価

C H
～

C M
と
評
価

C M
と
評
価

C L
～

C
M
と
評
価

C L
～

C M
と
評
価

C L
と
評
価

C L
～

D
と
評
価

D
と
評
価

土
砂
と
評
価

土
砂
と
評
価

C M

定
着
部

自
由
長
部

想
定
す
べ
り
面

D自
由
長
部
の
評
価

C H

Bo
r-N

o.
1

Bo
r-N

o.
2

Bo
r-N

o.
3

Bo
r-N

o.
5

Bo
r-N

o.
4

表
土
お
よ
び
土
砂

強
風
化
岩

弱
風
化
岩
，
軟
岩

硬
岩

中
硬
岩
，
未
風
化

土
砂

D
級

C L
級

C M
級

C H
級

主
測
線

副
測
線

主
測
線
（
ま
た
は
副
測
線
）
断
面
図

法
面
ス
ケ
ッ
チ
，
ア
ン
カ
ー
展
開
図

ボ
ー
リ
ン
グ
デ
ー
タ
，
断
面
図

の
岩
級
区
分
と
法
面
ス
ケ
ッ
チ

を
互
い
に
照
合

測
線
か
ら
外
れ
る
ア
ン
カ
ー

の
地
質
条
件
を
照
合
結
果

か
ら
想
定

-3
1-

く:;:==む＞

L 

‘
‘
‘
‘
/
‘
‘
 

,

9

9

 

‘‘
 

‘‘
 

,

‘

‘

 

‘
‘
‘
‘
 

‘’
 

、

‘

‘

‘

ヽ
ヽ

ヽヽ

、

、

ヽ

‘‘
 

、

、
、

、

、

‘

’

‘

、

9

.

9

.

9

.

 

ヽヽ ＼ヽ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ 

ヽヽ

‘‘ ‘‘ ヽ--
｀ --

｀` 
ヽ
‘‘ ‘‘ ヽ

‘‘ ‘‘ ‘‘ ヽ

、‘‘

~----------』



表 - 2 . 2 に，本検 討に用いた法面と 計測データ の数， 地質条件の 大別

を示す．こ れらの 法面は，い ずれも 地表面の変 状や動 態観測に変 位が

見られない ，安定 していると 評価さ れる法面で ある． また，アン カー

はいずれも 頭部や 受圧構造物 の損傷 ，受圧構造 物背面 の地盤の抜 け落

ちがなく， 機能損 失は見られ ない， 外観上で健 全と評 価されるも ので

ある．検討 の対象 とした法面 数は， 火成岩が 2 2 箇 所（ I - 1～ I - 2 2），堆

積岩が 1 9 箇所（ S - 1～ S - 1 9），変成岩が 1 0 箇所（ M - 1～ M - 1 0）の 5 1 箇

所である．これら 5 1 箇所のうち ，堆積岩の I - 1 5， I - 1 6， I - 2 2 の 3 法面

は， 1 9 8 8 年（昭 和 6 3 年）の 旧土質工学会（現在 の地盤 工学会）の基

準改定によ り制定 された防食 機能 5 )に準拠して いない 旧タイプア ンカ

ーである．残りの 4 8 箇所は全て ，改 定 後の基準に準拠し た新タイプア

ンカーであ る．

 検 討 に用 い た 5 1 箇所の法面 におけ るアンカー の定着 時緊張力（ P t）

は，建設段 階の記 録 において定 着時緊張力（ P t）が確認で きたもので ，

設計アンカ ー力（ T d）に対して 1 0 5 %，9 5 %，8 0 %，7 0 %を採 用している

法面が一部 あるが ，ほとんどが T d に 対して 1 0 0 %の値 を採 用しており ，

引き止め効 果を期 待して P t を T d に対して 2 0～ 3 0 %とする待ち受けタ

イプのアン カーは ない．

 ア ン カー の 残存 緊張 力は ， 建設段 階から供用 段階の 荷重計計測 デー

タ，および 供用段 階のリフト オフ試 験データを 用い， それらから 求め

られ る 定 着 時緊張力 （ P t）に 対 す る残存 緊張 力（ P e） の残 存率 （ P e /P t

＝ R p t ( % )）を パ ラ メ ー タ ー とし た ．ア ン カー に 設 置 した 荷 重 計の 耐 用

年数は，一 般に 5 年～ 1 0 年程 度 2 4 )とされる．荷重計計測データにつ

いては ，研究対象と した法面は 3 5 箇 所 である．これ らの荷 重計は全て

建設段階に 設置さ れたもので あり， 荷重計計測 は，ア ンカーの緊 張・

定着に用い た油圧 ジャッキの 定着時 の圧力（緊 張力）に 合わせるた め，

緊張力の差 分の補 正が行われ ている ．検討に用 いた荷 重計のアン カー

定着後の計 測頻度 は， 1 時間， 1 日 ～数日， 1 週間～ 1 0 日， 1 か月と
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表 - 2 . 2 本 研 究 に 用 い た法 面の 地質 と デー タ数
初期

荷重計
(計測数)

荷重計
(計測数)

リフト

オフ

試験
(計測数)

I-1 2013/2 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 － 181.4 181.4 14 2 2 －

I-2 2017/10 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 316.5 316.5 61 5 － －

I-3 2013/11～2013/12 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 850.0 850.0 103 6 6 －

I-4 2014/10～2015/3 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 335.1 335.1 136 7 7 －

I-5 2014/12 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 331.1 331.1 49 5 5 －

I-6 2014/11 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 174.1 174.1 39 5 5 －

I-7 2014/12 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 190.0 190.0 58 5 5 －

I-8 2014/8 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 650.1 650.1 40 5 5 －

I-9 2015/3～2015/5 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 － 514.8 514.8 67 5 5 －

2014/1～2014/6 766.8 766.8 369 17 14 －

2015/12～2016/1 766.8 766.8 21 － 5 －

I-11 2004/9～2004/12 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 408.1 426.0 79 4 － 4

I-14 2016/7 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 328.9 328.9 31 － 5 －

300.1 300.1 14 － － 1

276.5 276.5 114 － － 5

I-16 1988/12 引張型 PC鋼棒 法枠工 切土 － 94.1 94.1 23 － － 5

367.8 367.8 70 3 － 9

324.7 324.7 15 － － 4

I-13 2018/12 圧縮型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 374.4 374.4 46 4 － －

I-17 2000/6～2000/8 荷重分散型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 627.8 627.8 81 － － 10

I-18 1998/9～1998/12 荷重分散型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 653.3 653.3 232 － － 24

I-19 1995/12 荷重分散型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 － 469.7 469.7 38 － － 10

I-20 2001/9 荷重分散型 PC鋼より線 法枠工 切土 － 268.7 268.7 95 － － 10

I-21 2001/9 荷重分散型 PC鋼より線 法枠工 切土 有 302.0 302.0 107 － － 8

264.8 264.8 69 － － 3

533.2 533.2 67 － － 3

1995/10～1996/9 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 341.9 341.9 423 1 － －

2018/7 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 475.4 497.5 65 6 6 －

195.1 195.1 14 － － 2

275.1 275.1 306 1 － 42

833.5 833.5 60 － － 14

1994/9～1995/11 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 466.9 466.9 373 1 － －

440.0 440.0
～ ～

880.6 880.6

323.6 323.6 34 － － 9

804.1 804.1 258 6 － 47

S-5 1995/7 荷重分散型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 － 639.9 639.9 160 1 1 －

S-6 1994/3 荷重分散型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 － 362.5 347.1 68 1 1 －

S-7 1994/5 荷重分散型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 － 159.2 152.2 658 1 1 －

S-8 1997/9 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 329.3 319.2 51 3 － －

198.0 198.0 1 － － 1

228.0 228.0 12 － － 8

412.0 412.0 3 － － 2

S-13 1995/7～1995/12 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 － 266.7 266.7 89 － － 13

S-14 1996/2～1996/5 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 － 316.0 316.0 87 － － 8

449.1 449.1 87 － － 22

505.0 505.0 144 － － 13

S-16 1996/9～1997/12 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 － 414.8 414.8 195 － － 32

S-17 1996/4～1996/10 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 256.9 256.9 114 － － 19

S-18 1995/10 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 － 337.7 337.7 49 － － 9

205.9 205.9 37 － － 12

331.5 331.5 191 － － 50

732.6 732.6 49 － － 15

S-9 2012/7 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 528.9 528.9 65 1 － 5

S-10 2010/12 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 617.1 615.2 53 1 － 5

S-11 2004/9～2004/10 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 724.0 744.5 25 5 － －

2007/4 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 940.0 897.5 25 6 6 －

M-1 2013/8～2014/10 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 639.7 447.8 158 9 9 －

M-2 2005/9 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 242.7 194.0 48 1 － 17

M-3 2014/11 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 自然斜面 有 686.4 483.9 94 2 2 －

M-7 2002/3 引張型 PC鋼より線 法枠工 切土 有 286.0 286.0 27 － － 32

M-8 2004/9 荷重分散型 PC鋼より線 法枠工 切土 － 362.3 362.3 30 － － 5

M-9 1994/4 荷重分散型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 219.6 219.6 70 － － 5

M-10 1993/4 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 291.6 291.6 30 － － 5

M-4 2012/6～2013/10 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 － 201.0 210.0 159 9 9 －

M-5 2014/6～2014/9 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 有 872.8 920.4 320 24 24 －

合計 51 － － － － － － － － － － 170 138 666 974

地下水 －：地下水位は定着部，自由長部に無し

有：定着部または自由長部に地下水位有り

17

87

86

－

12

178

変成岩

I-22

引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土

切土法枠工PC鋼より線引張型1979/4

M-6

火成岩

堆積岩

3

三波川変成帯
結晶片岩

領家帯

片麻岩 切土

自然斜面

14

8

領家花崗岩 白亜紀

白亜紀濃飛流紋岩

独立受圧板PC鋼より線

I-15

8 5

有引張型I-10 切土

－

引張型 －

有

－

計測

総数

145

88

539

長期

白亜紀

ジュラ紀

前期白亜紀
～古第三紀

後期白亜紀
～古第三紀

S-3
4361996/10～1996/11 引張型 PC鋼より線 独立受圧板

切土

自然斜面

7

16

2

1

－

S-15 1996/8～1997/3 引張型 PC鋼より線

1952012/11～2013/2 10 10830.1

1994/8～1995/2

有

有 795.4引張型 PC鋼より線 独立受圧板

四万十累層
砂岩・頁岩

美濃帯
砂岩・頁岩

野洲川層群

砂岩・頁岩
ジュラ紀

岩種 地層・岩石 地質時代
法面数
(箇所)

法面

番号

施工数
(本)

施工年月
(年/月)

アンカー

タイプ

受圧

構造物
施工条件引張り材

T d

(kN)
P t

(kN)

地
下

水

S-1

有

1989/1～1990/2 PC鋼より線 法枠工 切土

圧縮型 PC鋼より線 独立受圧板 自然斜面

I-12 2000/6～2000/8 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 －

S-19

S-12 1994/1

S-2 1996/3～1996/11 引張型 PC鋼より線 独立受圧板 切土 －

独立受圧板 切土 －

S-4 1996/10～1996/12 引張型 PC鋼より線 法枠工

独立受圧板
切土 有
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様々である が，継 続的に計測 を行っ たものであ り，計 測期間は最 長で

5 . 3 年である．これ らの荷重計 は，図 - 2 . 2 に示す荷重 計計測 結果のよう

に，急激な 計測値 の増減がな く，荷 重計が正常 に作動 しているこ とを

確認してい る．

図 - 2 . 2 荷 重 計 計 測 結 果

リ フト オフ 試 験に よる残存緊 張力の算定には現在，2 0 1 0 年に示され

た N E X C O 試験法による方 法 3 9 )が広く用いられている ．この方法 は，

図 - 2 . 3 に示す荷重 （緊張力） －変位 曲線図にお いて， 載荷時のリ フト

オフ前の傾 きとリ フトオフ後 の傾き の交点の荷 重を残 存緊張力と する

ものである ． N E X C O 試験法が示され る 以前の残存 緊張力 の算定には ，

地盤工学会 による 定着具が支 圧板か ら離れはじ めた（ 0 . 1～ 1 m m）とき

の荷重とす る方法 4 0 )もしく は，アン カ ー余長分の理論的な伸びの傾き

とリフトオ フ後の 傾きの交点 の荷重 とする方法 2 1 )が 用いられていた．

本研究のリ フトオ フ試験デー タの一 部には 2 0 1 0 年以 前のものが含ま

れるが，こ れらに ついては， 既存の 荷重－変位 曲線図 からリフト オフ
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前後の勾配 の交点 の荷重を残 存緊張 力とす る N E X C O の方法によ って

再度算定を 行った ．また，残 存率が 小さいリフ トオフ 試験データ であ

っても，ア ンカー 頭部が支圧 板から 離れ始める リフト オフが確認 でき

るとともに ，アン カー頭部が支 圧板から完全に離 れたリ フトオフ後は，

荷重（緊張 力）－ 変位曲線が 直線勾 配を示し， 試験終 了時の残留 変位

が 1 m m 以下 3 9 )， 4 1 )で，定着 部の引き抜 け，引張 り材の破断 など，アン

カー機能に 異常が 生じていな いと判 断できるも のを用 いた．この よう

な荷重計計 測デー タ，および 供用段 階のリフト オフ試 験データか ら求

められる残 存率（ P e /P t＝ R p t ( % )）と 8 段階に区分 した地 質条件との 比

較を行った ．

 残 存 率（ R p t ( % )）と地質条件の比較は，施工から 3 0 日後の「初期的

な低下」と ，その 後の数ヶ月 から最 大で約 4 0 年後の 「長期的な低下」

について行 い， R p t と各岩種に おける 8 段階の地質条件との関係を検

図 - 2 . 3 荷 重 （ 緊 張 力） － 変位 曲線 図 の例
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討した．また ，地質 条件を a（ C H），b（ C H～ C M，C M），c（ C M～ C L，C L），

d（ C L～ D，D）および e（土砂）の 5 段階に区分した地質条件と，3 0 日

後，数ヶ月 ～ 5 年 後まで， 5 年 ～ 1 5 年後， 1 5 年 ～ 2 5 年 後における R p t

について， 岩種に よる違いを 検討し た．さらに ，地下 水の有無， アン

カータイプ や受圧 構造物の違 いによ る緊張力低 下への 影響，緊張 力が

低下しやす い地質 条件でのア ンカー 施工と維持 管理に ついての提 案を

行った．

2 . 3  初期的なアン カー緊張力低下

 初 期 的な ア ンカ ーの 緊張 力 低下と して，施工から 3 0 日後の R p t と岩

級区分の関 係につ いて，火成 岩，堆 積岩，変成 岩に分 けて述べる ．

 本 論 にお い て， 各法 面の 岩 級区分 の R p t のプロット は，同一の 法面

で計測デー タが複 数ある場合 には， 中心に平均 値，そ の上下に最 大値

と最小値を 短い横 バーで示し ，それ らを縦線で 結んだ ．データが 1 つ

の場合は， その計 測値の R p t をプロ ットしてい る．な お，同一の 岩級

区分上に複 数の法 面のデータ がある 場合には， 互いの 重複をなく すた

め，プロッ トをず らして描い ている ．また， R p t が 1 0 0 %を超えて いる

ものがある が，こ れらの法面 では， 変動を伺わ せる変 状などは確 認さ

れていない ．一般 に，アンカ ーの建 設段階にお いては ，定着具の セッ

トロスや鋼 材のリ ラクセーシ ョンを 考慮し，高 めの緊 張力で定着 が行

われる．こ れらの 法面におい ては， 施工後に緊 張力の 大きな低下 がな

かったため 1 0 0 %を超えている ことが考えられる．

2 . 3 . 1  火成岩

図 - 2 . 4 に火成岩の 3 0 日後の 緊張力 の R p t と岩級区分 の 関係を， 表 -

2 . 3 に各法面の 岩級 区分における施工 から 3 0 日後 の R p t と R p t の 変動

係数（ CV R p t）を示 す．
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図 - 2 . 4 火 成 岩 の 3 0 日後の緊張力の R p t と岩級区分の関係

 施 工 から 3 0 日 後の R p t を平均値 で見ると， C H 級は 1 0 0 %に近く，緊

張力の低下 がほと んど見られ ない．C H～ C M から C L～ D 級までは，9 6 %

～ 9 9 %を示し，9 5 %以上が保た れてい る．D 級では，R p t が 9 2 %～ 9 8 %と

なり，特に， I - 1 2 法 面では，R p t の最小 値は 8 5 %を示 し，最 大値と最小

値の差と CV R p t が大 きくなる．このよう に，岩級区分が C H 級から D 級

へと地質条 件が悪 くなるにし たがっ て，R p t が小さくな る傾向が見 られ

る．
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表 - 2 . 3 火 成 岩の 各 法 面 の 3 0 日後の R p t

最大 平均 最小
最大

最小

差

変動
係数

CV Rpt

I-1 R-gr 181.4 181.4 CL～D 2 99 99 99 0 －

I-2 R-gr 316.5 316.5 CL 2 99 99 99 0 －

CL～D 3 98 97 95 3 0.015

I-3 R-gr 850.0 850.0 CH 3 98 98 97 1 0.007

CH～CM 3 98 97 97 1 0.004

I-4 R-gr 335.1 335.1 CH 7 101 98 96 5 0.016

I-5 R-gr 331.1 331.1 CH 5 101 99 98 3 0.008

I-6 R-gr 174.1 174.1 CH 3 99 99 98 1 0.004

CM 2 99 99 99 0 －

I-7 R-gr 190.0 190.0 CH 5 103 101 98 5 0.015

I-8 R-gr 650.1 650.1 CM～CL 5 97 96 95 2 0.008

I-9 R-gr 514.8 514.8 D 5 96 95 94 2 0.008

I-10 R-gr 766.8 766.8 D 17 97 96 94 3 0.010

I-11 R-gr 408.1 426.0 CM～CL 4 101 98 94 7 0.025

I-12 N-ry 367.8 367.8 D 3 98 92 85 13 0.056

I-13 N-ry 374.4 374.4 D 4 98 98 97 1 0.003

R-Gr：領家帯花崗岩，　N-ry：濃飛流紋岩

T d：設計アンカー力，　P t：定着時緊張力

P t

 (kN)
自由長部
岩級区分

荷重計
(箇所)

30日後の Rpt(%)
法面
番号

地質
T d

 (kN)
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2 . 3 . 2  堆積岩

図 - 2 . 5 に堆積岩の 3 0 日後の 緊張力 の R p t と岩級区分 の 関係を， 表 -

2 . 4 に各法面の 岩級 区分における施工 から 3 0 日後 の R p t と R p t の 変動

係数（ CV R p t）を示 す．

 施 工 か ら 3 0 日後 の R p t を 平均値 で見 ると，  C H～ C M， C M 級では，

9 8 %および 9 7 %と， 9 5 %以上が 保たれる ．C M～ C L 級では，C H～ C M，C M  

級に比べて 小さく なる傾向が 見られ ，S - 1 法面では ，9 5 %を下回る．ま

た， C L， C L～ D 級は 9 1 %～ 9 5 %程度であり， C L～ D 級の最小値は 9 0 %  

図 - 2 . 5 堆 積 岩 の 3 0 日後の緊張力の R p t と岩級区分の関係
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を示すもの が見ら れ， C H～ C M， C M， C M～ C L 級に比 べて R p t の最大値

と最 小値の 差が 大 きく なる ． D 級 および 土砂 は ， 9 0 %程度も しく はそ

れ以下とな る．S - 3 法面の D 級で は 8 3 %， S - 3 法面の土砂では 8 4 %と，

9 0 %を下回り，岩級 区分が C H 級 から D 級および土砂へ と地質条件 が

悪くなるに したが って， R p t が小さく なる傾向が見られ る．

表 - 2 . 4 堆 積 岩の 各 法 面 の 3 0 日後の R p t

最大 平均 最小
最大

最小

差

変動
係数

CV Rpt

S-1 Mi 475.4 497.5 CM～CL 6 95 93 92 3 0.010

Mi 341.9 341.9 CL 1 － 91 － － －

S-2 Mi 275.1 275.1 CL～D 1 － 94 － － －

S-3 Mi 466.9 466.9 D 1 － 83 － － －

440.0 440.0 CM～CL 3 99 96 94 5 0.020

～ ～ CL～D 4 97 94 90 7 0.030

880.6 880.6 土砂 1 － 84 － － －

S-4 Mi 804.1 804.1 CL～D 6 98 95 90 8 0.036

S-5 Mi 639.9 639.9 D 1 － 90 － － －

S-6 Mi 362.5 347.1 CM～CL 1 － 98 － － －

S-7 Mi 159.2 152.2 D 1 － 91 － － －

S-8 Mi 329.3 319.2 CM 3 99 97 96 3 0.012

S-9 Sh 528.9 528.9 CM～CL 1 － 98 － － －

S-10 Sh 617.1 615.2 CM～CL 1 － 98 － － －

S-11 Ya 940.0 897.5 CH～CM 6 99 98 97 2 0.006

724.0 744.5 CM～CL 5 99 96 93 6 0.025

T d：設計アンカー力，　P t：定着時緊張力

Mi：美濃帯 砂岩・頁岩，Sh：四万十累層 砂岩・頁岩，Ya：野洲川層群 砂岩・頁岩

T d

 (kN)
P t

 (kN)
自由長部
岩級区分

荷重計
(箇所)

30日後の Rpt(%)
法面
番号

地質
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2 . 3 . 3  変成岩

図 - 2 . 6 に変 成岩 の 3 0 日後の緊張力 の R p t と 岩級区分 の関係を， 表 -

2 . 5 に各法面の 岩級 区分における施工 から 3 0 日後 の R p t と R p t の 変動

係数（ CV R p t）を示 す．

 施 工 から 3 0 日 後の R p t を平 均値で みると， C H～ C M， C M 級は 9 9 %前

後で，緊 張力の低下 はほとんど 見られ ない．C M～ C L 級で は，M - 5 法面

で 9 4 %と，9 5 %を 下回るとともに，R p tの最大値と最小値の差が大きく，

図 - 2 . 6 変 成 岩 の 3 0 日後の緊張力の R p t と岩級区分の関係
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最小値は 9 0 %を示 す． C L～ D， D 級は， C M～ C L までに比べて小さくな

り， M - 6 法面では ，平均 R p t が  8 2 %を示すとと もに，最大値と最 小値

の差，CV R p t も大き い．M - 6，M - 3 法面 の土砂では 7 7 %，7 2 %と，8 0 %を

下回る値を 示し， 特に M - 6 法面 にお いては， R p t の 最小値は 6 2 %と小

さい値を示 し，最 大 値の 8 9 %との差が 大きく，CV R p t が最 も大きい値を

示す．この ように ，岩級区分 が C H 級 から D 級，土 砂になるにした が

って，R p t が小さくなるとともに，最大値と最小値の差や ばらつきが 大

きくなる傾 向が見 られる．

表 - 2 . 5 変 成 岩の 各 法 面 の 3 0 日後の R p t

最大 平均 最小
最大

最小

差

変動
係数

CV Rpt

M-1 Sa 639.7 447.8 CM～CL 3 99 98 98 1 0.003

CL～D 6 98 96 95 3 0.010

M-2 Sa 242.7 194.0 D 1 － 93 － － －

M-3 Sa 686.4 483.9 土砂 2 74 72 70 4 －

M-4 Ry 201.0 210.0 CH～CM 5 100 99 97 3 0.013

CM 4 100 99 99 1 0.004

M-5 Ry 872.8 920.4 CM～CL 24 98 94 90 8 0.022

M-6 Ry 795.4 830.1 CL～D 4 93 82 77 16 0.082

土砂 6 89 77 62 27 0.119

Sa：三波川変成帯結晶片岩，　Ry：領家変成岩片麻岩

T d：設計アンカー力，　P t：定着時緊張力

荷重計
(箇所)

30日後の Rpt(%)
T d

 (kN)
P t

 (kN)
自由長部
岩級区分

法面
番号

地質
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2 . 3 . 4  岩種による 3 0 日後の R p t の比較

 施 工 から 3 0 日 後の R p t について，火成岩，堆積岩およ び 変成岩の岩

種による比 較を行 ってみる．岩 種によ る R p t の比較に おいては，8 段階

の地質条件 を， C H 級の区分 a， C M 級 が含まれる C H～ C M および C M 級

の区分 b， C L 級が含まれる C M～ C L および C L 級の 区分 c， D 級が含ま

れる C L～ D および D 級の区分 d，土砂 の区分 e の 5 つに分けて比較 を

行った．

表 - 2 . 6 に火成岩，堆積岩，変成岩 の各岩種の 区分 a から e に おける

データ数と ，平均 R p t，最大値と最 小値の 差およ び R p t の変動 係数（ CV R p t）

を，図 - 2 . 7 に各岩 種の岩級区分と 3 0 日 後の平均 R p t の関係 ，図 - 2 . 8 に

各区分の 3 0 日後 の最大値と 最小値 の差と変動 係数の 関係を示す ．ま

た，火成岩 ，堆積 岩，変成岩 の区分 a から e の平均 R p t について， 図 -

2 . 9 に示す流れによ り分散分析（ F 検定 ）ならびに平均値の 差の検定（ t

検定）を行 った． F 検定およ び t 検定の有意水準は，両 側 5 %と した．

表 - 2 . 7 に 3 0 日後 の 平均 R p t の各組み合わせによる t 検定の 結果を示す ．

 ま ず ，図 - 2 . 7 に示す各岩種の岩級区 分と 3 0 日後の平均 R p t の関係を

表 - 2 . 6 3 0 日後の岩種別の平均 R p t・最 大最小差・ 変動係 数

N
平均

Rpt

(%)

最大
最小
差

変動
係数

CV Rpt

N
平均

Rpt

(%)

最大
最小
差

変動
係数

CV Rpt

N
平均

Rpt

(%)

最大
最小
差

変動
係数

CV Rpt

a 23 99 3 0.016 0 － － － 0 － － －

b 5 98 2 0.009 9 98 3 0.010 9 99 3 0.010

c 11 97 7 0.020 18 95 8 0.027 27 95 8 0.024

d 34 96 14 0.024 14 94 8 0.032 11 91 21 0.087

e 0 － － － 1 84 － － 8 76 27 0.110

73 － － － 42 － － － 55 － － －

a：CH，b：CH～CM,CM，c：CM～CL,CL，d：CL～D,D，e：土砂
N：データ数

30日

計

経
過
時
間

区
分

火成岩 変成岩堆積岩
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見ると，い ずれの 岩種とも区分 a から e へと，岩級区分が悪くな るに

したがって ， R p t が小さくなることが わかる．区分 a は，火成岩のみ

のデータで あるが ， R p t は 9 9 %と 高い 値を示す． 区分 b では，各岩 種

とも 9 8 %程度で大 きな差はな い．区分 c では，火成岩 で 9 7 %，堆積 岩

および変成 岩で 9 5 %程度とな り，火成 岩に比べて 堆積岩 および変成

岩でやや小 さな R p t を示す．区分 d では，火成岩，堆積岩，変成岩の

順に R p t が小さ くなり，それぞれ 9 6 %， 9 4 %， 9 1 %を示す ．区分 e

は，堆積岩 と変成 岩のデータ である が，それぞれ 8 4 %， 7 6 %となり，

R p t が小さい値を示す傾向が見 られる ．

次に， 図 - 2 . 8 に示 す各岩種の岩級区 分における R p t の最 大値と最小

値の差と変 動係数 の関係を見 ると， 両者に正の 関係が あることが わか

る．どの岩 種にお いても区分 a および b では，最大値 と最小値の差が

3 %程度， CV R p t が 0 . 0 1 0～ 0 . 0 1 6 と小さ いが，区分 c では ，最大値と最

小値の差が 7 %～ 8 %， CV R p t が 0 . 0 2 0～ 0 . 0 2 7 を，区分 d では ，最大値

と最小値の 差が 8 %～ 2 1 %， CV R p t が 0 . 0 2 4～ 0 . 0 8 7 を，区分 e は，変成

岩のみのデ ータで あるが，最 大値と 最小値の差が 2 7 %， CV R p t が

0 . 11 0 と最も大 きい値を示す．このようにアンカ ーの緊 張力は，どの

岩種におい ても地 質条件が悪 くなる にしたがっ て，ば らつきを広 げな

がら低下す ると考 えられる．

 岩 種 によ る 違い を見 ると ， 区分 c までは，有 意な差 は見られな いも

のの，区分 d では ，変成岩に おいて 最大値と最 小値の 差が 2 1 %，

CV R p t が 0 . 0 8 7 と， 火成岩や堆積岩に 比べて大き い値を 示す．変成 岩

で緊張力の 低下， 最大値と最 小値の 差， CV R p t が 大きくなるのは， 片

理構造を有 する， 岩種の特性 が起因 しているこ とが考 えられる．

 以 上 の結 果 ，ア ンカ ーの 緊 張力は ，施工され た背面 地盤の地質 条件

の影響を受 け，施 工 から 3 0 日後であっ ても R p t に差が生じ ，地質条件

が悪くなる にした がって低下 量とば らつきが大 きくな ることが明 らか

になった．
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図 - 2 . 7 各 岩 種 の 岩 級区 分 と 3 0 日後 の 平均 R p t の関係

図 - 2 . 8 3 0 日後の R p t の最大 最小値差と 変動係数の 関係
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図 - 2 . 9 平 均 R p t の F 検定から t 検定 の 流れ

表 - 2 . 7 に示す R p t の平均値の 各組み 合わせにお ける t 検定の結果に

ついて見て みる． 全体に，地 質条件 の良い a もしくは b と，地質条件

の悪い d， e との間 で有意な差 がある 傾向が見ら れる．特に，変成 岩

の e では，いずれ の岩種，区分との間に有意な差があ るという結 果が

得られた． これは ，変成岩の e の緊張力の低下量とば らつきが， 他の

岩種，区分 に比べ て大きいた め， R p t の平均値に 有意な 差があると 評

価されたと 考えら れる．

次に，地質 条件の 良い方から 見ると，火成岩の区分 a と各岩種の b

および c では， R p t の平均値に 有意な差がない結 果が多 く見られた ．

地質条件の 良い各 岩種の a， b もしく は火成岩の c の平均 R p t は 9 9 %

～ 9 7 %であり，最大 値と最小値 の差は 2 %～ 7 %， CV R p t は 0 . 0 0 9～ 0 . 0 2 0

と，いずれ も値の 範囲が小さ いため ，有意な差 がない 結果が得ら れた

と考えられ る．各 岩種の区分 b と堆 積岩および変成岩 の c，各岩種の

d ならびに変成 岩の c では，おおむ ね有意な差 がある 結果が得ら れ

2つのグループの
分散の検定

Ｆ検定

有意水準

5%（両側）

p＜0.05p≧0.05

分散が等しい

（と見なせる）ときの

ｔ検定

分散が等しくない

（と見なせる）ときの

ｔ検定

p＜0.05

有意差あり有意差なし

p＜0.05

有意差あり有意差なし

p≧0.05 p≧0.05

有意水準

5%（両側）
有意水準

5%（両側）
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た．堆積岩 および 変成岩の c と各岩 種の d の平均 R p t に は，有意な 差

がない結果 となっ ている．こ れは， 堆積岩およ び変成 岩の c および d

の平均 R p t は 9 1 %～ 9 5 %であり ，最大 値と最小値の差は 8 %～ 2 1 %，

CV R p t は 0 . 0 2 4～ 0 . 0 8 7 と，類似した 範囲 を示し，特 に変成 岩の d の平

均 R p t は小さいながらも最大値 と最小値の差が 2 1 %と大きく，堆積岩

の c および d，変成岩の c の範囲に重 なるためと 考えら れる．
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表 - 2 . 7 3 0 日後 の平 均 R p t の有意差検定（ t 検定） 結果

岩種 火成岩 堆積岩 変成岩 火成岩 堆積岩 変成岩 火成岩 堆積岩 変成岩 火成岩 堆積岩 変成岩 火成岩 堆積岩 変成岩

N 23 0 0 5 6 3 11 18 27 34 14 11 0 1 8

火

成
岩

23 － －

等分散
t (26)＝1.20
p＝0.241
有意差なし

等分散
t (30)＝2.23
p＝0.034
有意差あり

等分散
t (30)＝0.35
p＝0.725
有意差なし

等分散
t (32)＝2.68
p＝0.011
有意差あり

不等分散
t (27)＝5.60
p＝6.1E-6
有意差あり

等分散
t (48)＝7.34
p＝2.3E-9
有意差あり

等分散
t (55)＝5.41
p＝1.4E-6
有意差あり

不等分散
t (17)＝5.23
p＝2.5E-5
有意差あり

不等分散
t (10)＝3.30
p＝0.008
有意差あり

－ －

不等分散
t (7)＝7.25
p＝1.7E-4
有意差あり

堆
積

岩

0 － － － － － － － － － － － － － －

変
成

岩

0 － － － － － － － － － － － － － －

火

成

岩

5
等分散

t (26)＝1.20
p＝0.241
有意差なし

－ －

等分散
t (12)＝1.20
p＝0.513
有意差なし

等分散
t (12)＝-1.16
p＝0.267
有意差なし

等分散
t (14)＝0.84
p＝0.415
有意差なし

等分散
t (21)＝2.50
p＝0.021
有意差あり

等分散
t (30)＝3.10
p＝0.004
有意差あり

等分散
t (37)＝1.20
p＝0.054
有意差なし

不等分散
t (17)＝4.50
p＝3.2E-4
有意差あり

不等分散
t (11)＝2.92
p＝0.014
有意差あり

－ －

不等分散
t (7)＝6.94
p＝2.2E-4
有意差あり

堆

積
岩

6
等分散

t (30)＝2.23
p＝0.034
有意差あり

－ －

等分散
t (12)＝1.20
p＝0.513
有意差なし

等分散
t (16)＝-2.14
p＝0.048
有意差あり

等分散
t (18)＝0.59
p＝0.566
有意差なし

不等分散
t (24)＝3.74
p＝0.001
有意差あり

不等分散
t (31)＝5.23
p＝1.1E-5
有意差あり

不等分散
t (31)＝3.35
p＝0.002
有意差あり

不等分散
t (17)＝4.30
p＝4.9E-4
有意差あり

不等分散
t (10)＝2.79
p＝0.019
有意差あり

－ －

不等分散
t (7)＝-6.85
p＝2.4E-4
有意差あり

変

成
岩

3
等分散

t (30)＝0.35
p＝0.725
有意差なし

－ －

等分散
t (12)＝-1.16
p＝0.267
有意差なし

等分散
t (16)＝-2.14
p＝0.048
有意差あり

等分散
t (18)＝1.98
p＝0.063
有意差なし

不等分散
t (25)＝5.18
p＝2.3E-5
有意差あり

不等分散
t (30)＝6.94
p＝1.0E-7
有意差あり

不等分散
t (29)＝5.22
p＝1.4E-5
有意差あり

不等分散
t (17)＝5.42
p＝4.6E-5
有意差あり

不等分散
t (10)＝3.21
p＝0.009
有意差あり

－ －

不等分散
t (7)＝-7.18
p＝1.8E-4
有意差あり

火
成

岩

11
等分散

t (32)＝2.68
p＝0.011
有意差あり

－ －

等分散
t (14)＝0.84
p＝0.415
有意差なし

等分散
t (18)＝0.59
p＝0.566
有意差なし

等分散
t (18)＝1.98
p＝0.063
有意差なし

等分散
t (27)＝2.37
p＝0.025
有意差あり

等分散
t (36)＝3.14
p＝0.004
有意差あり

等分散
t (43)＝1.68
p＝0.101
有意差なし

等分散
t (23)＝3.15
p＝0.004
有意差あり

不等分散
t (11)＝2.56
p＝0.026
有意差あり

－ －

不等分散
t (8)＝6.62
p＝1.7E-4
有意差あり

堆
積

岩

18
不等分散
t (27)＝5.60
p＝6.1E-6
有意差あり

－ －

等分散
t (21)＝2.50
p＝0.021
有意差あり

不等分散
t (24)＝3.74
p＝0.001
有意差あり

不等分散
t (25)＝5.18
p＝2.3E-5
有意差あり

等分散
t (27)＝2.37
p＝0.025
有意差あり

等分散
t (43)＝0.45
p＝0.654
有意差なし

等分散
t (50)＝-1.18
p＝0.243
有意差なし

等分散
t (30)＝1.26
p＝0.217
有意差なし

不等分散
t (11)＝1.71
p＝0.115
有意差なし

－ －

不等分散
t (8)＝5.94
p＝3.46E-4
有意差あり

変

成

岩

27
等分散

t (48)＝7.34
p＝2.3E-9
有意差あり

－ －

等分散
t (30)＝3.10
p＝0.004
有意差あり

不等分散
t (31)＝5.23
p＝1.1E-5
有意差あり

不等分散
t (30)＝6.94
p＝1.0E-7
有意差あり

等分散
t (36)＝3.14
p＝0.004
有意差あり

等分散
t (43)＝0.45
p＝0.654
有意差なし

等分散
t (59)＝-1.94
p＝0.056
有意差なし

不等分散
t (11)＝1.60
p＝0.138
有意差なし

不等分散
t (11)＝1.60
p＝0.138
有意差なし

－ －

不等分散
t (7)＝5.89
p＝0.001
有意差あり

火

成
岩

34
等分散

t (55)＝5.41
p＝1.4E-6
有意差あり

－ －

等分散
t (37)＝1.20
p＝0.054
有意差なし

不等分散
t (31)＝3.35
p＝0.002
有意差あり

不等分散
t (29)＝5.22
p＝1.4E-5
有意差あり

等分散
t (43)＝1.68
p＝0.101
有意差なし

等分散
t (50)＝-1.18
p＝0.243
有意差なし

等分散
t (59)＝-1.94
p＝0.056
有意差なし

等分散
t (46)＝2.56
p＝0.014
有意差あり

不等分散
t (11)＝2.07
p＝0.062
有意差あり

－ －

不等分散
t (7)＝-6.27
p＝4.2E-4
有意差あり

堆

積
岩

14
不等分散
t (17)＝5.23
p＝2.5E-5
有意差あり

－ －

不等分散
t (17)＝4.50
p＝3.2E-4
有意差あり

不等分散
t (17)＝4.30
p＝4.9E-4
有意差あり

不等分散
t (17)＝5.42
p＝4.6E-5
有意差あり

等分散
t (23)＝3.15
p＝0.004
有意差あり

等分散
t (30)＝1.26
p＝0.217
有意差なし

不等分散
t (11)＝1.60
p＝0.138
有意差なし

等分散
t (46)＝2.56
p＝0.014
有意差あり

不等分散
t (12)＝1.18
p＝0.262
有意差なし

－ －

不等分散
t (8)＝-5.45
p＝0.001
有意差あり

変
成

岩

11
不等分散
t (10)＝3.30
p＝0.008
有意差あり

－ －

不等分散
t (11)＝2.92
p＝0.014
有意差あり

不等分散
t (10)＝2.79
p＝0.019
有意差あり

不等分散
t (10)＝3.21
p＝0.009
有意差あり

不等分散
t (11)＝2.56
p＝0.026
有意差あり

不等分散
t (11)＝1.71
p＝0.115
有意差なし

不等分散
t (11)＝1.60
p＝0.138
有意差なし

不等分散
t (11)＝2.07
p＝0.062
有意差あり

不等分散
t (12)＝1.18
p＝0.262
有意差なし

－ －

不等分散
t (17)＝-3.71
p＝0.002
有意差あり

火
成

岩

0 － － － － － － － － － － － － － －

堆
積

岩

1 － － － － － － － － － － － － － －

変

成
岩

8
不等分散
t (7)＝7.25
p＝1.7E-4
有意差あり

－ －

不等分散
t (7)＝6.94
p＝2.2E-4
有意差あり

不等分散
t (7)＝-6.85
p＝2.4E-4
有意差あり

不等分散
t (7)＝-7.18
p＝1.8E-4
有意差あり

不等分散
t (8)＝6.62
p＝1.7E-4
有意差あり

不等分散
t (8)＝5.94
p＝3.46E-4
有意差あり

不等分散
t (7)＝5.89
p＝0.001
有意差あり

不等分散
t (7)＝-6.27
p＝4.2E-4
有意差あり

不等分散
t (8)＝-5.45
p＝0.001
有意差あり

不等分散
t (17)＝-3.71
p＝0.002
有意差あり

－ －

a：CH，b：CH～CM,CM，c：CM～CL,CL，d：CL～D,D，e：土砂，N：データ数

等分散：2つのグループの分散の検定（F検定）においてp≧0.05となり，分散が等しいと見なしたもの

不等分散：2つのグループの分散の検定（F検定）においてp＜0.05となり，分散が等しくないと見なしたもの

t (df )：t値，df：自由度，p：p値（外側確立）

c

d e

d

e

区分 a

a

b

b

c
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2 . 4  長期的なアン カー緊張力低下

 長 期 的な ア ンカ ーの 緊張 力 低下と して，施工 から数 ヶ月から数 年，

数十年後の 緊張力 の R p t と岩級区分の関係について，火成岩，堆積 岩，

変成岩に分 けて述 べる．

2 . 4 . 1  火成岩

図 - 2 . 1 0 お よび 図 - 2 . 11 に火成岩の各 法面の岩級 区分に おける R p t と

経過時間の 関係を 示す．このうち，図 - 2 . 1 0 には 8 段階の 地質条件の う

ち， C H， C H～ C M， C M および C M～ C L 級を， 図 - 2 . 11 には C L， C L～ D，

D 級および土砂 の関係図を示 す．ま た， 表 - 2 . 8 に火成岩の結果に つい

てまとめた ものを 示す．

図 - 2 . 1 0 に示す C H， C H～ C M， C M およ び C M～ C L 級をみ ると， 5 年後

までの平均 R p t は 9 0 %～ 1 0 0 %が保た れ，岩級区分での明瞭な差は見 ら

れない． 2 0 年 後以 降も平均 R p t は， 9 0 %もしくは 8 5 %以上を示す． R p t

の最大値と 最小値 の差を見る と， 5 年 後までは小 さいが ， 2 5 年後もし

くは 3 5 年後におい ては， 1 0 年後までに比べて大きくな ることがわ か

る．これに 対して ，図 - 2 . 11 に示 す C L， C L～ D， D 級およ び土砂では ，

経過時間と ともに R p t が小さ くなる 傾向 が見られる ． 5 年 後 までは， D

級の平均 R p t は， 9 0 %～ 9 5 %で，最大値と最小値の差は 小さいもの の，

1 0 年後以降に なると，平均 R p t は全て の法面で 9 0 %を下 回り， C L， C L

～ D，D 級の順に小 さくなると ともに ，最大値と最小値の差が大きく な

る． 1 5 年～ 2 0 年後 においては， C L 級 の I - 2 0 法面で 平均 R p t が 8 4 %，

C L～ D 級の I - 1 8 法 面で 7 3 %， D 級の I - 1 2， I - 1 7， I - 1 9 法 面でそれぞ れ

7 0 %，  5 6 %， 7 5 %， 5 7 %を示し ，岩級 区 分の順に R p t が小さ くなる傾向

が見られる ．また ， 1 5 年～ 2 0 年後にお ける D 級の I - 1 2， I - 1 7， I - 1 9 法

面では，R p t の最小値が 4 0 %もしくは 3 0 %を下回 るもの が 見られ，最 大

値と最小値 の差も 大きい．特 に，  I - 2 1 法面の 土砂におい ては，約 1 0

年後の平均 R p t が 4 5 %， 3 7 %と，最も小さい値を示す．火成岩では ， D

級および土 砂にお いて，施工 から 1 0 年後には， R p t が 5 0 %を下回り ，
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表 - 1 . 1 に示す 残存緊 張力とアン カー健全度の目安 におい て，「対 策を実

施」と評価 される アンカーが 出現す る．

 本 研 究の 対 象と した 旧タ イ プアン カーは，火 成岩 の 3 法面（ I - 1 5，

I - 1 6， I - 2 2） のみで ある．これ らの法面のアンカ ーは， いずれも C M～

C L 級 に区分され，それぞれ施 工から 2 5 . 8 年， 2 6 . 9 年， 3 7 . 2 年後の R p t

である．これらは 図 - 2 . 1 0 にお いて右上 にプロット され，平 均で 8 5 %～

9 9 %と高い値を示し ，同じ C M～ C L 級に区分される新タイ プアンカー の

I - 11 法面の 1 3 . 0 年 後の平均 R p t（ 9 4 %）とほと んど差が見 られない ． I -

1 5，I - 1 6，I - 2 2 法面 では，湧水 や地下 水 が認められておらず，防食性能

の劣る旧タ イプア ンカーにあ っても ，  C M～ C L 級の比 較的良好な 地質

条件にある ため， 緊張力の大 きな低 下が生じず ，健全 性が保たれ てい

ると考えら れる．
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図 - 2 . 1 0 火 成 岩 の 経 過時 間と R p t の関 係（その 1）

図 - 2 . 11 火 成 岩 の 経過 時間 と R p t の関係（その 2）
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表 - 2 . 8 火 成 岩の 数 ヶ 月 から 数 十 年 後 の R p t

最大 平均 最小
最大

最小

差

変動
係数

CV Rpt

I-1 R-gr 181.4 181.4 CM～CL 2.5 LC 2 96 95 93 3 －

I-3 R-gr 850.0 850.0 CH 5.3 LC 3 97 92 87 10 0.048
CH～CM 5.3 LC 3 97 95 93 4 0.015

I-4 R-gr 335.1 335.1 CH 4.2 LC 7 102 98 93 9 0.029
I-5 R-gr 331.1 331.1 CH 4.3 LC 5 98 96 93 5 0.018
I-6 R-gr 174.1 174.1 CH 4.3 LC 3 99 98 98 1 0.006

CM 4.3 LC 2 99 99 98 1 －

I-7 R-gr 190.0 190.0 CH 4.3 LC 5 102 101 97 5 0.020
I-8 R-gr 650.1 650.1 CM～CL 4.6 LC 5 98 95 92 6 0.021
I-9 R-gr 514.8 514.8 D 3.9 LC 5 91 90 88 3 0.013

I-10 R-gr 766.8 766.8 D 4.9 LC 14 101 95 91 10 0.029
D 3.2 LC 5 97 95 88 9 0.038

I-11 R-gr 408.1 426.0 CM～CL 13.0 LOT 4 99 94 88 11 0.040
I-12 N-ry 367.8 367.8 D 12.2 LOT 5 84 74 66 18 0.079

324.7 324.7 17.0 LOT 8 88 70 38 50 0.214
I-14 R-gr 328.9 328.9 D 2.6 LC 5 99 94 89 10 0.037
I-15 R-gr 300.1 300.1 CM～CL 25.8 LOT 6 108 98 88 20 0.070
I-16 R-gr 94.1 94.1 CM～CL 26.9 LOT 5 103 91 73 30 0.120
I-17 N-ry 627.8 627.8 D 13.0 LOT 5 69 44 27 42 0.312

17.1 LOT 5 71 56 32 39 0.241
I-18 N-ry 653.3 653.3 CL～D 12.9 LOT 11 84 76 68 16 0.067

16.9 LOT 13 80 73 62 18 0.061
I-19 N-ry 469.7 469.7 D 15.8 LOT 5 87 75 70 17 0.083

20.5 LOT 5 82 57 27 55 0.342
I-20 N-ry 268.7 268.7 CL 11.0 LOT 5 94 84 76 18 0.097

15.9 LOT 5 99 84 62 37 0.155
I-21 N-ry 302.0 302.0 土砂 11.0 LOT 3 40 37 35 5 0.060

12.1 LOT 5 56 45 35 21 0.155
I-22 N-ry 264.8 264.8 CM～CL 37.2 LOT 6 97 85 75 22 0.086

R-Gr：領家帯花崗岩，　N-ry：濃飛流紋岩

T d：設計アンカー力，　P t：定着時緊張力

LC：荷重計による計測データ，　LOT：リフトオフ試験による計測データ

自由長部
岩級区分

経過
時間
（年）

計
測
種
別

計
測
数

残存率　Rpt(%)
法面
番号

地質
T d

 (kN)
P t

 (kN)
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2 . 4 . 2  堆積岩

図 - 2 . 1 2， 図 - 2 . 1 3 および 図 - 2 . 1 4 に 堆積岩の緊張力の R p t と経過時間

の関係を示 す．この うち，図 - 2 .  1 2 には 8 段階の地質条 件の うち，C H，

C H～ C M および C M 級を，図 - 2 .  1 3 には C M～ C L および C L 級 を，図 - 2 .  1 4

は C L～ D， D 級お よび土砂の関係図 を示す．ま た， 表 - 2 . 9 に堆積 岩の

結果につい てまと めたものを 示す．

図 - 2 .  1 2 に示す C H， C H～ C M および C M 級をみ ると， 2 0 年後の C H 級

の S - 1 2 法面に おい ては，平均 R p t が 1 0 6 %と， 1 0 0 %を上回っているも

のの，変動 を伺わ せる変状な どは確 認されてい ない． 本法面のア ンカ

ーは建設段 階にお いて，定着 具のセ ットロスや 鋼材の リラクセー ショ

ンを考慮し ，目標 とした定着 時緊張 力よりも高 めに定 着し，その 後に

大き な 緊 張力 の 低 下が 無 か っ たた め 1 0 0 %を 上 回っ て い ると 考 え られ

る． C H～ C M 級の 1 0 年～ 2 0 年 後の平 均 R p t は， おおむ ね 9 0 %以上が 保

たれている ． C M 級は， C H～ C M 級に比べてやや小さいもの， 1 0 年～ 2 0

年後の平均 R p t は 8 0 %～ 9 0 %で，最小 値でもおおむね 7 0 %以上を示す．

C H， C H～ C M， C M 級 では， 1 0 年後以降 において，緊張 力 低下が継続 す

る傾向が見 られな い．

図 - 2 . 1 3 に示 す C M～ C L およ び C L 級をみると， 5 年 後ま では R p t が

9 0 %程度を示すもの の，5 年後以降の R p t は，C H，C H～ C M お よび C M 級

に比べて小 さく， 最大値と最 小値の 差が大きく なる． 5 年～ 2 0 年後ま

での間では ，いず れも平均 で 5 7 %～ 7 4 %の範囲 を示し， 残存緊張力と

アンカー健 全度の 目安におい て， R p t が 5 0 %を下回り，「 対策を実施 」

と評価され るアン カーは，一 部の C M～ C L 級の法 面に見 られるのみ で

ある．

図 - 2 . 1 4 に示す C L～ D，D 級および土 砂を見ると ，経過時 間とともに

R p t が小さくなる傾 向が見られ る． 5 年後までは， 8 1 %～ 9 2 %の範囲を

示し， 1 0 年～ 2 0 年 後では，い ずれも R p t がさら に小さくな る傾向が見

られ，最大値と最小 値の差も大 きくなる．C L～ D，D 級および土砂では
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1 5 年後におい て，その半数が 残存緊 張力とアン カー健 全度の目安 にお

いて， R p t が 5 0 %を下回り，「 対策を 実施」と評価される アンカーに な

る．こ のように，C L～ D，D 級のような 風化が進行 した法 面では，1 0 年

後以降も緊 張力低 下が継続し ，最大 値と最小値 の差が 大きくなる 傾向

が見られる ．

図 - 2 . 1 2 堆 積 岩 の 経 過時 間と R p t の関 係（その 1）
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図 - 2 . 1 3 堆 積 岩 の 経 過時 間と R p t の関 係（その 2）

図 - 2 . 1 4 堆 積 岩 の 経 過時 間と R p t の関 係（その 3）
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表 - 2 . 9 堆 積 岩の 数 ヶ 月 から 数 十 年 後 の R p t

最大 平均 最小
最大
最小差

変動
係数

CV Rpt

S-1 Mi 475.4 497.5 CM～CL 0.5 LC 6 89 87 84 5 0.019
S-2 Mi 195.1 195.1 CM 10.0 LOT 7 100 83 70 30 0.127

275.1 275.1 15.0 LOT 6 91 79 72 19 0.107
833.5 833.5 19.9 LOT 6 95 79 69 26 0.120

CL 9.8 LOT 3 74 67 58 16 0.097
14.9 LOT 5 78 69 61 17 0.097
19.6 LOT 3 63 57 54 9 0.077

CL～D 10.2 LOT 5 78 73 67 11 0.066
15.3 LOT 5 76 68 62 14 0.078
20.1 LOT 3 80 74 70 10 0.059

D 10.5 LOT 5 91 80 74 17 0.066
15.5 LOT 3 71 64 60 11 0.073
20.2 LOT 7 64 53 37 27 0.167

S-3 Mi 440.0 440.0 CM～CL 9.8 LOT 17 84 72 50 34 0.134
～ ～ 15.4 LOT 54 86 62 42 44 0.188

880.6 880.6 18.4 LOT 4 82 68 56 26 0.164
20.5 LOT 9 90 63 42 48 0.215

CL～D 0.4 LC 4 96 92 87 9 0.040
D 9.8 LOT 7 77 70 53 24 0.104

15.4 LOT 32 78 50 5 73 0.376
18.3 LOT 7 69 39 8 61 0.423
20.4 LOT 4 71 56 39 32 0.258

土砂 0.4 LC 1 － 81 － － －

10.0 LOT 13 82 66 53 29 0.137
15.8 LOT 25 88 64 15 73 0.247
20.5 LOT 6 76 54 15 61 0.364

S-4 Mi 323.6 323.6 CL～D 15.0 LOT 28 87 65 23 64 0.257
804.1 804.1 18.8 LOT 28 83 64 23 60 0.205

S-5 Mi 639.9 639.9 D 0.6 LC 1 － 86 － － －

S-6 Mi 362.5 347.1 CM～CL 2.0 LC 1 － 91 － － －

S-7 Mi 159.2 152.2 D 1.8 LC 1 － 89 － － －

S-9 Sh 528.9 528.9 CM～CL 3.8 LOT 5 98 92 88 10 0.037
S-10 Sh 617.1 615.2 CM～CL 5.4 LOT 5 89 58 33 56 0.412
S-11 Ya 940.0 897.5 CM 0.2 LC 6 99 98 97 2 0.007
S-12 Mi 198.0 198.0 CH 21.2 LOT 11 114 106 90 24 0.062
S-13 Mi 266.7 266.7 CM 10.9 LOT 5 96 85 75 21 0.080

16.0 LOT 4 92 82 67 25 0.116
19.7 LOT 4 104 93 79 25 0.100

S-14 Mi 316.0 316.0 CM 16.4 LOT 4 90 79 70 20 0.094
21.5 LOT 4 90 83 74 16 0.073

S-15 Mi 449.1 449.1 CM～CL 9.1 LOT 11 78 69 60 18 0.091
505.0 505.0 14.7 LOT 12 93 69 57 36 0.127

19.9 LOT 12 79 66 47 32 0.128
S-16 Mi 414.8 414.8 CM～CL 9.1 LOT 12 92 72 47 45 0.155

14.3 LOT 10 80 69 60 20 0.082
19.5 LOT 10 78 74 66 12 0.042

S-17 Mi 256.9 256.9 CH～CM 9.4 LOT 9 110 96 75 35 0.123
15.3 LOT 5 99 95 89 10 0.038
18.4 LOT 5 99 90 76 23 0.089

S-18 Mi 337.7 337.7 CL 10.0 LOT 2 62 62 61 1 －

CL～D 15.0 LOT 3 64 49 32 32 0.262
19.9 LOT 4 69 56 32 37 0.252

S-19 Mi 205.9 205.9 CM～CL 17.5 LOT 54 99 66 18 81 0.314
331.5 331.5 CL～D 18.4 LOT 8 76 42 9 67 0.763
732.6 732.6 D 17.3 LOT 15 54 37 26 28 0.166

T d：設計アンカー力，　P t：定着時緊張力

LC：荷重計による計測データ，　LOT：リフトオフ試験による計測データ

残存率　Rpt(%)

Mi：美濃帯砂岩・頁岩，Sh：四万十累層砂岩・頁岩，Ya：野洲川層群砂岩・頁岩

P t

 (kN)
自由長部
岩級区分

経過
時間
（年）

計
測
種
別

計
測
数

法面
番号

地質
T d

 (kN)
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2 . 4 . 3  変成岩

図 - 2 . 1 5 および 図 - 2 . 1 6 に 変成岩の緊 張力の R p t と 経過 時間の関係 を

示す．このうち，図 - 2 .  1 5 には 8 段階の 地質条件の うち， C H～ C M， C M

および C M～ C L 級を ，図 - 2 .  1 6 には C L～ D，D 級および土砂 の関係図を

示す．また ， 表 - 2 .  1 0 に変成岩の 結果 についてま とめた ものを示す．

図 - 2 .  1 5 に示す C H～ C M， C M， C M～ C L 級を 見ると， 5 年 後までは，

平均 R p t はおお むね 9 0 %以上が 保たれる ． 5 年～ 1 5 年後で は， C H～ C M

級の M - 7 法面， C M～ C L 級の M - 5 法面 で 9 0 %を下回るものの，最大 値

と最小値の 差は小 さい．

図 - 2 .  1 6 に 示す C L～ D，D 級および土 砂を見ると ，C H～ C M，C M およ

び C M～ C L 級と比べ て，時間の経過と と もに R p t が小さく，最大値と最

小値の差が 大きく なる傾向が 見られ る． 5 年後 までの 土砂を見る と，

M - 3 法面の 0 . 1 年 後（約 4 0 日後）の平 均 R p t は 6 8 %に ，M - 6 法面の 3 . 2  

年後の平均 R p t は，6 5 %にまで小さくな り，最大 値と最小値 の差は大き

い．M - 7 法面の C L～ D， D 級において も 5 年後において 6 0％～ 5 0％程

度にまで小 さくな り，最大値 と最小 値の差も大 きくな っている． 5 年

～ 2 0 年後を見 ると ，C L～ D 級よりも D 級で R p t が小さい 傾向が見られ

る．特に， D 級の M - 7 および M - 1 0 法 面では， 1 5 年後に おいて R p t の

最小値が 3 0 %を下 回っている．変 成岩 の D 級は，火成岩，堆積 岩と同

様に，施工 から 1 0 年もしくは 1 5 年が経過すると， R p t が 5 0 %を下回

り，残存緊 張力と ア ンカー健全度の目 安において ，「対策を実施」と評

価されるア ンカー が出現する ．

M - 7 法面に おいて は， 5 . 7 年および 1 4 . 2 年後にリ フトオフ試験によ

る残存引張 り力の 測定を行っ た．そ の結果， C H～ C M 級 では， 5 . 7 年お

よび 1 4 . 2 年後の いずれにおい ても平均 R p t は 8 7 %を示す のに対し， C L

～ D 級では，平均 R p t が 5 . 7 年後で 6 1 %，D 級では 5 4 %，1 4 . 2 年後にお

いては，そ れぞれ 5 6 %， 3 8 %を示して おり， C L～ D， D 級 では， 5 . 7 年

後と 1 4 . 2 年後の 8 . 5 年の間に緊張 力が さらに低下 した結 果が得られ
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図 - 2 . 1 5 変 成 岩 の 経 過時 間と R p t の関 係（その 1）

図 - 2 .  1 6 変 成 岩 の 経過 時 間と R p t の関係（その 2）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

0 5 10 15 20 25 30

M-4，CM
100%

R p
t（

%
）

経過時間（年）

M-5，
CM～CL
89%

M-4，CH～CM
99%

M-7，
CH～CM
87%

M-7，CH～CM
87%

M-1，CM～CL
97% 変成岩

岩級区分

：CH～CM

：CM

：CM～CL

最大値

最小値

法面番号

岩級区分

平均 Rpt

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

0 5 10 15 20 25 30

R p
t（

%
）

経過時間（年）

-58-

／ 
／ 

¥1,/ レ
oI:i:. 

~ 

/> |•~ ◆ 

.~ 

f 
． 
◇ 

◇ 

M-1. C ~D 
変成岩

94% 

I .• 
t 1, M-2, D 

I 81% 

!1 11 M-6, • M-2, D 
CL~D . 84% 

:I 
,.。 ... 、一 ;M-',D 

< 64~ 
• . • M-8, C / . 

1 > M-7, C1,~I ~o 

ぐヽ 61% 66% 

＼ . ¥ IO M-7, D 
◇ M-7, CL~D .. 56% 

J 4  O 響

＜＞ M-1( M-3, M-6, D 

土砂 土砂 48% 

68% 65% ＜） M-7, D 
' .. 

38% 

... 
最大伯 岩級区分f沈面番け ◇ C1-D 

岩級区分 ◇ D 

平均馬 ◆ 十砂

最小値



た．この結果 から，アンカーの 緊張力 低下は，C L～ D，D 級のような 背

面の地盤の 風化が 進行してい る場合 ，施工から 1 0 年 ～ 1 5 年後の 長期

にわたって 継続す ることが考 えられ る．

表 - 2 . 1 0 変 成 岩 の 数 ヶ月 から 数 十年 後の R p t

最大 平均 最小
最大

最小差

変動
係数

CV Rpt

M-1 Sa 639.7 447.8 CM～CL 1.7 LC 3 97 97 96 1 0.005

CL～D 1.9 LC 6 95 94 94 1 0.005

M-2 Sa 242.7 194.0 D 3.1 LOT 14 103 81 63 40 0.133

D 10.1 LOT 3 88 84 75 13 0.070

M-3 Sa 686.4 483.9 土砂 0.1 LC 2 71 68 66 5 －

M-4 Ryo 201.0 210.0 CH～CM 2.5 LC 5 102 99 95 7 0.033

CM 3.5 LC 4 107 100 97 10 0.042

M-5 Ryo 872.8 920.4 CM～CL 4.7 LC 24 95 89 81 14 0.039

M-6 Ryo 795.4 830.1 CL～D 3.0 LC 4 84 72 67 17 0.095

土砂 3.2 LC 6 77 65 52 25 0.123

M-7 Sa 286.0 286.0 CH～CM 5.7 LOT 5 93 87 77 16 0.060

14.2 LOT 1 － 87 － － －

CL～D 5.7 LOT 11 70 61 53 17 0.108

14.2 LOT 2 57 56 56 1 －

D 5.6 LOT 11 71 54 33 38 0.237

14.2 LOT 2 50 38 26 24 －

M-8 Sa 362.3 362.3 CL～D 11.7 LOT 5 77 66 52 25 0.122

M-9 Sa 219.6 219.6 D 21.6 LOT 5 76 64 36 40 0.252

M-10 Sa 291.6 291.6 D 22.6 LOT 5 66 48 24 42 0.323

Sa：三波川変成帯結晶片岩，　Ry：領家変成岩片麻岩

T d：設計アンカー力，　P t：定着時緊張力

LC：荷重計による計測データ，　LOT：リフトオフ試験による計測データ

計
測
種
別

計
測
数

残存率　Rpt(%)
T d

 (kN)
P t

 (kN)
自由長部
岩級区分

経過
時間
（年）

法面
番号

地質
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2 . 4 . 4  岩種による長期的な低下量の比較

 長 期 的な R p t に ついて，火 成岩， 堆積岩および変成 岩の岩種に よる

比較を行っ てみる ． R p t の比較 におい ては， 3 0 日後 の各岩種の比較と

同様に，地 質条件 を a から e の 5 段階に区分し，経過時間 は， 3 0 日以

降の数ヶ月 ～ 5 年後 まで，5 年～ 1 5 年後 ，1 5 年～ 2 5 年後の 3 期間で比

較を行った．表 - 2 . 11 に火成岩，堆 積岩 ，変成岩の各 岩種の区分 a から

e におけるデ ータ数 と，平均 R p t，最大値と最小値の差および変動係 数

（ CV R p t）を ，図 - 2 . 1 7 から 図 - 2 . 1 9 に 各岩種の岩級区分と 3 期間の平均

R p t の 関係， 図 - 2 . 2 0 から図 - 2 . 2 2 に各 岩種の岩級区分と 3 期間の最大

値と最小値 の差と 変動係数の 関係を 示す．

表 - 2 .  11  経 過 時 間 と 岩種 別の 平 均 R p t・最大最小 差・変 動係数

N 平均

Rpt(%)
最大
最小差

変動係数

CV Rpt
N 平均

Rpt(%)
最大
最小差

変動係数

CV Rpt
N 平均

Rpt(%)
最大
最小差

変動係数

CV Rpt

a 22 98 10 0.028 0 － － － 0 － － －

b 0 － － － 6 98 2 0.007 9 100 12 0.038

c 7 95 6 0.019 12 89 14 0.040 27 90 16 0.045

d 29 94 14 0.038 6 90 10 0.041 24 83 39 0.137

e 0 － － － 1 81 － － 8 66 26 0.109

58 － － 25 － － 68 － － －

a 3 92 11 0.048 0 － － － 0 － － －

b 3 95 3 0.014 21 89 40 0.135 6 87 15 0.054

c 7 89 32 0.092 69 69 61 0.156 0 － － －

d 21 68 57 0.230 17 74 38 0.102 34 60 61 0.227

e 8 42 21 0.164 13 66 29 0.137 0 － － －

42 － － － 120 － － － 40 － － －

a 0 － － － 11 106 24 0.062 0 － － －

b 0 － － － 38 85 38 0.119 0 － － －

c 22 90 46 0.126 146 65 81 0.240 0 － － －

d 31 68 61 0.204 147 55 82 0.347 10 56 52 0.314

e 0 － － － 31 62 73 0.276 0 － － －

53 － － － 373 － － － 10 － － －

a：CH，b：CH～CM,CM，c：CM～CL,CL，d：CL～D,D，e：土砂

N：データ数

5年
まで

区
分

経過
時間

火成岩 堆積岩 変成岩

5年
～

15年

15年
～

25年

計

計

計
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また，各岩種の数ヶ 月～ 5 年後まで， 5 年～ 1 5 年後， 1 5 年 ～ 2 5 年後

の 3 期間における ，区分 a から e の平均 R p t について， 図 - 2 . 9 に示す

流れにより 分散分 析（ F 検定 ）なら びに平均値の 差の検 定（ t 検定）を

行った． F 検定および t 検定の有 意水準は，両側 5 %とした ．

まず， 図 - 2 .  1 7 に示す各岩種 の岩級区分と 5 年後まで の R p t の関係

を見てみる ．いず れの岩種と も 5 年 後までの R p t は，区 分 a から e へ

と，岩級区 分の順 に小さくな る．区 分 a および b では ，いずれの岩種

においても R p t は 1 0 0 %に近い 値を示 す．区分 c では，火成 岩は 9 5 %を

示すものの ，堆積 岩および変 成岩で は 9 0 %を下回 る．区分 d では，火

成岩で 9 4 %，堆 積 岩で 9 0 %，変成 岩で 8 3 %を 示す．区 分 e では，堆積

岩で 8 1 %，変成 岩 で 6 6 %となる． このように岩 種毎に みると，火成岩

では，区分 a から d におい て R p t が 9 0 %以上を示し，緊張 力は大きく

低下しない が，堆 積岩では区分 d で 9 0 %，変成岩では 8 3 %と，低下量

が大きくな る傾向 が見られる ．

図 - 2 . 1 8 に示す 5 年～ 1 5 年後の R p t の関係においても，区分 a から e

へ と 岩 級 区 分 の 順 に 小 さ く な る 傾 向 が 見 ら れ る ． 火 成 岩 の 区 分 a は

9 2 %と， 5 年後 までに比べて 6 %小さい 値となる． 区分 b では火成岩 ，

堆積岩，変成岩で，それぞれ 9 5 %， 8 9 %， 8 7 %を 示し ，堆積 岩および変

成岩におい ては，5 年後までに 比べて，1 0 %程度低 下する 傾 向を示す．

区分 c の火成岩は 8 9 %を示す が，堆 積岩は 6 9 %と小 さな 値を示す．区

分 d では，火成 岩，堆積岩，変成岩で，それぞれ 6 8 %， 7 4 %， 6 0 %と，

8 0 %を下回り，さら に e では，火成岩 で 4 2 %，堆積 岩で 6 6 %と低い 値

を示す．

図 - 2 .  1 9 に示す 1 5 年～ 2 5 年後では，区分 a の堆積岩の S - 1 2 法面に

おいて 1 0 6 %を 示し ている． S - 1 2 法面では，変動を伺わ せる法面変 状

などは確認 されて おらず，建 設段階 において， 定着具 のセットロ スや

鋼材のリラ クセー ションを考 慮し， 目標とした 定着時 緊張力より も高

めに 定 着 し， そ の 後に 大 き な 緊張 力 の 低下 が 無 か っ た た め 1 0 0 %を上
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回っている と考え られる．区分 b の堆積岩では 8 5 %を 示し， 5 年～ 1 5

年後の 8 9 %に 比べ て， 4 %低 下して いる．区分 c では， 火成岩で 9 0 %，

堆積岩で 6 5 %を示 す．区分 d では， 火成岩で 6 8 %と， 5 年～ 1 5 年後と

変化がない が，堆 積岩で 5 5 %，変 成 岩で 5 6 %と， 5 年～ 1 5 年後に比べ

て，それぞれ 1 9 %， 4 %低下し ている．区分 e の堆積岩に おいては 6 2 %

を示し， 5 年～ 1 5 年後に比べ て， 4 %低下してい る．

 次 に ，経 過 時間 に よ る R p t の最大 値と最小値の差 と変動 係数（ CV R p t）

の関係を見 てみる ．図 - 2 . 2 0 から図 - 2 . 2 2 に示 す 5 年後ま で， 5 年 ～ 1 5

年後まで，1 5 年 ～ 2 5 年後の R p t の最大 値と最小値 の差と 変動係数の関

係では，両 者に正の 関係が見ら れる．  5 年後まで， 5 年～ 1 5 年後， 1 5

年～ 2 5 年後の 3 期 間を比較す ると，最大値と最小値の 差および CV R p t

のどちらも ，時間 の経過とと もに大 きくなるこ とがわ かる．特に ，区

分 c， d， e におい てその傾向 が顕著 である． 5 年～ 1 5 年後の火成 岩お

よび堆積岩 におけ る区分 d と e を比較すると， e で の最大値と最小 値

の差および CV R p t が 小さくなっ ている．これは，区分 e は背面の地 盤

が一様に風 化して 土砂化し， 緊張力 低下が大き く，最 大値と最小 値の

差が小さく なるた めと考えら れる ．1 5 年後～ 2 5 年後に おいては，特に

区分 c，d，e が最大 値と最小値 の差，CV R p t ともに 高い領 域 にプロット

され，これ は，風 化が進んだ 法面で は，時間の 経過と ともに緊張 力が

低下し，同 一の法 面において も個々 のアンカー の低下 量が不均一 にな

ることで， 最大値 と最小値の 差が大 きくなるた めと考 えられる．

このように ，岩種 お よび岩級区分と R p t の比較， R p t の最大 値と最小

値の差と変 動係数（ CV R p t）の関 係につ いての検討 を行った結果，アン

カーの緊張 力低下 は，5 年後以 降も継 続し，C L～ D，C L，D 級および土

砂で大きく なる．ま た，緊張力低 下は，1 5 年～ 2 5 年後に おいては，落

ち着きを見 せなが らも，CV R p t が大き くなる傾向 が見ら れる．岩 種毎の

長期的な緊 張力低 下は，総じ て見る と，火成岩 に比べ て堆積岩と 変成

岩で大きい 傾向が あり， 5 年～ 1 0 年後においては，火成岩の場合， D
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級および土 砂，堆積 岩の場合 ，C L～ D，D 級および土砂に 施 工されたア

ンカーで，残存緊 張力とアンカ ー健全度の目安に おいて ，「対策を実 施」

と評価され るアン カーが出現 し， 1 5 年～ 2 5 年 後におい ては，さらに

R p t が 5 0 %を下 回る ものが増加する．変成岩の長期的な緊張力低下につ

いては， 1 5 年～ 2 5 年後のデー タが少 ないものの ， D 級の平均 R p t は

5 0 %を下 回 り ，堆 積 岩 と類 似し た 傾 向 が 見 ら れ る こ とか ら， 変成 岩 は

堆積岩と同 様の長 期的な低下 傾向を 示すと考え られる ．

 次 に ，3 期間の R p t の平 均値の 各組み合わせにお ける t 検 定の結果に

ついて見て みる．表 - 2 . 11 から 表 - 2 . 1 3 に ，5 年後まで ，5 年～ 1 5 年後，

1 5 年～ 2 5 年後の平 均 R p t の各組 み合わ せによる t 検 定の 結果を示す ．

3 期間と も全体に， 地質条件の 良い a もしくは b と，地 質条件の悪 い

d， e との間で有意 な差がある 傾向が見られる．

表 - 2 . 11 に示す数ヶ月～ 5 年後までは ，各岩種の区 分の組 み合わせの

多くで有意 な差が ある結果が 得られ た．地質条 件の良 い 方から見ると，

火成岩の区 分 a と 堆積岩およ び変成 岩の b では ，平 均 R p t に有意 な差

がない結果 が見ら れた． 5 年後 までの データでは ，火成 岩の a の平均

R p t は 9 8 %，最大 値と最小値の差は 1 0 %であり， 堆積岩の 9 8 %お よび

2 %，変成岩の 1 0 0 %および 1 2 %と，いず れも緊張力 低下が 小さく R p t の

示す範囲が 類似し ているため と考え られる．各 岩種の 区分 a および b

と，区 分 c， d およ び e の間では ，有意な差がある結果が多く見られ

た．これに 対し火 成岩の c と d に有 意な差が見られな い結果とな った

のは，平均 R p t はそ れぞれ 9 5 %，9 4 %，最大値と最 小値の 差は 6 %と 1 4 %

であり，火 成岩の 区分 d の R p t の範囲 が広く火成 岩 の c の範囲に重 な

るためと考 えられ る．堆積岩 の c と 変成岩の c は，平 均 R p t はそ れぞ

れ 8 9 %， 9 0 %，最大 値と最小値 の差は 1 4 %， 1 6 %で あり，両者の R p t の

範囲が重な るため と考えられ る．堆 積岩および 変成岩 の区分 c と堆積

岩 d に有意 な差が 見られない のは，堆積岩の c と d，変 成岩の c の平

均 R p t はそれぞれ 8 9 %，9 0 %，9 0 %，最 大値と最小値 の差は 1 4 %，1 0 %，
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1 6 %と，それらが示 す範囲が重 なって いるためと 考えら れる．

表 - 2 . 1 2 に示す 5 年～ 1 5 年後では ，各 岩種の区分 の組み合わせの多

くで有意な 差があ る結果が得 られた ．地質条件 の良い 方から見る と，

火成岩の区 分 a と 各岩種の b，火成 岩の c で は有意 な差 がない結果 と

なった．火 成岩の a の平均 R p t は 9 2 %とやや小さ く，最 大値と最小 値

の差が 11 %と大きい こと，堆積 岩および 変成岩の b の平均 R p t は 8 9 %，

8 7 %を示し，最大値 と最小値の 差は 4 0 %，1 5 %と幅広い範囲を示すた め

と考えられ る．火 成岩の a と ，堆積 岩の c なら びに各 岩種の c お よび

d の平均 R p t に は有 意な差があ る結果 となった． 各岩種の区分 b と火

成岩の c に有意 な差がないのは ，火成 岩 の c の平均 R p t は 8 9 %であり，

各岩種の b の 8 7 %～ 9 5 %と類似し，最 大値と最小 値の差 は 3 2 %と 幅広

い範囲を示 すため と考えられ る．堆 積岩の c と，火成 岩および堆積岩

の d に有意な差が ないのは， 堆積岩の c の平均 R p t は 6 9 %，最大 値と

最小値の差 は 6 1 %を示し，火 成岩お よび堆積岩 の d の平均 R p t は それ

ぞれ 6 8 %， 7 4 %，最 大値と最小値の差 は 5 7 %， 3 8 %を示 す ．堆積岩の c

の R p t の示す範囲 が広いため ，有意 な差がない 結果と なったと考 えら

れる．これ は，火 成岩の d と堆 積岩 の d お よび e，変成 岩の d と堆積

岩の e の間でも 有意な差がな いのは ，平均 R p t が似た値を示すことに

加えて，ど ちらか 一方もしく は，ど ちらとも最 大値と 最小値の差 が大

きいためと 考えら れる．

表 - 2 . 1 3 に示す 1 5 年 ～ 2 5 年後では 特に ，堆積岩と変成岩の 地質条件

が悪い区分 c， d， e の組み合わ せにお いて，平均 R p t に有 意な差がな

い結果が見 られた ．これは， 堆積岩 と変成岩が 類似し た緊張力低 下と

R p t のばらつきを示し，施工から 1 5 年 ～ 2 5 年後も緊 張力 低下は継続 し

ており，最 大値と 最小値の差 が広が っていくこ とで R p t の示す範囲が

幅広くなり ，有意 な差がない 結果を 示すと考え られる ．また，火 成岩

の c と堆 積岩の b， 火成岩の d と堆積 岩の c の 異なる区分において 有

意な差がな い結果 が得られた ．火成 岩では，堆 積岩， 変成岩に比 べて
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地質条件が 悪くて も緊張力低 下が小 さく，堆積 岩およ び変成岩の 地質

条件と比べ 1 段階 良い区分と 類似し た R p t を示すためと考えられる．

図 - 2 . 1 7 各 岩 種の 岩級 区 分と 5 年後 までの R p t の関係

図 - 2 . 1 8 各 岩 種 の 岩級 区 分と 5 から 1 5 年後の R p t の関係
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図 - 2 . 1 9 各 岩 種 の 岩 級区 分と 1 5 から 2 5 年後の R p t の関係

図 - 2 . 2 0 5 年後 までの R p t の 最大最 小差 と変動係数 の関係
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図 - 2 . 2 1 5 から 1 5 年後の R p t の最 大最 小差と変動 係数の関係

図 - 2 . 2 2 1 5 から 2 5 年後の R p t の最 大最小差と変動係数の関係
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表 - 2 . 11 5 年 後まで の平均 R p t の有 意差検定（ t 検 定）の結 果

岩種 火成岩 堆積岩 変成岩 火成岩 堆積岩 変成岩 火成岩 堆積岩 変成岩 火成岩 堆積岩 変成岩 火成岩 堆積岩 変成岩

N 22 0 0 0 6 9 7 12 27 29 6 24 0 1 8

火

成

岩

22 － － －

不等分散
t (26)＝0.48
p＝0.639
有意差なし

等分散
t (29)＝-1.13
p＝0.267
有意差なし

等分散
t (27)＝3.19
p＝0.004
有意差あり

等分散
t (32)＝8.16
p＝2.5E-9
有意差あり

等分散
t (47)＝8.31
p＝8.7E-11
有意差あり

等分散
t (49)＝4.50
p＝3.4E-5
有意差あり

等分散
t (26)＝5.52
p＝8.6E-6
有意差あり

不等分散
t (26)＝6.32
p＝1.1E-6
有意差あり

－ －

不等分散
t (8)＝11.32
p＝2.5E-6
有意差あり

堆

積

岩

0 － － － － － － － － － － － － － －

変

成

岩

0 － － － － － － － － － － － － － －

火

成

岩

0 － － － － － － － － － － － － － －

堆

積

岩

6

不等分散
t (26)＝0.48
p＝0.639
有意差なし

－ － －

不等分散
t (9)＝ -1.23
p＝0.235
有意差なし

不等分散
t (8)＝4.22
p＝0.003
有意差あり

不等分散
t (13)＝7.98
p＝2.3E-6
有意差あり

不等分散
t (31)＝9.76
p＝5.7E-11
有意差あり

不等分散
t (33)＝5.37
p＝6.2E-6
有意差あり

不等分散
t (5)＝4.45
p＝0.007
有意差あり

不等分散
t (24)＝6.33
p＝1.5E-6
有意差あり

－ －

不等分散
t (7)＝11.88
p＝6.8E-6
有意差あり

変

成

岩

9

等分散
t (29)＝ -1.13
p＝0.267
有意差なし

－ － －

不等分散
t (9)＝ -1.23
p＝0.235
有意差なし

等分散
t (14)＝3.06
p＝0.008
有意差あり

等分散
t (19)＝6.28
p＝5.1E-6
有意差あり

等分散
t (34)＝6.34
p＝3.0E-7
有意差あり

等分散
t (36)＝4.00
p＝2.9E-4
有意差あり

等分散
t (13)＝4.36
p＝7.7E-4
有意差あり

不等分散
t (31)＝6.20
p＝6.9E-9
有意差あり

－ －

等分散
t (15)＝11.72
p＝5.9E-9
有意差あり

火

成

岩
7

等分散
t (27)＝3.19
p＝0.004
有意差あり

－ － －

不等分散
t (8)＝4.22
p＝0.003
有意差あり

等分散
t (14)＝3.06
p＝0.008
有意差あり

等分散
t (17)＝3.66
p＝0.002
有意差あり

等分散
t (32)＝3.07
p＝0.004
有意差あり

等分散
t (34)＝0.43
p＝0.672
有意差なし

等分散
t (11)＝2.44
p＝0.033
有意差あり

不等分散
t (27)＝4.76
p＝5.7E-5
有意差あり

－ －

不等分散
t (8)＝10.36
p＝6.5E-6
有意差あり

堆

積

岩
12

等分散
t (32)＝8.16
p＝2.5E-9
有意差あり

－ － －

不等分散
t (13)＝7.98
p＝2.3E-6
有意差あり

等分散
t (19)＝6.28
p＝5.1E-6
有意差あり

等分散
t (17)＝3.66
p＝0.002
有意差あり

等分散
t (37)＝ -0.43
p＝0.669
有意差なし

等分散
t (39)＝ -3.98
p＝2.9E-4
有意差あり

等分散
t (16)＝-0.73
p＝0.479
有意差なし

不等分散
t (31)＝2.40
p＝0.023
有意差あり

－ －

不等分散
t (9)＝8.06
p＝2.1E-5
有意差あり

変

成

岩
27

等分散
t (47)＝8.31
p＝8.7E-11
有意差あり

－ － －

不等分散
t (31)＝9.76
p＝5.7E-11
有意差あり

等分散
t (34)＝6.34
p＝3.0E-7
有意差あり

等分散
t (32)＝3.07
p＝0.004
有意差あり

等分散
t (37)＝-0.43
p＝0.669
有意差なし

等分散
t (54)＝ -4.22
p＝9.4E-5
有意差あり

等分散
t (31)＝-0.42
p＝0.675
有意差なし

不等分散
t (28)＝2.73
p＝0.011
有意差あり

－ －

不等分散
t (8)＝8.53
p＝2.7E-5
有意差あり

火

成

岩
29

等分散
t (49)＝4.50
p＝3.4E-5
有意差あり

－ － －

不等分散
t (33)＝5.37
p＝6.2E-6
有意差あり

等分散
t (36)＝4.00
p＝2.9E-4
有意差あり

等分散
t (34)＝0.43
p＝0.672
有意差なし

等分散
t (39)＝-3.98
p＝2.9E-4
有意差あり

等分散
t (54)＝ -4.22
p＝9.4E-5
有意差あり

等分散
t (33)＝2.17
p＝0.037
有意差あり

不等分散
t (27)＝4.55
p＝10E-4
有意差あり

－ －

不等分散
t (8)＝10.20
p＝7.3E-6
有意差あり

堆

積

岩
6

等分散
t (26)＝5.52
p＝8.6E-6
有意差あり

－ － －

不等分散
t (5)＝4.45
p＝0.007
有意差あり

等分散
t (13)＝4.36
p＝7.7E-4
有意差あり

等分散
t (11)＝2.44
p＝0.033
有意差あり

等分散
t (16)＝-0.73
p＝0.479
有意差なし

等分散
t (31)＝ -0.42
p＝0.675
有意差なし

等分散
t (33)＝2.17
p＝0.037
有意差あり

不等分散
t (24)＝2.34
p＝0.014
有意差あり

－ －

等分散
t (12)＝7.19
p＝1.1E-5
有意差あり

変

成

岩
24

不等分散
t (26)＝6.32
p＝1.1E-6
有意差あり

－ － －

不等分散
t (24)＝6.33
p＝1.5E-6
有意差あり

不等分散
t (31)＝6.20
p＝6.9E-9
有意差あり

不等分散
t (27)＝4.76
p＝5.7E-5
有意差あり

不等分散
t (31)＝2.40
p＝0.023
有意差あり

不等分散
t (28)＝2.73
p＝0.011
有意差あり

不等分散
t (27)＝4.55
p＝10E-4
有意差あり

不等分散
t (24)＝2.34
p＝0.014
有意差あり

－ －

等分散
t (30)＝3.91
p＝4.9E-4
有意差あり

火

成

岩
0 － － － － － － － － － － － － － －

堆

積

岩
1 － － － － － － － － － － － － － －

変

成

岩
8

不等分散
t (8)＝11.32
p＝2.5E-6
有意差あり

－ － －

不等分散
t (7)＝11.88
p＝6.8E-6
有意差あり

等分散
t (15)＝11.72
p＝5.9E-9
有意差あり

不等分散
t (8)＝10.36
p＝6.5E-6
有意差あり

不等分散
t (9)＝8.06
p＝2.1E-5
有意差あり

不等分散
t (8)＝8.53
p＝2.7E-5
有意差あり

不等分散
t (8)＝10.20
p＝7.3E-6
有意差あり

等分散
t (12)＝7.19
p＝1.1E-5
有意差あり

等分散
t (30)＝3.91
p＝4.9E-4
有意差あり

－ －

a：CH，b：CH～CM,CM，c：CM～CL,CL，d：CL～D,D，e：土砂，N：データ数

等分散：2つのグループの分散の検定（F検定）においてp≧0.05となり，分散が等しいと見なしたもの

不等分散：2つのグループの分散の検定（F検定）においてp＜0.05となり，分散が等しくないと見なしたもの

t (df )：t値，df：自由度，p：p値（外側確立）

e区分 a b c d

a

b

c

d

e
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表 - 2 . 1 2 5 年～ 1 5 年後の平均 R p t の有意差検定（ t 検定） 結果

岩種 火成岩 堆積岩 変成岩 火成岩 堆積岩 変成岩 火成岩 堆積岩 変成岩 火成岩 堆積岩 変成岩 火成岩 堆積岩 変成岩

N 3 0 0 3 21 6 7 69 0 21 17 34 8 13 0

火

成

岩

3 － －

等分散
t (4)＝-1.06
p＝0.349
有意差なし

等分散
t (22)＝0.38
p＝0.705
有意差なし

等分散
t (7)＝1.39
p＝0.208
有意差なし

等分散
t (10)＝0.60
p＝0.564
有意差なし

等分散
t (78)＝3.58
p＝0.001
有意差あり

－

等分散
t (22)＝2.50
p＝0.020
有意差あり

等分散
t (18)＝3.87
p＝0.001
有意差あり

等分散
t (35)＝3.98
p＝3.4E-4
有意差あり

等分散
t (9)＝10.75
p＝2.0E-6
有意差あり

等分散
t (14)＝4.44
p＝0.001
有意差あり

－

堆

積

岩

0 － － － － － － － － － － － － － －

変

成

岩

0 － － － － － － － － － － － － － －

火

成

岩

3
等分散

t (4)＝ -1.06
p＝0.349
有意差なし

－ －

不等分散
t (22)＝2.18
p＝0.040
有意差あり

等分散
t (7)＝2.71
p＝0.030
有意差あり

等分散
t (10)＝1.29
p＝0.227
有意差なし

不等分散
t (13)＝16.57
p＝4.0E-10
有意差あり

－

不等分散
t (22)＝7.48
p＝1.8E-7
有意差あり

等分散
t (18)＝4.73
p＝1.7E-4
有意差あり

不等分散
t (31)＝13.93
p＝6.9E-15
有意差あり

等分散
t (9)＝12.24
p＝6.5E-9
有意差あり

等分散
t (14)＝5.17
p＝1.5E-4
有意差あり

－

堆

積

岩

21

等分散
t (22)＝0.38
p＝0.705
有意差なし

－ －

不等分散
t (22)＝2.18
p＝0.040
有意差あり

等分散
t (25)＝0.44
p＝0.662
有意差なし

等分散
t (28)＝0.09
p＝0.931
有意差なし

不等分散
t (96)＝7.22
p＝1.2E-10
有意差あり

－

等分散
t (40)＝4.75
p＝2.6E-5
有意差あり

等分散
t (36)＝4.47
p＝7.5E-5
有意差あり

等分散
t (53)＝7.98
p＝1.2E-10
有意差あり

等分散
t (27)＝10.16
p＝1.0E-10
有意差あり

等分散
t (32)＝5.68
p＝2.7E-6
有意差あり

－

変

成

岩

6

等分散
t (7)＝1.39
p＝0.208
有意差なし

－ －

等分散
t (7)＝2.71
p＝0.030
有意差あり

等分散
t (25)＝0.44
p＝0.662
有意差なし

等分散
t (13)＝-0.48
p＝0.636
有意差なし

等分散
t (81)＝3.91
p＝1.9E-4
有意差あり

－

不等分散
t (24)＝4.56
p＝1.3E-4
有意差あり

等分散
t (21)＝3.82
p＝0.001
有意差あり

不等分散
t (20)＝8.53
p＝4.3E-8
有意差あり

等分散
t (12)＝12.88
p＝2.2E-8
有意差あり

等分散
t (17)＝4.91
p＝1.3E-4
有意差あり

－

火

成

岩

7
等分散

t (10)＝0.60
p＝0.564
有意差なし

－ －

等分散
t (10)＝1.29
p＝0.227
有意差なし

等分散
t (28)＝0.09
p＝0.931
有意差なし

等分散
t (13)＝-0.48
p＝0.636
有意差なし

等分散
t (84)＝5.18
p＝1.5E-6
有意差あり

－

等分散
t (28)＝3.60
p＝0.001
有意差あり

等分散
t (24)＝4.52
p＝1.4E-4
有意差あり

等分散
t (41)＝5.97
p＝4.7E-7
有意差あり

等分散
t (15)＝12.06
p＝4.1E-9
有意差あり

等分散
t (20)＝5.64
p＝1.6E-5
有意差あり

－

堆

積

岩

69
等分散

t (78)＝3.58
p＝0.001
有意差あり

－ －

不等分散
t (13)＝16.57
p＝4.0E-10
有意差あり

不等分散
t (96)＝7.22
p＝1.2E-10
有意差あり

等分散
t (81)＝3.91
p＝1.9E-4
有意差あり

等分散
t (84)＝5.18
p＝1.5E-6
有意差あり

－

不等分散
t (25)＝0.30
p＝0.769
有意差なし

等分散
t (92)＝-1.63
p＝0.107
有意差なし

等分散
t (109)＝3.87
p＝1.8E-4
有意差あり

等分散
t (83)＝6.98
p＝6.7E-10
有意差あり

等分散
t (88)＝0.89
p＝0.378
有意差なし

－

変

成

岩

0 － － － － － － － － － － － － － －

火

成

岩

21

等分散
t (22)＝2.50
p＝0.020
有意差あり

－ －

不等分散
t (22)＝7.48
p＝1.8E-7
有意差あり

等分散
t (40)＝4.75
p＝2.6E-5
有意差あり

不等分散
t (24)＝4.56
p＝1.3E-4
有意差あり

等分散
t (28)＝3.60
p＝0.001
有意差あり

不等分散
t (25)＝0.30
p＝0.769
有意差なし

－

不等分散
t (30)＝-1.14
p＝0.167
有意差なし

等分散
t (53)＝2.04
p＝0.046
有意差あり

不等分散
t (26)＝6.07
p＝2.0E-6
有意差あり

等分散
t (32)＝0.35
p＝0.727
有意差なし

－

堆

積

岩

17

等分散
t (18)＝3.87
p＝0.001
有意差あり

－ －

等分散
t (18)＝4.73
p＝1.7E-4
有意差あり

等分散
t (36)＝4.47
p＝7.5E-5
有意差あり

等分散
t (21)＝3.82
p＝0.001
有意差あり

等分散
t (24)＝4.52
p＝1.4E-4
有意差あり

等分散
t (92)＝-1.63
p＝0.107
有意差なし

－

不等分散
t (30)＝ -1.14
p＝0.167
有意差なし

不等分散
t (48)＝4.64
p＝2.8E-5
有意差あり

等分散
t (23)＝9.86
p＝1.0E-9
有意差あり

等分散
t (28)＝2.35
p＝0.026
有意差あり

－

変

成

岩

34
等分散

t (35)＝3.98
p＝3.4E-4
有意差あり

－ －

不等分散
t (31)＝13.93
p＝6.9E-15
有意差あり

等分散
t (53)＝7.98
p＝1.2E-10
有意差あり

不等分散
t (20)＝8.53
p＝4.3E-8
有意差あり

等分散
t (41)＝5.97
p＝4.7E-7
有意差あり

等分散
t (109)＝3.87
p＝1.8E-4
有意差あり

－

等分散
t (53)＝2.04
p＝0.046
有意差あり

不等分散
t (48)＝4.64
p＝2.8E-5
有意差あり

等分散
t (40)＝3.59
p＝0.001
有意差あり

等分散
t (45)＝ -1.58
p＝0.120
有意差なし

－

火

成

岩

8
等分散

t (9)＝10.75
p＝2.0E-6
有意差あり

－ －

等分散
t (9)＝12.24
p＝6.5E-9
有意差あり

等分散
t (27)＝10.16
p＝1.0E-10
有意差あり

等分散
t (12)＝12.88
p＝2.2E-8
有意差あり

等分散
t (15)＝12.06
p＝4.1E-9
有意差あり

等分散
t (83)＝6.98
p＝6.7E-10
有意差あり

－

不等分散
t (26)＝6.07
p＝2.0E-6
有意差あり

等分散
t (23)＝9.86
p＝1.0E-9
有意差あり

等分散
t (40)＝3.59
p＝0.001
有意差あり

等分散
t (19)＝ -6.31
p＝4.7E-6
有意差あり

－

堆

積

岩

13
等分散

t (14)＝4.44
p＝0.001
有意差あり

－ －

等分散
t (14)＝5.17
p＝1.5E-4
有意差あり

等分散
t (32)＝5.68
p＝2.7E-6
有意差あり

等分散
t (17)＝4.91
p＝1.3E-4
有意差あり

等分散
t (20)＝5.64
p＝1.6E-5
有意差あり

等分散
t (88)＝0.89
p＝0.378
有意差なし

－

等分散
t (32)＝0.35
p＝0.727
有意差なし

等分散
t (28)＝2.35
p＝0.026
有意差あり

等分散
t (45)＝-1.58
p＝0.120
有意差なし

等分散
t (19)＝ -6.31
p＝4.7E-6
有意差あり

－

変

成

岩

0 － － － － － － － － － － － － － －

a：CH，b：CH～CM,CM，c：CM～CL,CL，d：CL～D,D，e：土砂，N：データ数

等分散：2つのグループの分散の検定（F検定）においてp≧0.05となり，分散が等しいと見なしたもの

不等分散：2つのグループの分散の検定（F検定）においてp＜0.05となり，分散が等しくないと見なしたもの

t (df )：t値，df：自由度，p：p値（外側確立）

e区分 a b c d

a

b

c

d

e
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表 - 2 . 1 3 1 5 年～ 2 5 年後の平均 R p t の有 意差検定（ t 検定 ） の結果

岩種 火成岩 堆積岩 変成岩 火成岩 堆積岩 変成岩 火成岩 堆積岩 変成岩 火成岩 堆積岩 変成岩 火成岩 堆積岩 変成岩

N 0 11 0 0 38 0 22 146 0 31 147 10 0 31 0

火
成
岩

0 － － － － － － － － － － － － － －

堆
積
岩

11 － － －

等分散
t (47)＝6.34
p＝8.2E-8
有意差あり

－

等分散
t (31)＝4.22
p＝2.0E-4
有意差あり

不等分散
t (155)＝8.62
p＝7.3E-15
有意差あり

－

不等分散
t (36)＝12.08
p＝3.2E-14
有意差あり

不等分散
t (25)＝19.43
p＝1.3E-16
有意差あり

不等分散
t (11)＝7.94
p＝7.0E-6
有意差あり

－

不等分散
t (39)＝11.55
p＝3.7E-14
有意差あり

－

変
成

岩

0 － － － － － － － － － － － － －

火
成

岩

0 － － － － － － － － － － － － － －

堆

積
岩

38 －

等分散
t (47)＝6.34
p＝8.2E-8
有意差あり

－ － －

等分散
t (58)＝ -1.67
p＝0.101
有意差なし

不等分散
t (87)＝9.55
p＝3.3E-15
有意差あり

－

等分散
t (72)＝5.94
p＝9.6E-9
有意差あり

不等分散
t (112)＝12.56
p＝5.1E-24
有意差あり

不等分散
t (10)＝4.69
p＝8.6E-4
有意差あり

－

不等分散
t (46)＝6.35
p＝8.6E-8
有意差あり

－

変
成
岩

0 － － － － － － － － － － － － － －

火
成
岩

22 －

等分散
t (31)＝4.22
p＝2.0E-4
有意差あり

－ －

等分散
t (58)＝ -1.67
p＝0.101
有意差なし

－

等分散
t (166)＝7.18
p＝2.3E-11
有意差あり

－

等分散
t (56)＝6.07
p＝1.6E-7
有意差あり

不等分散
t (41)＝11.76
p＝1.0E-13
有意差あり

等分散
t (30)＝6.24
p＝7.2E-7
有意差あり

－

等分散
t (51)＝6.40
p＝4.9E-8
有意差あり

－

堆
積
岩

146 －

不等分散
t (155)＝8.62
p＝7.3E-15
有意差あり

－ －

不等分散
t (87)＝9.55
p＝3.3E-15
有意差あり

－

等分散
t (166)＝7.18
p＝2.3E-11
有意差あり

－

等分散
t (180)＝ -1.12
p＝0.265
有意差なし

不等分散
t (280)＝4.72
p＝3.7E-6
有意差あり

等分散
t (154)＝1.67
p＝0.097
有意差なし

－

等分散
t (175)＝0.78
p＝0.435
有意差なし

－

変
成
岩

0 － － － － － － － － － － － － － －

火
成

岩

31 －

不等分散
t (36)＝12.08
p＝3.2E-14
有意差あり

－ －

等分散
t (72)＝5.94
p＝9.6E-9
有意差あり

－

等分散
t (56)＝6.07
p＝1.6E-7
有意差あり

等分散
t (180)＝-1.12
p＝0.265
有意差なし

－

不等分散
t (71)＝4.53
p＝2.3E-5
有意差あり

等分散
t (44)＝2.18
p＝0.034
有意差あり

－

等分散
t (65)＝1.47
p＝0.147
有意差なし

－

堆

積
岩

147 －

不等分散
t (25)＝19.43
p＝1.3E-16
有意差あり

－ －

不等分散
t (112)＝

12.56
p＝5.1E-24
有意差あり

－

不等分散
t (41)＝11.76
p＝1.0E-13
有意差あり

不等分散
t (280)＝4.72
p＝3.7E-6
有意差あり

－

不等分散
t (71)＝4.53
p＝2.3E-5
有意差あり

等分散
t (155)＝ -0.17
p＝0.870
有意差なし

－

等分散
t (176)＝ -1.92
p＝0.057
有意差なし

－

変
成
岩

10 －

不等分散
t (11)＝7.94
p＝7.0E-6
有意差あり

－ －

不等分散
t (10)＝4.69
p＝8.6E-4
有意差あり

－

等分散
t (30)＝6.24
p＝7.2E-7
有意差あり

等分散
t (154)＝1.67
p＝0.097
有意差なし

－

等分散
t (44)＝2.18
p＝0.034
有意差あり

等分散
t (155)＝ -0.17
p＝0.870
有意差なし

－

等分散
t (39)＝ -0.95
p＝0.347
有意差なし

－

火
成
岩

0 － － － － － － － － － － － － － －

堆
積
岩

31 －

不等分散
t (39)＝11.55
p＝3.7E-14
有意差あり

－ －

不等分散
t (46)＝6.35
p＝8.6E-8
有意差あり

－

等分散
t (51)＝6.40
p＝4.9E-8
有意差あり

等分散
t (175)＝0.78
p＝0.435
有意差なし

－

等分散
t (65)＝1.47
p＝0.147
有意差なし

等分散
t (176)＝ -1.92
p＝0.057
有意差なし

等分散
t (39)＝ -0.95
p＝0.347
有意差なし

－ －

変
成
岩

0 － － － － － － － － － － － － － －

a：CH，b：CH～CM,CM，c：CM～CL,CL，d：CL～D,D，e：土砂，N：データ数

等分散：2つのグループの分散の検定（F検定）においてp≧0.05となり，分散が等しいと見なしたもの

不等分散：2つのグループの分散の検定（F検定）においてp＜0.05となり，分散が等しくないと見なしたもの

t (df )：t値，df：自由度，p：p値（外側確立）

e区分 a b c d

a

b

c

d

e
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2 . 5  アンカー施工 条件の影響

 本 検 討 に 用 い た ア ン カ ー は ， 全 て 摩 擦 型 アン カー 2 8 )， 2 9 )であ る ． 摩

擦型アンカ ーのう ち，引張り 材とグ ラウトとの 付着抵 抗により耐 荷体

に引張り応 力が生 じる引張型 ，耐荷 体に圧縮応 力が生 じる圧縮型 ，複

数 の 耐 荷 体 に よ り 圧 縮 応 力 を 分 散 さ せ る 荷 重 分 散 型 1 5 )の よ う な ア ン

カータイプ ，独立 受圧板や法 枠工の 受圧構造物 の違い ，あるいは 同一

法面におい てもア ンカー自由 長の違 いなどによ り，緊 張力の低下 量が

異なる可能 性があ る．そこで，アンカ ー自由長（ l f）の長 短に差があり ，

アンカータ イプお よび受圧構 造物に 違いがある 2 法面（ I - 1 8， S - 4）を

対象に，ア ンカー 自由長と R p t の関 係について同一の 岩級区分で 比較

するととも に，引 張型と荷重 分散型 のアンカー タイプ および受圧 構造

物の違いに よる緊 張力低下へ の影響 を検討して みる．

表 - 2 . 1 4 に比較した 2 法面のアンカーの施工条 件およ び平均 R p t と

R p t の変動係数を示す．また，図 - 2 . 2 3 に 2 法面のアンカー自由長の R p t

の関係を， アンカ ータイプ， 受圧構 造物に分け て示す ．このう ち I - 1 8

法面は，火成岩の C L～ D 級に区分され，アンカータ イプは 荷重分散型，

受圧構造物 は独立 受圧板であ る．本 法面のアン カー自 由長は，短 いも

ので 4 . 5 m，長 いもので 1 3 . 0 m，アンカー体長（ l a）は全て 7 . 0 m であり ，

施工から約 1 7 年後 の R p t を プロットし たものであ る． S - 4 法面は，堆

積岩の C L～ D 級に区分され ，アンカ ー タイプは引 張型，受圧構造物は

法枠工およ び独立 受圧板であ る．本 法面のアン カー自 由長は，短 いも

ので 6 . 0 m，長 いもので 2 8 . 0 m，アンカー体長（ l a）は全て 6 . 0 m であり ，

施工から約 1 9 年 後の R p t をプロッ トしたものである．図中 には各法面

の平均 R p t を点線で示すととも に，S - 4 法面につい ては，法 枠工と独立

受圧板の異 なる受 圧構造物に 分けて 平均 R p t の点線 を示している．

まず，アンカー自 由長と R p t の関係を見ると，各 法面の R p t は，そ れ

ぞれの平均 R p t の上下でばらつきなが らプロット され， I - 1 8， S - 4 法面

ともに l f と R p t の 間に正もし くは負 の関係は見られな い．次に， アン
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カータイプ につい て見ると，I - 1 8 法面 の荷重分散 型の R p tは 6 2 %～ 8 0 %，

S - 4 法面の引 張型の R p t は 4 5 %～ 8 3 %と 重なってプ ロット され，両 者に

明瞭な差は 見られ ない．なお ，火成 岩の I - 1 8 法面の平 均 R p t が，堆積

岩の S - 4 法面に比 べて高いのは，火 成岩は堆積 岩に比 べて緊張力 低下

が小さいた めと考 えられる． 最後に ，受圧構造 物につ いて見ると ，同

一法面に法 枠工と 独立受圧板 がある S - 4 法面で は，法枠 工の R p t は 4 5 %

～ 8 3 %，独 立受圧 板 の R p t は 4 8 %～ 7 7 %のおおむね 同じ範 囲内でばら つ

いてプロッ トされ ，両者に明瞭 な差は見られない ．表 - 2 . 1 5 に 2 法面の

施工条件の 組み合 わせによる 平均 R p t の有意差検 定（ t 検 定）の結 果を

示す． t 検定 の有意 水準は，こ れまで と同様に両 側 5 %とした． S - 4 法

面の引張型 ，法枠 工 と I - 1 8 法面の荷重 分散型，独立受圧 板 において有

意な差があ る結果 となった． これは ，火成岩は 堆積岩 に比べて， 同じ

岩級区分に おいて は，緊張力 低下が 小さい傾向 があり ， I - 1 8 法 面の平

均 R p t は 3 条件の 中で最も高 く，最 大値と最小 値の差 は小さい値 を示

すためと考 えられ る．

 検 討 対象 と した 2 法面において は，アンカー自 由長（ l f）と R p t に明

瞭な関係は 見られ ず，アンカ ー自由 長の差が長 期的な 緊張力低下 に影

響を与えな い可能 性が考えら れた． また，アン カータ イプ，受圧 構造

物 の 違 い に つ いて も ， R p t と そ れ ら の 間 に 明 瞭 な 関 係は 見 ら れ な か っ

た．前述し たよう に，特 に C L～ D， D 級のよう な風化が進行した 法面

では，緊張力低下 は 1 0 年後以降も 継 続し，最大値と最小 値の差やば ら

つきが大き くなる 傾向が見ら れる． このため， 緊張力 低下はアン カー

タイプや受 圧構造 物などの施 工条件 よりも地質 条件に 依存してい ると

考えられる ．検討 に用いた法 面は， 圧縮型のア ンカー が 2 箇所と少な

く，引張型 で独立 受圧板を受 圧構造 物とするア ンカー が多かった ．こ

のため今後 は，種 々のアンカ ータイ プ，受圧構 造物の データをよ り多

く収集，蓄 積した うえで，さ らなる 検討を加え る必要 があると考 えら

れる．
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表 - 2 . 1 4 2 法面の施工条件と平均 R p t

図 - 2 . 2 3 2 法面 のアンカー自由長と R p t の関係

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0 5 10 15 20 25 30

I-18-CL～D CL～D-平均Rpt

S-4-CL～D CL～D-平均Rpt

S-4-CL～D CL～D-平均Rpt

R p
t（

%
）

アンカー自由長 lf（m）

I-18，CL～D
荷重分散，独立受圧板

平均 Rpt=73%

S-4，CL～D
引張型，法枠工

平均 Rpt=67%

S-4，CL～D
引張型，独立受圧板

平均 Rpt=60%

：I-18 - CL～D，荷重分散型，独立受圧板

：S-4 - CL～D，引張型，法枠工
：S-4 - CL～D，引張型，独立受圧板

：平均Rpt

：平均Rpt

：平均Rpt

自由長
(m)

アンカー
タイプ

受圧
構造物

堆積岩 S-4 CL～D 4.5～13.0 引張型 法枠工 5 60 29 0.169

CL～D 6.0～23.0 引張型 独立受圧板 18 67 38 0.154

火成岩 I-18 CL～D 20.0～28.0 荷重分散型 独立受圧板 13 73 18 0.061

最大
最小
差

変動
係数

CV Rpt

施工条件

岩種
法面
番号

岩級
区分

データ
数
(N)

平均

Rpt

(%)
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表 - 2 . 1 5 施 工 条 件 によ る 平均 R p t の有意差検定（ t 検定 ）の結果

2 . 6  地下水の影響

 ア ン カー の 緊張 力低 下や R p t のば らつきが生じる条 件として， 地盤

内の地下水 の影響 が考えられ る．こ こでは，施 工後 1 5 年～ 2 5 年 まで

の長期的な R p t の変化と地下水の関係 について検 討を行 ってみる．

表 - 2 . 1 6 に火 成岩，堆積岩 ，変成 岩の 各岩種の法 面における地下水の

有無と，区分 a か ら e の平均 R p t およ び R p t の変動係 数を 示す．また ，

図 - 2 . 2 4 に地下水の 有無による 各岩種 の岩級区分 の平 均 R p t と変動 係数

（ CV R p t）の関係を示す．いずれの 条件においても ，区分 a から d で平

均 R p t は小さくなり，CV R p t は 大きく なる負の関係が見ら れる．このう

ち，平均 R p t が 8 0 %以上の領域 では，地 下水有りと 地下水 無しともに，

CV R p t は小さ く，両 者が重なっ てプロットされる のに対 して，平均 R p t

が 7 0 %以下の領域 では，地下水有りの 区分 c，d，e は，CV R p t が 0 . 2 5 程

度以上の領 域にプ ロットされ，地下水 無しの区分 c，d は CV R p t が 0 . 2 5

程度以下の 領域に プロットさ れ，両 者に差が見 られる ことがわか る．

地質条件が 良い区 分 a（ C H 級），b（ C H～ C M，C M 級）では ，地下水の有

無が，R p t のばらつきに与える影響は小さいのに 対して，地質条件が 悪

I-18

CL～D

施工条件
引張型

独立受圧板

引張型

法枠工

荷重分散

独立受圧板

引張型

独立受圧板

等分散
t (21)＝-1.25，p＝0.73

有意差なし

不等分散
t (5)＝-2.46，p＝0.06

有意差なし

引張型
法枠工

等分散
t (21)＝-1.25，p＝0.73

有意差なし

不等分散
t (25)＝-2.17，p＝0.04

有意差あり

I-18 荷重分散

独立受圧板

不等分散
t (5)＝-2.46，p＝0.06

有意差なし

不等分散
t (25)＝-2.17，p＝0.04

有意差あり

CL～D

S-4

S-4
CL

～
D

法　　面

岩級区分
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い区分 c（ C M～ C L， C L 級 ）， d（ C L～ D， D 級）および e（土 砂）では，

地下水が有 りの場 合，無しに 比べて R p t のばらつきが大きくなる傾向

が見られた ．地質 条件が悪い 地盤で は，地下水 の存在 とその変化 （降

雨時の上昇 と無降 雨時の下降）による 影響を受け るため，R p t のばらつ

きが大きく なる可 能性が考え られる ．

表 - 2 . 1 6 地 下 水の 有無 と 各岩 種 の平 均 R p t と変動係数

地下水
の有無

岩種 法面番号
自由長部の
岩級区分

区分
データ
数

平均

Rpt(%)
変動係数

CV Rpt

有り 火成岩 I-17 D d 5 56 0.241

堆積岩 S-17 CH～CM b 10 92 0.072

S-3, 19 CM～CL, CL c 121 64 0.258

S-3, 4, 19 CL～D, D d 122 54 0.371

S-3 土砂 e 31 62 0.276

変成岩 M-9, 10 CL～D, D d 10 56 0.314

無し 火成岩 I-15, 16, 20, 22 CM～CL, CL c 22 90 0.126

I-12, 19 D d 18 68 0.241

堆積岩 S-12 CH a 11 106 0.062

S-2, 13, 14 CM b 28 82 0.118

S-2, 15, 16 CM～CL, CL c 25 68 0.126

S-2, 18 CL～D, D d 25 60 0.206

a：CH，b：CH～CM,CM，c：CM～CL,CL，d：CL～D,D，e：土砂
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図 - 2 . 2 4 地 下 水の 有 無に よる 平 均 R p t と変動係数 の関係

40
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有り：火成岩区分d 有り：堆積岩区分b
有り：堆積岩区分c 有り：堆積岩区分d
有り：堆積岩区分e 有り：変成岩区分d
無し：火成岩区分c 無し：火成岩区分d
無し：堆積岩区分a 無し：堆積岩区分b
無し：堆積岩区分c 無し：堆積岩区分d

平
均

R p
t(%

)

変動係数 CVRpt

c

d

c

d
e

a

b

b

d

c

d

d

：火成岩

：堆積岩

：変成岩

地下水無し

：火成岩

：堆積岩

：変成岩

地下水有り a ： CH
b ： CH～CM, CM
c ： CM～CL，CL
d ： CL～D，D
e ：土砂
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2 . 7  まとめ

 本 章 にお い ては ，地 表面 の 変状や 動態観測に 変位が 見られない ，安

定している と評価 される 5 1 箇所の 法面を対象 に，時 間経過に伴 うア

ンカー緊張 力低下 について， アンカ ー自由長部 に分布 する地盤の 地質

条件を C H，C H～ C M，C M，C M～ C L，C L，C L～ D，D 級なら びに崩積土 ，

表土のよう な未固 結地盤を含 む「土 砂」の 8 段階に区 分し，火成岩，

堆積岩，変 成岩の 岩 種において，施工 から 3 0 日後の初期 的 ，数ヶ月か

ら最大 で 4 0 年 後の 長期的な緊 張力の 残存率（ R p t） と地質条件，施 工

条件および 地下水 の有無の関 連性に ついて検討 を行っ た．その結 果，

以下の事項 を明ら かにするこ とがで きた．

( 1 )  アン カ ー の緊 張 力 低下 は ， 初期 的 に も長 期 的に も ， アン カ ー が施

工された法 面の地 質条件（岩級区分）に関係し，C H，C H～ C M，C M，

C M～ C L，C L，C L～ D，D 級，土砂へと地質条件が悪 くなる にしたが

って大きく なる． また，緊張 力低下は，施工から 3 0 日 後の初期的

なものより も，そ れ以降の長 期的な期間において大き い．

( 2 )  施工から 3 0 日後の初期的な緊張力低下は ，火成 岩 の D 級，堆積岩

の D 級および土砂，変成岩の C L～ D 級および土 砂で大 きく，R p t が

9 0 %を 下回 る ア ン カ ー が 出現 す る とと もに ば ら つき が 大 きく な る．

このような 傾向は ，変成岩で 顕著である．

( 3 )  長期的 な緊張力 低下につい ては，施 工から 2 0 年後に おいても，火

成岩，堆積 岩，変 成岩ともに ， C H， C H～ C M， C M 級では ，平均 R p t

でおおむね 9 0 %以上の健全な状態が 保持される．

( 4 )  火成岩 の D 級および土砂 ，堆積岩および C L～ D， D 級および土砂

は，施工から 1 0 年 ～ 2 0 年後には R p t が 5 0 %を下回り， 残存緊張力

とアンカー 健全度 の目安にお いて「対策を実施」と 評価されるアン

カーが出現 する．こ のような傾 向は，火 成岩に比べ て堆積岩，変成

岩で顕著で ある．
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( 5 )  地質条 件が C L～ D， D 級および土 砂のような 風化が 進んだ法面で

は，緊張力 低下は 施工から 5 年後以 降の 1 0 年後， 2 0 年後も継続

し， R p t のば らつき は大きくな っていく傾向が見 られる ．

( 6 )  同一 の 法 面に お け る同 一 の 岩級 区 分 にお い て， 長 期 的な 緊 張 力低

下とアンカ ー自由 長（ l f）との 関係を検討した結 果，両者に明瞭な

関係は見ら れず，緊 張力低下に アンカー自由長の 影響は 見られない

可能性が考 えられ る．

( 7 )  地下 水 の 有無 と 緊 張力 低 下 の関 係 に つい て 検討 し た 結果 ， 地 質条

件が C M～ C L， C L， C L～ D， D 級および土砂の法面 において地下水

が存在する 場合に は，地下水 が存在しない場合に比べ て， R p t のば

らつきが大 きくな る傾向が見 られる．
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第 3 章 アンカー荷重計と変位観測機器の関係

3 . 1  はじめに

 現 在 ，地 す べり や斜 面崩 壊 などに よる地表の 変位観 測において は，

地表伸縮計 ，地盤 傾斜計，光 波測量 ， G P S 観測などが ，地中の変 位観

測において は，パ イプ歪計， 挿入型 あるいは設 置型の 孔内傾斜計 ，地

中伸縮計な どが利 用されてい る．ま た，水文お よび気 象観測を行 う場

合には，ボ ーリン グ孔を用い た地下 水位計によ る観測 ，および雨 量計

などを利用 した観 測が実施さ れてい る 4 2 )．

 と こ ろで ， アン カー 緊張 力 の変化 は，地盤内 のテン ドン自由長 の伸

び縮みに依 存する ため，アン カーの テンドン自 由長の 伸び量 u と緊張

力（荷重） の変化 量 ΔT との関係は，式 ( 1 )で表さ れる．

 こ こ に， u ：テ ンドン自由 長部の 伸び量（ m m）

ΔT：緊 張力の変化量（ k N）

l s f：テ ン ドン自由長（ m m）

A s：テンドン断面積（ m m 2）

E s：テンドンの弾性係数（ k N / m m 2）

 こ の ため ， 地山 に変 動が 見 られる 場合，アン カーに 設置した荷 重計

による緊張 力の計 測値は，地 山の変 動に従って 変化し ，従来の各 種変

位観測機器 と同様 ，法面の変 動をダ イレクトに 捉える センサーと しの

機能を有し ている と考えられる 4 3 )．酒井ら 4 4 )は，地す べり滑動に よっ

て変位が生 じたパ イプ歪計と ，アン カーの緊張 力が増 加する時期 が一

致すること を示す とともに， 1 時間 毎に計測した緊張 力と温度と の相

関を基に， 地すべ りの滑動時 に両者 の相関が大 きく低 下し，アン カー

に設置され た荷重 計がセンサ ーとし ての機能を 有し， これを利用 した

u   =   
ΔT  ×  l s f

A s  ×  E s
・・・ ( 1 )  
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法面の安定 性評価 が可能であ ること を示した． しかし ながら，現 在ま

で各種変位 観測機 器で確認さ れた変 化量と，ア ンカー に設置され た荷

重計による 緊張力 の計測値と の関係 について十 分な評 価は行われ てい

ない．

 そ こ で本 研 究で は， 施工 中 および 供用中の 4 法面に おいて，従 来の

変位観測手 法であ る光波測量 ，地中 伸縮計，挿 入型孔 内傾斜計， 設置

型孔内傾斜 計，パ イプ歪計の 観測結 果と，これ らと同 時に実施し た荷

重計による アンカ ー緊張力の 計測結 果を基に， 変位観 測と緊張力 の変

化の関係を 比較す るとともに ，荷重計 による緊張 力の増 加量から式 ( 1 )

によって算 出され るテンドン 自由長 部の伸び量 と変位 観測の変化 量と

を比較し， アンカ ーに設置し た荷重 計が従来の 変位観 測機器と同 等に

地盤変動を 捉える センサーと しての 機能の有無 につい て検討を行 った ．

 こ こ で， ア ンカ ー自 由長 と テンド ン自由長の 違いに ついて述べ てお

く． 図 - 3 . 1 に引張 型と圧縮型 アンカ ーにおける テンド ン自由長の 違い

を示す ．アンカ ー自 由長（ l f）とは，アンカー頭部のテン ドン定着位 置

から アンカー体ま での 長さ をいい， テン ドン 自由 長（ l s f）とは， アン

カー頭部に 作用す る緊張力を アンカ ー体まで伝 達させ るために必 要な

部分のテン ドン長 さをいう ．図 - 3 . 1 の うち ( a )引張 型アンカーは，アン

カー体の浅 部側に 緊張力を作 用させ ，アンカー 体に引 張り応力を 働か

せるため， アンカ ー体長内の テンド ンはグラウ トと付 着し，伸び 縮み

しない状態 となっ ている．一方， ( b )圧縮型アン カーは アンカー体 長の

深部側に緊 張力を 作用させ， アンカ ー体に圧縮 応力が 働く構造に なっ

ており，ア ンカー 体長内にお いても テンドンの 大部分 が自由に伸 び縮

みする状態 になっ ており，引 張型と 異なる．こ のため ，第 2 章におい

ては，すべ り面よ りも浅い部 分を対 象に緊張力 低下と 地質条件の 関係

を検討した ．第 3 章で述べる アンカ ーの伸び縮 みは， テンドンが 自由

な状態にな ってい る部分を対 象とす るため，テ ンドン 自由長を対 象と

し，第 2 章と区別 した．
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図 - 3 . 1 アンカータイプによる テンド ン自由長の 違い

3 . 2  各法面の状況 と観測機器

 検 討 を行 っ た各 法面 のア ン カー規 格，施工本 数，荷 重計の番号 と種

類，定格容 量，観 測を行った 変位観 測機器，お よび地 盤変動が生 じた

事象を 表 - 3 . 1 に示す ．

 法 面 1 および法 面 2 は，建設段階 において切 土掘削 を行いなが らア

ンカーを施 工した 際，法面が 不安定 化し，緊張 力の増 加と変位観 測機

器に変化が 見られ た現場であ る．こ のうち，法 面 1 で は，荷重計 が 4

箇所設置さ れ，ト ータルステ ーショ ンによる 4 点の光 波測量（移 動杭

観測）， 2 箇所の地中伸縮計による観 測が行われ ている．法面 2 では，

荷重計が 3 箇所設 置され， 2 箇所の 挿入型孔内傾斜計による観測が 行

われている ．法面 3 では完成後 ，大き な降雨によ って緊張力の増加と

孔内傾斜計 の変位 が確認され たため ，荷重計が 2 箇所 設置され， 2 箇

所の設置型 孔内傾 斜計による 観測が 行われてい る．法 面 4 では，まと
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まった降雨 のたび に地すべり ブロッ クの滑動が 見られ る現場で， 荷重

計が 3 箇所 設置され ，1 箇所の パイプ歪計による観 測が行 われている．

表 - 3 . 1 比 較 検証 し た 法 面

3 . 2 . 1  法面 1  

1 )  荷重 計・変 位観 測機器の設 置状況

 法 面 1 は，全 8 段の切土法面 で，2 段 目から 4 段目にか けて 8 8 本の

アンカーが 施工さ れている． 図 - 3 . 2 に平面図を ， 図 - 3 . 3 に断面図 を示

す．本地点 の基盤 地質は中生 代ジュ ラ紀～三畳 紀の野 洲川層群に 属す

る頁岩で， 地盤は 法面に対し て受け 盤，流れ盤 となる 高角度の亀 裂が

発達し，岩 級区分 3 6 )， 4 5 )， 4 6 )は C L～ C M 級で，アン カー定 着部は C M～

C H 級とな ってい る ．施工されたアン カーは， 4 段目およ び 3 段目法面

が S M C 工法 4 7 )， 2 段目法面が S F L 工 法 4 8 )である．

 ア ン カー 傾 角（ ア ン カー 打設 方 向と 水平面のな す角）は ， 4 段目， 3  

番号 種類
定格
容量

機器・手法 箇所数

HT4-2 歪ゲージ式 1MN 9.7 3.0

HT4-4 歪ゲージ式 1MN 9.7 3.0

HT3-2 歪ゲージ式 2MN 6.2 3.5

HT3-15 歪ゲージ式 2MN 6.2 3.5

5-2-29 歪ゲージ式 1.5MN 16.7 9.0

4-2-30 歪ゲージ式 1.5MN 12.7 9.0

4-2-36 歪ゲージ式 1.5MN 12.7 9.0

B-18 歪ゲージ式 500kN 7.6 9.5

D-18 歪ゲージ式 500kN 5.1 9.5

A1-23 歪ゲージ式 1MN 20.0 4.5

A2-12 歪ゲージ式 1MN 14.5 4.5

A3-14 歪ゲージ式 1MN 15.5 4.5

地盤変動の事象

降雨による

地すべり変動

切土に伴う法面
の不安定化

集中豪雨による
切土法面の変動

光波測量 4点 切土に伴う法面
の不安定化

地中伸縮計 2箇所 切土に伴う法面
の不安定化

474.0

荷重計

1箇所

変位観測機器

挿入型
孔内傾斜計

2箇所

61 設置型
孔内傾斜計

2箇所

657.0 25

296.1

416.1

191

195

766.8
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図 - 3 . 2 法 面 1 平面 図

図 - 3 . 3 1 測線 断面図

：荷重計

1測線

0 10m

1段目法面

2段目法面

3段目法面

4段目法面

5段目法面

小段

5-1 5-2

HT4-2荷重計 HT4-4荷重計4-1 4-2

HT3-2荷重計

HT3-15荷重計

H-1 H-2

：光波測量測点 ：地中伸縮計

小段
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N
1段目法面
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3段目法面

4段目法面

5段目法面

6段目法面

7段目法面

8段目法面

荷重計 HT4-2，HT4-4

地中伸縮計 H-1，H-2

荷重計 HT3-2，HT3-15

光波測量（4段目小段測点）4-1，4-2

光波測量（5段目小段測点）5-1，5-2

0 10m

想定すべり面-1

想定すべり面-2
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段目， 2 段 目がそ れぞれ 1 6， 11， 11 度 で，切 土法面 に直交する 1 測線

の方向に施 工され た．荷重計 は，施 工と同時に 設置さ れ， 4 箇所 とも

歪ゲージ式 であり ， 4 段目の 2 箇所の 荷重計の定 格容量 は 1 M N， 3 段

目の 2 箇所の荷重 計の定格容 量は 2 M N である．

 本 法 面で は ，3 段目法面の掘 削中に変状が生じたため ，4 段目小段と

5 段目小段 に光波測量を実施 するた めの移動杭 を設置 するととも に，

図 - 3 . 3 に示 す想定 すべり面 - 1 に対す る対策工と して， 4 段目にアン カ

ーの施工が 行われ た．このア ンカー 施工後， 3 段目法 面の掘削を 進め

たところ，荷 重計 H T 4 - 2 および H T 4 - 4 に増加が見 られる とともに ，法

面対岸上り 線側の 不動点から のトー タルステー ション による 4 点の光

波測量にお いても 変位が見ら れた． さらに切土 が進み ， 3 段目か ら 2

段目の法面 掘削を 行った際に は，図 - 3 .  3 に示す想 定すべり面 - 2 とした

深いすべり に発展 した可能性 が考え られたため ，アン カーの追加 施工

を行うとと もに，荷 重計 H T 3 - 2 お よび H T 3 - 1 5，2 段 目の法 面に設置し

た地中伸縮 計 H - 1 および H - 2 によ る 観測が行わ れた．地中伸縮計 H -

1，H - 2 は ，いずれ も 3 段目法面に施 工されたア ンカー と平行にな るよ

うに，斜め下方 11 度の方向に 深度 2 0 m，2 2 m でボー リン グ掘削が行 わ

れ，伸縮計 ケーブ ル先端を固 定する ことで観測 が行わ れている．

2 )  荷重 計と光 波測 量の関係

3 段目法面の 掘削 中の変動に おける， 4 段目，5 段目法尻 小段に設置

された光波 測量の 水平成分の 変化 量 δ e と，これに近接 した荷重計 H T 4 -

2， H T 4 - 4 の緊張 力 P e との関係に ついて検討を行 ってみ る． 図 - 3 . 4 お

よび 図 - 3 . 5 は， 4 段 目および 5 段目の 光波測量と 荷重計 による緊張力

の計測結果 を示し たものであ る．計 測頻度はいず れも 1 回／日であ る．

光波測量に よる変 位観測では ， 4 段目 および 5 段目 とも，図中 A 期間

の 2 0 0 4 年 6 月 2 8 日から 2 0 0 4 年 8 月 2 日にかけて法面変動と考 えら

れる δ e に変化が見られ，これと同時期 に荷重計 H T 4 - 2，H T 4 - 4 の P e は

増加し，緊 張力の 変化と光波 測量の 変化は良く 一致し ていること が確
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図 - 3 . 4 4 段目 光波測量と荷重計の計 測結果

図 - 3 . 5 5 段目 光波測量と荷重計の計 測結果
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認できる． A 期 間に おける光波 測量測 点の変化 量 δ e は， 4 段目の 2 測

点では 2 9 . 7 m m，2 9 . 8 m m，5 段目の 2 測点では 2 3 . 9 m m，3 0 . 1 m m であっ

た．また， 荷重計 による緊張 力の変 化量 ΔT は， H T 4 - 2 では 2 4 6 . 3 k N，

H T 4 - 4 では 1 8 9 . 5 k N の増加であ った．

3 )  荷重 計と地 中伸 縮計の関係

3 段目か ら 2 段 目の法面掘 削を行 った際に考えられ た深いすべ りに

おける， 2 段目 法面 に設置した 地中伸 縮計の変化量 δ e と，これに近接

した荷重計 H T 3 - 2， H T 3 - 1 5 の P e の 関係につい て検討を行ってみる．

図 - 3 . 6 は， 2 段目 地中伸縮計 と，荷 重計の計測 結果を 示したもの であ

る．計測 頻度はいず れも 1 回／日であ る．図中の B 期間と した 2 0 0 7 年

4 月 9 日に H - 2 の地中伸縮計に変化が 見られ， C 期間と した 2 0 0 7 年 6  

図 - 3 . 6 地 中 伸縮 計 と 荷 重計 の 計 測 結 果
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月 2 2 日から 7 月 1 0 日の間に， H - 1 お よび H - 2 の両者ともに変化が見

られ， D 期間の 2 0 0 7 年 7 月 1 7 日以降には収束し た．

 荷 重 計は ， B 期間において わずかな増加が見 られ， C 期間では地中

伸縮計と同 時期に 緊張力が増 加し，  D 期間の 2 0 0 7 年 7 月 1 7 日以降

からおおむ ね安定 した値を示 してい る．荷重計 の変化 と地中伸縮 計の

変化は，良 く一致 しているこ とが確 認できる．

C 期間における地 中伸縮計の 変化量 δ e は， H - 1 では 1 . 5 m m， H - 2 で

は 1 . 3 m m，荷重 計に よる緊張力 の変化 量 ΔT は，H T 3 - 2，H T 3 - 1 5 ともに

1 3 . 8 k N の増加であ った．

3 . 2 . 2  法面 2  

1 )  荷重 計・挿 入型 孔内傾斜計 の設置 状況

 法 面 2 は，全 1 3 段の切土法 面で，4 段目から 8 段目に かけて 3 9 0 本

のアンカー が施工 されている ．

 本 法 面で は ， 5 段 目から 4 段目の切土掘削に伴い，法 面に設置さ れ

た挿入型傾 斜計の 変化と荷重 計の増 加が見られ た． 図 - 3 . 7 に 3 段 目か

ら 7 段目の平面図 を， 図 - 3 . 8 に想定 すべり面が 位置す る 3 段目から 9

段目の断面 図を示 す．本法面 の基盤 地質は中生 代白亜 紀に属する 花崗

岩で，岩 級区分 3 6 )， 4 5 )， 4 6 )は，マサ化が 進んだ D L～ D M 級で，アンカ ー

定着部は C L～ C H 級となっている．施 工されたアンカー は， V S L 工法

4 9 )で ある．アンカー傾角は 3 5 °で， 切土法面に直 交する 2 測線の方向

に施工され た．

 本 法 面で は ，図 - 3 . 8 に示す 想定す べり面の対策工とし てアンカー が

施工された ．アン カーの施工 および 定着は， 5 段 目法面 の 5 - 2 - 2 9 アン

カーが 2 0 1 4 年 5 月 1 3 日に， 4 段目法 面の 4 - 2 - 3 0， 4 - 2 - 3 6 アンカーが

2 0 1 4 年 6 月 3 0 日 に行われ， 5 段 目から 4 段 目を掘削中 ， N o . 4， N o . 8

の 2 箇所の挿入型 孔内傾斜計 に変化が見られる ととも に，荷重計 5 - 2 -

2 9，4 - 2 - 3 0 および 4 - 2 - 3 6 にも増加が見られた．  N o . 4，  N o . 8 の挿入型

孔内傾斜計 は，そ れぞれ深度が 2 2 . 0 m， 2 5 . 0 m で ，測線 方向の A 軸と
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図 - 3 . 7 法 面 2 平面 図

図 - 3 . 8 2 測線 断面図
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そ
れ
に
直
交
す
る

B
軸
の

2
方
向
に
つ
い
て
，
孔
底
か
ら

0.5m
ピ
ッ
チ
に

G
L

-

0.5m
ま
で
，

3
日
か
ら

12
日
に

1
回
の
頻
度
で
測
定
が
実
施
さ
れ
て
い
る
．
荷

重
計
は
，
施
工
と
同
時
に
設
置
さ
れ
，

3
箇
所
と
も
歪
ゲ
ー
ジ
式
で
，
定
格
容
量

は
1.5M

N
で
あ
る
．

2) 
荷
重
計
と
挿
入
型
孔
内
傾
斜
計
の
関
係

図
-3.9

お
よ
び
図

-3.10
に
，

N
o.4
，

N
o.8

の
挿
入
型
孔
内
傾
斜
計
の
観
測
結

果
を
示
す
．
観
測
期
間
は
，

N
o.4

は
2014

年
5
月

30
日
か
ら

2014
年

12
月

24

日
ま
で
，

N
o.8

は
2013

年
9
月

2
日
か
ら

2014
年

12
月

24
日
ま
で
で
あ
る
．

観
測
結
果
か
ら
，

N
o.4

で
は
深
度

8.0
～

9.0m
に
，

N
o.8

で
は
深
度

13.5
～

14.5m

に
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図 - 3 . 1 0 N o . 8 孔内傾斜計変動図

図 - 3 . 11 に A 軸 と B 軸を合成 した N o . 4 および N o . 8 の すべり面深 度

と考えられ る 8 . 0～ 9 . 0 m， 1 3 . 5～ 1 4 . 5 m における累 積変化 量と， 3 箇所

の荷重 計による緊 張力の計測結果を示す．いずれの荷重計も N o . 4 お

よび N o . 8 孔内傾 斜計の すべり 面深 度付近 の変化に伴 い，アンカー 設

置以降の E 期間（ 2 0 1 4 年 5 月 1 6 日～ 11 月 6 日）および F 期間（ 2 0 1 4

年 7 月 4 日～ 11 月 6 日）にお いて増加 が見られ，緊張力は 挿入型傾斜

計の変化に 追随し て変化して いるこ とが確認で きる．

 挿 入 型孔 内 傾斜 計 N o . 4 の深度 8 . 0～ 9 . 0 m および N o . 8 の深度 1 3 . 5～

1 4 . 5 m における累積変化量 δ e は ， E 期 間の N o . 8 では 1 2 . 3 m m， F 期間

の N o . 4 では 9 . 5 m m， N o . 8 では 7 . 7 m m であった． また， 荷重計によ る

緊張力の変 化量 ΔT は， E 期間 の 5 - 2 - 2 9 では 4 3 . 3 k N の増 加， F 期間の

5 - 2 - 2 9， 4 - 2 - 3 0， 4 - 2 - 3 6 はそれぞれ 2 5 . 5 k N， 3 6 . 3 k N， 3 0 . 3 k N の増加で

あった．
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図 - 3 . 11 挿 入 型 孔 内 傾斜 計 と 荷 重計 の 計測 結果

3 . 2 . 3  法面 3  

1 )  荷重 計・設 置型 孔内傾斜計 の設置 状況

 法 面 3 は，全 7 段の切土法面 で，5 段 目から 6 段目にか けて 6 1 本の

アンカーが 施工さ れている． 図 - 3 . 1 2 に平面図， 図 - 3 . 1 3 に断面図を 示

す．本 法面の基盤地質は中生代 白亜紀に属する花 崗岩で ，岩級区分 3 6 )，

4 5 )， 4 6 )は，風化が 進んだ D H～ C L 級で ，アンカー定 着部は C L～ C M 級と

なっている．施工さ れたアンカ ーは，E H D 工法 5 0 )であ る．アンカー傾

角は 2 8 度で，切 土法面に直交 する 3 測線の方向 に施工 された．

 本 法 面で は ，施 工 段 階 の切 土 掘削時に法面変動 は見ら れなかったが，

断層破砕帯 が存在 し不安定化 する可 能性が考え られた ため，図 - 3 . 1 3 に

示したすべ り面を 想定して， アンカ ーが施工さ れてい る．法面完 成後

は，設置型 孔内傾 斜計 N o . 1 および N o . 2，荷重計 B - 1 8 および D - 1 8 に

よる観測が 行われ ている．
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図 - 3 . 1 2 法 面 3 平 面図

図 - 3 . 1 3 3 測線断面 図

B-18 荷重計

D-18 荷重計
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 設 置 型孔 内 傾斜 計は ，ボ ー リング 掘削後に埋 設した アルミガイ ド管

に，  N o . 1 では深度 0 . 5， 1 . 5， 2 . 5， 3 . 5， 4 . 5， 5 . 5， 7 . 5， 9 . 5 m に， N o . 2

では深度 0 . 5， 2 . 5， 4 . 5， 6 . 5， 7 . 5， 8 . 5， 11 . 5， 1 4 . 5 m に傾斜 計センサー

を設置して 観測が 行われた． 荷重計 は，アンカ ー施工 と同時に設 置さ

れ， 2 箇所とも に歪 ゲージ式で ，定格容量は 5 0 0 k N であ る．

 本 法 面で は ，2 0 1 7 年 1 0 月 1 6 日 3 : 0 0 から 11 月 8 日 1 3 : 0 0 の約 2 3 日

間に，累積 で 4 3 3 m m の降雨 があり， N o . 1 の深度 2 . 5 m， N o . 2 の深度

7 . 5 m で傾斜 計セン サーに法面 方向への変化が見 られる とともに，B - 1 8，

D - 1 8 の 2 箇所で 荷重計による 緊張力の増加が見 られた ．本法面では，

設置型孔内 傾斜計 および荷重 計とも に 1 回／ 1 時間の 頻度で観測 が行

われ，毎正 時にデ ータが記録 されて いる．

2 )  荷重 計と設 置型 孔内傾斜計 の関係

図 - 3 . 1 4 に設置型 孔内傾斜 計 N o . 1 の深度 2 . 5 m お よび N o . 2 の深度

7 . 5 m の変化 量と，荷 重計 B - 1 8，D - 1 8 による緊張力の計測結果を示す．

N o . 1 傾斜計にお いては， 2 0 1 7 年 1 0 月 1 9 日からの G 期間で変位し

はじめ， 2 0 1 7 年 1 0 月 2 2 日から大き な 変位が見ら れ， 1 0 月 3 1 日以降

は収束した ． N o . 2 傾斜計は， N o . 1 に 遅れて 2 0 1 8 年 1 0 月 2 2 日 に変位

がはじまり ， 1 0 月 3 1 日までおおむね 一定速度の 変位が 見られ， N o . 1

より小さい 変化量 で収束した ．

 一 方 ，荷 重計 B - 1 8，D - 1 8 は ，温度 変化に伴うと考えられる増減を 繰

り返しなが らも， G 期間の 2 0 1 7 年 1 0 月 1 9 日から 1 0 月 3 1 日までの

間で増加が 見られ ，孔内傾斜 計の変 化と良く一 致して いることが 確認

できる．法 面に設 置した温度 計の計 測値は， 図 - 3 . 1 4 に 示した 2 0 1 7 年

1 0 月 5 日から 2 0 1 7 年 1 1 月 9 日において，最高が 3 2 . 1  ，最 低が 5 . 5  ，

平均が 1 5 . 6  であ った．各日の午前 0 : 0 0 から 2 3 : 0 0 まで の 2 4 時間の

荷重計によ る緊張 力と温度の 関係は ，孔内傾斜 計に変 化が見られ ない

期間におい て高い 相関を示す ものの ，孔内傾斜 計に変 化が見られ た G

期間では両 者の相 関が大きく 低下す るため，こ こでは 緊張力の温 度補
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正は行わず 計測値 をそのまま 用いた ．

G 期間の設置 型 孔内傾斜計 の変化量 δ e は， N o . 1 の深度 2 . 5 m では

1 . 0 m m， N o . 2 の深 度 7 . 5 m では 0 . 3 m m，荷重計に よる緊 張力の変化 量

ΔT は，B - 1 8 では 3 . 8 k N，D - 1 8 では 5 . 4 k N の増加であり ，荷重計 B - 1 8，

D - 1 8 は ，設置 型孔 内傾斜計の 変化量 が 1 . 0 m m 以下の小さな変位に対

して，温度 の影響 に追随しな がらも 良く反応し ，変化 に伴って増 加し

ている．

図 - 3 . 1 4 設 置 型孔 内傾 斜 計と 荷 重計 の計 測結果
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3 . 2 . 4  法面 4  

1 )  荷重 計・パ イプ 歪計の設置 状況

 法 面 4 は，地す べりブロックの抑 止工として ，上段 ，中段，下 段の

3 段に分け 8 6 本のアンカーが施工さ れている．図 - 3 . 1 5 に平面図，図 -

3 . 1 6 に断面 図を示 す．本法面の 基盤 地質は，新生 代第三紀の堆積 岩で

ある熊野層 群の砂 岩・泥岩互 層と， それらを起 源とす る崩積土か らな

っている．施工 され たアンカーは， S F L 工法 4 8 )で ある ．ア ンカー傾角

は 2 5 度で， 地すべ り方向に直 交すると考えられ る 4 測線の方向に施

工された．

図 - 3 . 1 5 法 面 4 平 面図

地すべりブロック

0 20 40m

A3-14 荷重計

A2-12 荷重計

A1-23 荷重計

BV-1CL パイプ歪計

BV-2CL

N

：パイプ歪計

：荷重計

：調査ボーリング孔
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図 - 3 . 1 6 4 測線断面 図

 本 法 面で は ，パ イ プ 歪 計 B V- 1 C L と 3 箇所のアン カー荷 重計により ，

地すべりブ ロック の観測が行 われて いる． B V- 1 C L は ，深度 1 2 . 0 m の

調査ボーリ ング孔 に深度 11 . 5 m から 0 . 5 m まで， 1 . 0 m 間隔で歪ゲージ

を貼りつけ たパイ プ歪計（塩ビ 管）が 埋設され， 1 2 深度での観測が行

われている ．観測 は 2 0 1 3 年 8 月 1 0 日から開始 し，お およそ 6 月から

1 2 月の間に 1 回／ 1 日の頻度で毎 正午 にデータが 記録され，2 0 1 7 年 11

月 1 7 日まで観測 が行われた．

 荷 重 計は ，A 3 - 1 4 が 2 0 1 3 年 8 月 1 0 日から，A 1 - 2 3，A 2 - 1 2 が 2 0 1 4 年

9 月 3 0 日か ら計測 を開始し， 1 回 ／ 1 時間の計測 が行わ れている． こ

れらの荷重 計は， 既設アンカ ーに対 して緊張力 の除荷 ，定着具の 取り

外し，再緊 張を必 要としない 荷重計 の脱着技術 2 5 )に より後付けされ，

3 箇所とも歪ゲ ージ 式で，定格 容量は 1 M N である．

2 )  荷重 計とパ イプ 歪計の関係

 本 法 面で は ，ま とま った 降 雨のた びにパイプ 歪計の 変位とアン カー

緊張力の増 加が見 られる ．図 - 3 . 1 7 に 各荷重計に よる緊 張力の変化を示

す．緊張力の増 加 は，図中 ， H， I， J， K の 4 つの期間 に分けられ ， H

砂岩

泥岩

砂岩

崩積土BV-1CL パイプ歪計
深度＝12.0m

想定すべり面

0 20m

A1-23 荷重計（投影）

A2-12 荷重計（投影）

A3-14 荷重計（投影）
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期間は 2 0 1 3 年 9 月 1 5 日から 9 月 1 7 日 ， I 期間は 2 0 1 4 年 8 月 9 日か

ら 8 月 1 2 日，J 期間は 2 0 1 5 年 7 月 1 6 日から 7 月 1 8 日，K 期 間は 2 0 1 7

年 1 0 月 2 1 日から 1 0 月 2 4 日である．

図 - 3 . 1 8 に，例とし て 2 0 1 3 年 8 月 1 0 日から 1 2 月 7 日までの B V- 1 C L

パイプ歪計 変動図 を示す．こ の結果 より， 2 0 1 3 年 9 月 1 5 日から 9 月

1 7 日の間 に深度 8 . 5 m で 1 6 6 μ ε の変化が確認でき，本 地点では深 度

8 . 5 m 付近に すべり 面が位置す ると考えられる．

図 - 3 . 1 7 法 面 4 の荷重計変動 図
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図 - 3 . 1 8 2 0 1 3 年の B L - 1 C L パイプ 歪計 変動図

図 - 3 . 1 9 から 図 - 3 . 2 2 に H，I，J，K 期間におけるパイプ歪計と荷重計

の変化を示 す．図 - 3 . 1 9 に示す H 期間で は，パイプ歪計において 1 6 6 μ ε

の変化が見 られた のに対し， 荷重 計 A 3 - 1 4 では 2 1 . 0 k N の増加が見 ら

れた．図 - 3 . 2 0 に示 す I 期 間では，パイ プ歪計にお いて 1 0 2 μ ε の変化が

見られたの に対し ，荷重計 A 3 - 1 4 で は 2 4 . 0 k N の増加が 見られた．図 -

3 . 2 1 に 示す J 期間 では，パイ プ歪計 において 2 5 μ ε の変 化が見られた

のに対し，荷重計 A 1 - 2 3，A 2 - 1 2，A 3 - 1 4 ではそれぞ れ，2 . 6 k N，2 2 . 3 k N，

2 2 . 9 k N の増加が見 られた．ま た，図 - 3 . 2 2 に 示す K 期 間で は，パイプ

歪計において 6 7 μ ε の変化が見 られた のに対し，荷重計 A 1 - 2 3，A 2 - 1 2，

A 3 - 1 4 ではそれぞれ， 2 3 . 4 k N， 4 0 . 6 k N， 3 4 . 7 k N の増加が見られた．

 以 上 のよ う に H，I，J，K 期 間のいずれもパイプ 歪計の 変化とアン カ

ーの荷重計 による 緊張力の増 加は良 く一致して いる．
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図 - 3 . 1 9 H 期間のパイプ歪計 と荷重計の観測結 果

図 - 3 . 2 0 I 期間のパ イプ歪計と荷重計 の観測結果

0

40

80

120

160

200

20
13

/9
/1

0

20
13

/9
/1

1

20
13

/9
/1

2

20
13

/9
/1

3

20
13

/9
/1

4

20
13

/9
/1

5

20
13

/9
/1

6

20
13

/9
/1

7

20
13

/9
/1

8

20
13

/9
/1

9

20
13

/9
/2

0

20
13

/9
/2

1

20
13

/9
/2

2

20
13

/9
/2

3

20
13

/9
/2

4

8.5m…

歪
変
化
量
δe
（

με
）

年／月／日

パイプ歪計

450.0

460.0

470.0

480.0

490.0

500.0

510.0

520.0
20

13
/9

/1
0

20
13

/9
/1

1

20
13

/9
/1

2

20
13

/9
/1

3

20
13

/9
/1

4

20
13

/9
/1

5

20
13

/9
/1

6

20
13

/9
/1

7

20
13

/9
/1

8

20
13

/9
/1

9

20
13

/9
/2

0

20
13

/9
/2

1

20
13

/9
/2

2

20
13

/9
/2

3

20
13

/9
/2

4

A3-14

緊
張
力
Pe
（

kN
）

年／月／日

荷重計 H期間

H期間：2013/9/15～9/17

0

20

40

60

80

100

120

20
14

/8
/4

20
14

/8
/5

20
14

/8
/6

20
14

/8
/7

20
14

/8
/8

20
14

/8
/9

20
14

/8
/1

0

20
14

/8
/1

1

20
14

/8
/1

2

20
14

/8
/1

3

20
14

/8
/1

4

20
14

/8
/1

5

20
14

/8
/1

6

20
14

/8
/1

7

20
14

/8
/1

8

20
14

/8
/1

9

8.5m…

歪
変
化
量
δe
（

με
）

年／月／日

パイプ歪計

490.0

500.0

510.0

520.0

530.0

540.0

550.0

560.0

20
14

/8
/4

20
14

/8
/5

20
14

/8
/6

20
14

/8
/7

20
14

/8
/8

20
14

/8
/9

20
14

/8
/1

0

20
14

/8
/1

1

20
14

/8
/1

2

20
14

/8
/1

3

20
14

/8
/1

4

20
14

/8
/1

5

20
14

/8
/1

6

20
14

/8
/1

7

20
14

/8
/1

8

20
14

/8
/1

9

A3-14

緊
張
力
Pe
（

kN
）

年／月／日

荷重計

I期間

I期間：2014/8/9～8/12

-99-

」 I '＇ ム' 

I --+- I i /! 
＇／＇ ''  

'/' ''  

-¥i 



図 - 3 . 2 1 J 期間のパイプ歪計と荷重計 の観測結果

図 - 3 . 2 2 K 期間のパイプ歪計 と荷重計の観測結 果
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3 . 3  荷重計と変位 観測機器の関係

4 法面に おける 光波測量， 地中伸縮計，挿入 型孔内 傾斜計，設 置型

孔内傾斜計 ，パイ プ歪計の変 位観測 機器の観測 結果と アンカー荷 重と

に関係につ いて検 討を行って みる．

3 . 3 . 1 法 面 1 の荷重計と各種変位観 測機器の関 係

図 - 3 . 2 3 から 図 - 3 . 2 6 に，法面 1 の 2 0 0 4 年 6 月 2 8 日から 8 月 2 日の

A 期間におけ る 4 段目の 2 測点， 5 段目の 2 測点の 光波測量と，荷 重

計 H T 4 - 2， H T 4 - 4 による緊張 力との 関係を示す ．いず れの結果も 荷重

計による緊 張力と 光波測量の 変化量 とに線形的 な関係 が見られ，H T 4 -

2 と光波測量結 果に おける決定 係数 R 2 は，4 段目で 0 . 9 6，0 . 9 5，5 段目

で 0 . 9 3，0 . 9 2，H T 4 - 4 と光波測量結果に おいても ，4 段目で 0 . 9 5，0 . 9 4，

5 段目で 0 . 9 1， 0 . 9 0 と高い値を 示す．

図 - 3 . 2 3 H T 4 - 2 の 緊張力変化と 4 段 目光波測量 の関係
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図 - 3 . 2 4 H T 4 - 4 の 緊張力変化と 4 段 目光波測量 の関係

図 - 3 . 2 5 H T 4 - 2 の 緊張力変化と 5 段 目光波測量 の関係
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図 - 3 . 2 6 H T 4 - 4 の 緊張力変化と 5 段 目光波測量 の関係

図 - 3 . 2 7 法 面 1 の 緊張力変化 と地中 伸縮計の関係
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 ま た ， 2 0 0 7 年 4 月 9 日から 6 月 8 日の C 期間におい ては， 2 箇所の

地中伸縮計 （ H - 1， H - 2）に変位 が見られるととも に，荷 重計 H T 3 - 2，

H T 3 - 1 5 の緊 張力の 増加が確認 される ． 図 - 3 . 2 7 は C 期間の地中伸縮計

と荷重計に よる緊 張力の関係 を示し たものであ る．地 中伸縮計 H - 1，

H - 2 の変化量と，荷 重計 H T 3 - 2，H T 3 - 1 5 による緊張力 との 決定係数 R 2

は， 0 . 9 5～ 0 . 9 8 と高 い相関が見 られる ．

3 . 3 . 2 法 面 2 の荷重計と挿入型孔内 傾斜計の関 係

図 - 3 . 2 8 に法面 2 の 2 0 1 4 年 5 月 1 6 日から 11 月 6  日の E 期間におけ

る，挿入型 孔内傾 斜計 N o . 8 と荷 重計 5 - 2 - 2 9 の 緊張力 の関係を示す．

挿入型孔内 傾斜計 N o . 8 と荷重計 5 - 2 - 2 9 の緊張力に 線形関 係が見られ ，

R 2 は 0 . 9 6 と高い 値を示す．また， 図 - 3 . 2 9 お よび 図 - 3 . 3 0 に 2 0 1 4 年 5

月 2 9 日 から 11 月 6 日の F 期 間に おける，挿入型孔内傾斜計 N o . 8，

N o . 4 と荷重計 5 - 2 - 2 9， 4 - 2 - 3 0， 4 - 2 - 3 6 の緊張力の 関係を 示す．挿入 型

孔内傾斜計 N o . 8， N o . 4 と荷重計 5 - 2 - 2 9， 4 - 2 - 3 0， 4 - 2 - 3 6 の 緊張力の関

係にも線形 関係が 認められ， R 2 は 0 . 8 2～ 0 . 9 5 と高い値を 示す．

図 - 3 . 2 8 E 期間の 緊張力変化と N o . 8 孔内傾斜計 の関係
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図 - 3 . 2 9 F 期間の 緊張力変化と N o . 8 孔内傾斜計 の関係

図 - 3 . 3 0 F 期間の 緊張力変化と N o . 4 孔内傾斜計 の関係
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図 - 3 . 3 1 法 面 3 の 緊張力変化 と設置型孔内傾斜計の関 係

3 . 3 . 3 法 面 3 の荷重計と設置型孔内 傾斜計の関 係

図 - 3 . 3 1 に 法面 3 の 2 0 1 7 年 1 0 月 1 9 日から 1 0 月 3 1 日 の G  期間に

おける，設 置型孔 内傾斜計 N o . 1， N o . 2 と荷重計 B - 1 8， D - 1 8 による 緊

張力の関係 を示す ．設置型傾 斜計 N o . 1 の深度 2 . 5 m および N o . 2 の深

度 7 . 5 m におけ る変化量と，荷重計 B - 1 8，D - 1 8 の緊張力の R 2 は， 0 . 7 1

～ 0 . 8 7 である ．本 地点の設置 型孔内 傾斜計の変 化量 は 1 . 0 m m， 0 . 3 m m

と小さいな がらも ，荷重計と の間に 良い相関が 確認で きる．

3 . 3 . 4 法 面 4 の荷重計とパイプ歪計 の関係

図 - 3 . 3 2 から図 - 3 . 3 4 に，法 面 4 の H， I， J， K の 4 期間 （ H 期間：

2 0 1 3 年 9 月 1 5 日から 9 月 1 7 日，I 期間： 2 0 1 4 年 8 月 9 日から 8 月 1 2

日， J 期間： 2 0 1 5 年 7 月 1 5 日から 7 月 1 8 日， K 期間 ： 2 0 1 7 年 1 0 月

1 6 日か ら 1 0 月 2 4 日）におけ る，パ イプ歪計の 深度 8 . 5 m の変 化と荷

重計 A 3 - 1 4， A 1 - 2 3， A 2 - 1 2 の荷重 値と の関係を示 す．
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図 - 3 . 3 2 法 面 4 の A 3 - 1 4 緊 張力変 化と パイプ歪計 の関係

図 - 3 . 3 3 法 面 4 の A 1 - 2 3 緊 張力変 化と パイプ歪計 の関係
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図 - 3 . 3 4 法 面 4 の A 2 - 1 2 緊 張力変 化と パイプ歪計 の関係

図 - 3 . 3 2 に示す 4 期間とも計 測が行 われた荷重計 A 3 - 1 4 について見

ると，測定 数が少 ないものの ，いず れも歪と緊 張力の 増加に対応 が認

められる． また， J 期間， K 期間に 計 測が行われ た荷重計 A 1 - 2 3（ 図 -

3 . 3 3）， A 2 - 1 2（ 図 - 3 . 3 4）につ いても ，同様に歪の 増加に伴って緊張力

の増加が認 められ る．パイ プ歪計 の変 化量と荷重 計の荷 重値との R 2 は，

パイプ歪計 の変化 量が 2 6 μ ε と小さ く ，デー タ数が 3 点と少ない J 期間

においては 低い値 （荷重計 A 3 - 1 4 の 0 . 4 7， A 2 - 1 2 の 0 . 5 5）を示すも の

の，その他 の H， I， K 期 間では， 0 . 7 8～ 0 . 9 8 と 0 . 7 以上の 高い値とな

っている．

3 . 3 . 5 荷 重 計と 変 位 観 測機 器 の相 関 の 検 証

表 - 3 . 2 に，各法 面における各種変 位観測機器 とアン カーに設置 した

荷重計の荷 重値と の R 2，各種 変位観 測機器の変 化量 δ e（ m m も しくは

μ ε）ならびにア ンカー荷重の変化量 ΔT（ k N），および データ数を示す．
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表 - 3 . 2 荷 重 計 と 変 位観 測 機器 の決 定 係数

観測手法 番号

5-1 30.1 30 0.93
5-2 23.9 30 0.92
4-1 29.7 30 0.96
4-2 29.8 30 0.95
5-1 30.1 30 0.91
5-2 23.9 30 0.90
4-1 29.7 30 0.95
4-2 29.8 30 0.94
H-1 1.5 16 0.95
H-4 1.3 16 0.95
H-1 1.5 16 0.97
H-4 1.3 16 0.98

43.3 No.8 12.3 21 0.96
No.8 7.7 14 0.90
No.4 9.5 14 0.82
No.8 7.7 14 0.87
No.4 9.5 14 0.91
No.8 7.7 14 0.95
No.4 9.5 14 0.85
No.1 1.0 13 0.71
No.2 0.3 13 0.82
No.1 1.0 13 0.87
No.2 0.3 13 0.82

観測手法 番号

2.6 26 3 0.93
23.4 67 4 0.98
22.3 26 3 0.55
40.6 67 4 0.96
21.0 166 4 0.95
24.0 102 4 0.78
22.9 26 3 0.47
34.7 67 4 0.98

データ
数

（個）

決定
係数

R2

法面
番号

荷重計
番号

緊張力
変化量
ΔT

（kN）

変位観測機器 変化量

δ e
（mm）

挿入型
孔内傾斜計

3
B-18 3.8 設置型

孔内傾斜計

D-18

2

5-2-29 挿入型
孔内傾斜計25.5

4-2-30 36.3 挿入型
孔内傾斜計

変化量

δ e
（με）

データ
数

（個）

決定
係数

R2

4

A1-23 パイプ歪計 BV-1CL

A2-12 パイプ歪計 BV-1CL

法面
番号

荷重計
番号

緊張力
変化量
ΔT

（kN）

変位観測機器

A3-14 パイプ歪計 BV-1CL

1

HT4-2

HT4-4

246.3

189.5

光波測量

光波測量

5.4 設置型
孔内傾斜計

4-2-36 30.0

HT3-2

HT3-15

13.8

13.8

地中伸縮計

地中伸縮計
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 法 面 1 に お い て は ，光 波 測 量 に よ り 求 め ら れ た δ e の 2 3 . 9 m m～ 3 0 . 1 m m

に 対 し ， Δ T は 1 8 9 . 5 k N， 2 4 6 . 3 k N で ， R 2 は 0 . 9 0～ 0 . 9 8 と 高 い 相 関 が 認

め ら れ る ．ま た ，地 中 伸 縮 計 に よ り 求 め ら れ た δ e の 1 . 3 m m お よ び 1 . 5 m m

に 対 し ， Δ T は 1 3 . 8 k N と な り ， R 2 は 0 . 9 5～ 0 . 9 8 と 高 い 相 関 が 認 め ら れ

る ．本 法 面 の 地 中 伸 縮 計 は ，ア ン カ ー と 平 行 に 斜 め 下 方 11 度 方 向 に 設

置 さ れ て い る た め ，R 2 が ほ ぼ 1 に 近 い 高 い 相 関 が 得 ら れ て い る と 考 え

ら れ る ．

 法 面 2 に お い て は ， 挿 入 型 傾 斜 計 に よ り 求 め ら れ た δ e の 7 . 7 m m～

1 2 . 3 m m に 対 し ， Δ T は 2 . 5 . 5 k N～ 4 3 . 3 k N で ， R 2 は 0 . 8 2～ 0 . 9 6 と 高 い 値

と な っ て い る ．

 法 面 3 に お い て は ，設 置 型 孔 内 傾 斜 計 に よ り 求 め ら れ た δ e の 0 . 3 m m

お よ び 1 . 0 m m に 対 し ， Δ T は 3 . 8 k N お よ び 5 . 4 k N で ， R 2 は 0 . 7 1～ 0 . 8 7

を 示 す ．

 法 面 4 に お い て は ， 4 期 間 の パ イ プ 歪 計 の 変 化 量 δ e が 2 6 μ ε～ 1 6 6 μ ε

に 対 し ，Δ T は 2 . 6 k N～ 4 0 . 6 k N と な っ て い る ．本 法 面 で は ，他 の 法 面 に

比 べ て 各 期 間 の デ ー タ 数 が 3 点 か ら 4 点 と 少 な く ，R 2 の 評 価 に 十 分 で

な く 低 い 値 を 示 す も の が 一 部 に 見 ら れ る が ， こ れ ら を 除 く と パ イ プ 歪

計 の 変 位 に 対 応 し て 緊 張 力 の 増 加 が 確 認 で き る ．

図 - 3 . 3 5 は ， 緊 張 力 変 化 量 Δ T と 決 定 係 数 R 2 の 関 係 を 示 し た も の で

あ る ． こ の 結 果 よ り ， 光 波 測 量 ， 地 中 伸 縮 計 ， 挿 入 型 孔 内 傾 斜 計 ， 設

置 型 孔 内 傾 斜 計 の 観 測 結 果 と 荷 重 計 に よ る 緊 張 力 と の R 2 は 0 . 7 を 超 え

高 い 相 関 を 示 す ． こ の う ち 光 波 測 量 で は ， 2 0 0 k N 程 度 以 上 の 大 き な 緊

張 力 変 化 量 を 捉 え る の に 対 し ， 地 中 伸 縮 計 ， 挿 入 型 孔 内 傾 斜 計 ， 設 置

型 孔 内 傾 斜 計 で は ，5 0 k N 以 下 の 小 さ な 緊 張 力 変 化 量 に お い て も 高 い 相

関 が 認 め ら れ る ．ま た ，パ イ プ 歪 計 で は ，デ ー タ 数 が 少 な い た め R 2 が

0 . 7 を 下 回 る も の を 除 く と ，歪 計 の 変 化 量 が 2 6 μ ε に 対 し ，5 0 k N 以 下 の

小 さ な 緊 張 力 変 化 量 も 捉 え る こ と が で き て い る ．
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図 - 3 . 3 5 緊 張 力 変 化 量 と 決 定 係 数 R 2 の 関 係

表 - 3 . 3 は ， 高 速 道 路 で 用 い ら れ る 変 位 観 測 機 器 の 管 理 基 準 値 の 目 安

5 1 )を 示 し た も の で あ る ．「 点 検・要 注 意 ま た は 観 測 強 化 」と な る 変 位 速

度 は ，伸 縮 計 ，光 波 測 距 儀 で 5 m m / 1 0 日 ，孔 内 傾 斜 計 で 1 m m / 1 0 日 ，パ

イ プ 歪 計 で 1 0 0 μ ε 以 上 と な っ て お り ， こ れ ら と 比 べ て 小 さ な 変 化 に お

い て も 変 位 観 測 機 器 の 変 化 量 δ e と 荷 重 変 化 量 Δ T と の 間 に 高 い 相 関 が

見 ら れ ， ア ン カ ー に 設 置 し た 荷 重 計 は ， 各 種 変 位 観 測 機 器 と 同 様 に 地

盤 変 動 を 捉 え て 変 化 し て い る ．

図 - 3 . 3 6 は ， テ ン ド ン 自 由 長 ( l s f )と 決 定 係 数 R 2 と の 関 係 を 示 し た も

の で あ る ． 4 法 面 の う ち 最 も テ ン ド ン 自 由 長 が 長 い も の は 法 面 4 の

2 0 . 0 m で ， 最 も 短 い も の は 法 面 3 の 5 . 1 m で あ る ． 決 定 係 数 R 2 と テ ン

ド ン 自 由 長 と の 間 に 有 意 な 関 係 は 見 ら れ ず ， 各 種 変 位 観 測 と 荷 重 変 化

量 と の 間 に テ ン ド ン 自 由 長 の 影 響 は な い と 考 え ら れ る ．

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0 250.0

法面1：光波測量-荷重計 法面1：地中伸縮計-荷重計

法面2：挿入型傾斜計-荷重計 法面3：設置型傾斜計-荷重計

法面4：パイプ歪計－荷重計

緊張力変化量 ΔT（kN）

決
定

係
数

R2

パイプ歪計

設置型孔内傾斜計

光波測量

地中伸縮計

挿入式孔内傾斜計

0.55，26με

0.47，26με
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表 - 3 . 3 各 種 変 位 観 測 機 器 に お け る 管 理 基 準 値 の 目 安 5 1 )

図 - 3 . 3 6 テ ン ド ン 自 由 長 と 決 定 係 数 の 関 係

点検または
観測強化

対策工
の検討

警戒・
応急対策

厳重警戒・
一次退避

伸　縮　計

地中伸縮計

光波測距儀

孔内傾斜計
1mm以上

／10日
5～50mm
／10日 － －

パイプ歪計 累積値 100με以上
1,000～
5,000με － －

変位速度

観測機器 表記法

対　応　区　分

5mm以上

／10日
5～50mm
／10日

10～100mm
／10日

100mm以上

／1日

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

法面1：光波測量-荷重計 法面1：地中伸縮計-荷重計

法面2：挿入型傾斜計-荷重計 法面3：設置型傾斜計-荷重計

法面4：パイプ歪計－荷重計

テンドン自由長 lsf（m）

決
定
係
数

R2

パイプ歪計

設置型孔内傾斜計

光波測量

地中伸縮計
挿入型孔内傾斜計

0.47，26με

0.55，26με
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3 . 4  ア ン カ ー 伸 び 量 と 変 位 観 測 変 化 量 の 比 較

 ア ン カ ー に 作 用 し て い る 緊 張 力 は ， テ ン ド ン 自 由 長 の 伸 び 量 に 依 存

し て 増 加 す る こ と が 考 え ら れ る ． そ こ で ， 各 法 面 に お け る ア ン カ ー 荷

重 に よ る 緊 張 力 変 化 量 Δ T を 基 に ， 前 述 し た 式 ( 1 )か ら 求 め ら れ る テ ン

ド ン 自 由 長 の 伸 び 量 u と ，そ れ に 対 応 す る 各 種 変 位 観 測 機 器 の δ e（ 法

面 1 で は 光 波 測 量 と 地 中 伸 縮 計 ， 法 面 2 で は 挿 入 型 孔 内 傾 斜 計 ， 法 面

3 で は 設 置 型 孔 内 傾 斜 計 ） と の 関 係 に つ い て 検 討 を 行 っ て み る ．

 ま ず ， 法 面 の 各 種 変 位 観 測 機 器 の 変 化 量 δ e と 緊 張 力 変 化 量 Δ T か ら

求 め ら れ る テ ン ド ン 自 由 長 の 伸 び 量 u の 比 較 を 行 っ て み る ． 表 - 3 . 4 に

法 面 の 各 種 変 位 観 測 機 器 の 変 化 量 δ e ，Δ T か ら 求 め ら れ る テ ン ド ン 自 由

長 の 伸 び 量 u， お よ び テ ン ド ン 自 由 長 の 伸 び 量 と 各 種 変 位 観 測 機 器 の

変 化 量 の 比 率 （ u / δ e ） を 示 す ．

図 - 3 . 3 7 に 変 位 観 測 変 化 量 δ e と テ ン ド ン 自 由 長 の 伸 び 量 u と の 関 係

お よ び 原 点 を 通 る 一 次 回 帰 式 と 決 定 係 数 を 示 す ． 両 者 に は R 2 が 0 . 9 4

と 高 い 相 関 を 示 す 線 形 関 係 が 認 め ら れ る ． ま た ， 変 位 観 測 の 実 測 値 に

対 し ， テ ン ド ン 自 由 長 の 伸 び 量 u は 概 ね 7 5 %程 度 で あ り ， 変 位 観 測 変

化 量 δ e に 比 べ て 若 干 小 さ い 値 を 示 す ．
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表 - 3 . 4 変 位 観 測 変 化 量 と ア ン カ ー の 伸 び 量 の 比 率

HT4-2 9.7 25.0 0.83

HT4-4 9.7 19.2 0.64

HT4-2 9.7 25.0 1.04

HT4-4 9.7 19.2 0.80

HT4-2 9.7 25.0 0.84

HT4-4 9.7 19.2 0.65

HT4-2 9.7 25.0 0.84

HT4-4 9.7 19.2 0.64

HT3-2 6.2 0.7 0.50

HT3-15 6.2 0.7 0.50

HT3-2 6.2 0.7 0.57

HT3-15 6.2 0.7 0.57

E 12.3 5-2-29 16.7 5.5 0.45

5-2-29 16.7 3.2 0.42

4-2-30 12.7 3.5 0.45

4-2-36 12.7 2.9 0.38

5-2-29 16.7 3.2 0.65

4-2-30 12.7 3.5 0.70

4-2-36 12.7 2.9 0.58

B-18 7.6 0.5 0.51

D-18 5.1 0.5 0.49

B-18 7.6 0.5 1.52

D-18 5.1 0.5 1.48

変位観測機器 法面1：光波測量（5-1，5-2，4-1，4-2）
法面1：地中伸縮計（H-1，H-2）
法面2：挿入型孔内傾斜計（No.8，No.4）
法面3：設置型孔内傾斜計（No.1，No.2）

No.2 7.5 G 0.3

1.003

No.1 2.5 G 1.0

No.4
0.5
～
9.0

F 5.0

2

No.8
13.5
～

14.5 F 7.7
0.42

0.64

H-4 － C 1.3

1

H-1 － C 1.5

0.53

4-2 － A 29.8

4-1 － A 29.7

1

5-1 － A 30.1

0.79

5-2 － A 23.9

荷重計
番号

テンドン

自由長

l sf (m)

伸び量
u

(mm)

比率

u /δ e 平均

法面
番号

観測
機器
番号

深度
(m)

期
間

変化量

δ e

(mm)
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図 - 3 . 3 7 変 位 観 測 変 化 量 と ア ン カ ー 伸 び 量 の 関 係

し か し な が ら ， 光 波 測 量 ， 挿 入 型 孔 内 傾 斜 計 ， 設 置 型 孔 内 傾 斜 計 の

変 位 観 測 機 器 の 変 位 方 向 は ， ア ン カ ー の 打 設 方 向 と 必 ず し も 一 致 し な

い ． そ こ で ， ア ン カ ー の 伸 び 量 u を 変 位 方 向 に 換 算 し て ， 変 位 観 測 機

器 の 変 化 量 δ e と 比 較 し た ． ア ン カ ー の 伸 び 量 u の 変 位 方 向 へ の 換 算

は ，図 - 3 . 3 8 に 示 す 断 面 に お け る ア ン カ ー 傾 角 お よ び 平 面 に お け る 変 位

観 測 機 器 の 変 位 方 向 と ア ン カ ー 方 向 と 関 係 か ら ， テ ン ド ン 自 由 長 の 伸

び 量 u（ m m） を ア ン カ ー 傾 角 （ α） か ら 水 平 成 分 に 補 正 し て u ’（ m m）

を 求 め ， さ ら に 変 位 観 測 機 器 の 変 位 方 向 と ア ン カ ー 方 向 が な す 角 （ θ）

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

法面1：5段目光波測量-荷重計

法面1：4段目光波測量-荷重計

法面1：地中伸縮計-荷重計

法面2：挿入型傾斜計（No.8：13.5～14.5m）-荷重計

法面2：挿入型傾斜計（No.4：0.5～9.0m）-荷重計

法面3：設置型傾斜計-荷重計

変位観測変化量 δe（mm）

伸
び
量

u（
m

m
）

地中伸縮計 法面1

設置型孔内傾斜計 法面3

光波測量 法面1-5段目

光波測量 法面1-4段目

挿入型孔内傾斜計 法面2-No.8

挿入型孔内傾斜計：法面2-No.4

y＝0.75 x
R2＝0.94
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か ら ，換 算 変 化 量 u H ’（ m m）を 求 め た ．な お ，法 面 3 の 挿 入 型 孔 内 傾

斜 計 N o . 4 で は ， す べ り 面 深 度 8 . 0 m 以 浅 の 累 積 変 位 が 地 表 面 に 向 か っ

て 北 方 向（ A 軸 の マ イ ナ ス 方 向 ）に 戻 る よ う な 変 動 を し て い る（ 図 - 3 . 9）．

こ の た め ， 地 表 面 の ア ン カ ー 頭 部 と す べ り 面 以 深 の 地 盤 を 結 ぶ 自 由 長

の 伸 び 量 の 比 較 に は ， 深 度 9 . 0～ 0 . 5 m の 変 化 量 を 比 較 対 象 と し た ． ま

た ， 法 面 1 の 地 中 伸 縮 計 は ， ア ン カ ー と 平 行 し て 設 置 し て い る た め ，

変 化 量 δ e と 伸 び 量 u を そ の ま ま 比 較 し た ．

表 - 3 . 5 に 法 面 の 各 種 変 位 観 測 機 器 の 変 化 量 δ e，Δ T か ら 求 め ら れ る ア

ン カ ー の 伸 び 量 u，換 算 変 化 量 u H ’（ m m），ア ン カ ー 伸 び 量 も し く は 換

算 変 化 量 と 各 種 変 位 観 測 機 器 の 変 化 量 の 比 率（ u / δ e，u H ’ / δ e）を 示 す ．

図 - 3 . 3 9 に 変 位 観 測 変 化 量 δ e と ア ン カ ー 自 由 長 の 伸 び 量 u お よ び 換

算 変 化 量 u H ’の 関 係 ， 原 点 を 通 る 一 次 回 帰 式 と 決 定 係 数 を 示 す ． 両 者

に は R 2 が 0 . 9 3 と 高 い 相 関 を 示 す 線 形 関 係 が 認 め ら れ る ． ま た ， 変 位

観 測 の 実 測 値 に 対 し ， ア ン カ ー の 伸 び 量 u お よ び 換 算 変 化 量 u H ’は 概

ね 8 0 %程 度 で あ り ， ア ン カ ー の 伸 び 量 を 変 位 観 測 の 変 位 方 向 に 換 算 し

た u H ’に つ い て も ，変 位 観 測 変 化 量 δ e に 比 べ て 若 干 小 さ い 値 と な っ た ．

図 - 3 . 3 8 ア ン カ ー 方 向 と 変 位 方 向 に よ る 換 算 変 位 量 u H ’の 算 出

u

u'

α
α：アンカー傾角

u ：テンドン自由長の伸び量

u'：水平成分に補正した伸び量

u' ＝ u × cosα

u'

δe
θ

uH'

δe ：変位観測の水平方向の変位量

uH'：換算変位量

uH' ＝ u' ／ cosθ

θ：変位観測機器の変位方向と

アンカー方向がなす角

（a）断面 （b）平面

変位観測機器の

変位方向

-116-



表 - 3 . 5 変 位 観 測 変 化 量 と ア ン カ ー の 伸 び 量 ・ 換 算 変 化 量 の 比 率

HT4-2 9.7 25.0 27.6 0.92

HT4-4 9.7 19.2 21.3 0.71

HT4-2 9.7 25.0 28.4 1.19

HT4-4 9.7 19.2 21.9 0.91

HT4-2 9.7 25.0 26.4 0.89

HT4-4 9.7 19.2 20.3 0.68

HT4-2 9.7 25.0 21.9 0.73

HT4-4 9.7 19.2 20.9 0.70

HT3-2 6.2 0.7 － 0.50

HT3-15 6.2 0.7 － 0.50

HT3-2 6.2 0.7 － 0.57

HT3-15 6.2 0.7 － 0.57

E 12.3 5-2-29 16.7 5.5 6.1 0.49

5-2-29 16.7 3.2 3.6 0.46

4-2-30 12.7 3.5 3.9 0.50

4-2-36 12.7 2.9 3.2 0.42

5-2-29 16.7 3.2 3.3 0.66

4-2-30 12.7 3.5 3.6 0.72

4-2-36 12.7 2.9 3.0 0.59

B-18 7.6 0.5 0.7 0.66

D-18 5.1 0.5 0.6 0.63

B-18 7.6 0.5 0.6 1.67

D-18 5.1 0.5 0.5 1.58

動態観測機器 法面1：光波測量（5-1，5-2，4-1，4-2）
法面1：地中伸縮計（H-1，H-2）
法面2：挿入型孔内傾斜計（No.8，No.4）
法面3：設置型孔内傾斜計（No.1，No.2）

No.2 7.5 G 0.3

1.133

No.1 2.5 G 1.0

5.0 0.66

F 7.7

2

No.8
13.5
～

14.5
0.47

No.4
0.5
～
9.0

F

H-4 － C 1.3

0.53

5-2 － A 23.9

1

H-1 － C 1.5

－ A 29.7

1

4-2 － A 29.8

4-1

5-1 － A 30.1

0.84

荷重計
番号

テンドン
自由長

l sf (m)

伸び量
u

(mm)

換算
変化量

uH'
(mm)

変位量比

u /δe
uH' /δe 平均

法面
番号

観測
機器
番号

深度
(m)

期
間

変位量
δe

(mm)
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図 - 3 . 3 9 変 位 観 測 変 化 量 と ア ン カ ー 伸 び 量 ・ 換 算 変 化 量 の 関 係

次 に ，ア ン カ ー の テ ン ド ン 自 由 長 ( l s f )の 長 短 が ，ア ン カ ー の 伸 び 量 u

と 変 化 量 δ e， の 比 率 に 及 ぼ す 影 響 に つ い て 検 討 し て み る ．

図 - 3 . 4 0 に 各 法 面 の 荷 重 計 設 置 ア ン カ ー の テ ン ド ン 自 由 長 と u / δ e の

関 係 を 示 す ．テ ン ド ン 自 由 長 と 変 化 量 比 u / δ e と の 間 に 明 瞭 な 関 係 は 認

め ら れ な い ．一 般 に テ ン ド ン 自 由 長 が 2 0 m 以 内 の ア ン カ ー で は ，シ ー

ス と テ ン ド ン の 摩 擦 損 失 は 無 視 し て 良 い と さ れ て お り 1 4 )，自 由 長 の 長

短 に 関 わ ら ず ， 摩 擦 損 失 に よ る 影 響 は 無 視 で き る と 考 え ら れ る ． 本 研

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

法面1：5段目光波測量-荷重計

法面1：4段目光波測量-荷重計

法面1：地中伸縮計-荷重計

法面2：挿入型傾斜計（No.8：13.5～14.5m）-荷重計

法面2：挿入型傾斜計（No.4：0.5～9.0m）-荷重計

法面3：設置型傾斜計-荷重計

変位観測変化量 δe（mm）

伸
び
量

u，
換
算
変
化
量

uH
' （

m
m
）

地中伸縮計 法面1

設置型孔内傾斜計 法面3

光波測量 法面1-5段目

光波測量 法面1-4段目

挿入型孔内傾斜計 法面2-No.8

挿入型孔内傾斜計：法面2-No.4
y＝0.80 x
R2＝0.93
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究 で 対 象 と し た ア ン カ ー の 自 由 長 は 2 0 m 以 下 で あ る た め ，明 瞭 な 関 係

が 見 ら れ な か っ た と 考 え ら れ る ． ま た ， 本 論 で 比 較 し た ア ン カ ー の 引

張 り 材 （ テ ン ド ン ） は P C 鋼 よ り 線 で ， こ の リ ラ ク セ ー シ ョ ン に よ る

減 少 率 は 5  %程 度 と さ れ て お り 1 4 )， 今 回 求 め た 伸 び 量 と 変 化 量 の 比 率

u / δ e へ の 影 響 は 小 さ い と 考 え ら れ る ．

図 - 3 . 4 0 テ ン ド ン 自 由 長 と u / δ e の 関 係
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3 . 5  変 位 方 法 と 決 定 係 数 お よ び 変 化 量 比 率 の 関 係

 法 面 1 の 光 波 測 量 ， 法 面 2 の 挿 入 型 傾 斜 計 ， 法 面 3 の 埋 設 型 傾 斜 計

の 観 測 に お け る 変 位 方 向 と 荷 重 計 を 設 置 し た ア ン カ ー の 設 置 方 向 の 関

係 か ら ， こ れ ま で 述 べ て き た 決 定 係 数 R 2 と 変 化 量 の 比 率 （ u / δ e） に つ

い て 検 討 を 行 っ て み る ．

表 - 3 . 6 に 法 面 の 各 種 変 位 観 測 機 器 の 変 化 量 δ e，ア ン カ ー の 伸 び 量 u，

変 位 観 測 機 器 の 変 位 方 向 と ア ン カ ー が な す 角 ，決 定 係 数 R 2 お よ び 変 化

量 の 比 率（ u / δ e）を 示 す ．各 法 面 の 変 位 方 向 と ア ン カ ー が な す 角 は ，法

面 1 に お い て 2 2 . 1 度 か ら 3 0 . 6 度 ， 法 面 2 に お い て 1 2 . 5 度 か ら 2 5 . 5

度 ， 法 面 3 に お い て 2 2 . 0 度 お よ び 3 6 . 0 度 で あ り ， ア ン カ ー 対 策 が 有

効 に 機 能 す る と さ れ る 0 度 か ら 4 0 度 程 度 ま で の 範 囲 1 3 )に 入 っ て い る ．

図 - 3 . 4 1 に 変 位 方 向 と ア ン カ ー が な す 角 と 決 定 係 数 R 2 の 関 係 を 示 す ．

両 者 の 間 に 明 瞭 な 相 関 は 見 ら れ ず ， 4 0 度 程 度 ま で の 範 囲 内 に お い て ，

変 位 方 向 と ア ン カ ー が な す 角 に 関 係 は な く ，い ず れ も 決 定 係 数 R 2 は 高

い 値 を 示 す こ と が 分 か る ．

図 - 3 . 4 2 に 変 位 方 向 と ア ン カ ー が な す 角 と 変 化 量 と 伸 び 量 の 比 率

（ u / δ e）の 関 係 を 示 す ．図 中 に お い て ，法 面 3 の 設 置 型 傾 斜 計 N o . 2 の

深 度 7 . 5 m に お け る 変 化 量 と ，B - 1 8 お よ び D - 1 8 の 伸 び 量 の 比 率 u / δ e が

い ず れ も 1 . 5 の 高 い 位 置 に プ ロ ッ ト さ れ る ． N o . 2 の 深 度 7 . 5 m の 変 化

量 は 0 . 3 m m と ，表 - 3 . 3 に 示 す 各 種 変 位 観 測 機 器 に お け る 管 理 基 準 値 の

目 安 や ， 他 の 法 面 の 変 位 観 測 機 器 の 変 化 量 に 比 べ て 小 さ な 値 で あ る た

め ， u / δ e が 高 く な っ た も の と 考 え ら れ る ． 法 面 3 の 設 置 型 傾 斜 計 N o . 2

の 深 度 7 . 5 m の 変 化 量 と B - 1 8 お よ び D - 1 8 の 伸 び 量 を 除 く と ， ア ン カ

ー が な す 角 と u / δ e の 間 に 明 瞭 な 相 関 は 見 ら れ ず ，ア ン カ ー 対 策 が 有 効

に 機 能 す る と さ れ る 4 0 度 程 度 ま で の 範 囲 内 に お い て ， 変 位 方 向 と ア

ン カ ー が な す 角 に よ る u / δ e へ の 影 響 は 小 さ い と 考 え ら れ る ．
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表 - 3 . 6 変 位 観 測 機 器 の 変 位 方 向 と 決 定 係 数 お よ び 変 化 量 比

HT4-2 25.0 27.8 0.93 0.83

HT4-4 19.2 30.6 0.91 0.64

HT4-2 25.0 22.1 0.92 1.04

HT4-4 19.2 25.8 0.90 0.80

HT4-2 25.0 27.8 0.96 0.84

HT4-4 19.2 30.6 0.95 0.65

HT4-2 25.0 22.1 0.95 0.84

HT4-4 19.2 25.8 0.94 0.64

E 12.3 5-2-29 5.5 25.5 0.96 0.45

5-2-29 3.2 25.5 0.90 0.42

4-2-30 3.5 25.5 0.87 0.45

4-2-36 2.9 25.5 0.95 0.38

5-2-29 3.2 23.3 0.91 0.38

4-2-30 3.5 23.3 0.91 0.41

4-2-36 2.9 23.3 0.85 0.34

5-2-29 3.2 12.5 0.69 0.65

4-2-30 3.5 12.5 0.75 0.70

4-2-36 2.9 12.5 0.75 0.58

B-18 0.5 36.0 0.71 0.51

D-18 0.5 36.0 0.87 0.49

B-18 0.5 22.0 0.82 1.52

D-18 0.5 22.0 0.82 1.48

変位観測機器 法面1：光波測量（5-1，5-2，4-1，4-2）
法面1：地中伸縮計（H-1，H-2）
法面2：挿入型孔内傾斜計（No.8，No.4）
法面3：設置型孔内傾斜計（No.1，No.2）

No.8
13.5
～

14.5

8.0
～
9.0

F

F 7.7

0.5
～
9.0

F 5.0

2

No.2 7.5 G 0.3

9.5No.4

1.0

No.4

3

No.1 2.5 G

A 29.8

決定
係数

R2

比率

u /δ e

変位方向と

アンカーが

がなす角

（度）

荷重計
番号

伸び量
u

(mm)

変化量

δ e

(mm)

1

5-1 － A 30.1

5-2 － A 23.9

4-1 － A 29.7

4-2 －

法面
番号

観測
機器
番号

深度
(m)

期
間

-121-



図 - 3 . 4 1 変 位 方 向 と ア ン カ ー が な す 角 と R 2 の 関 係
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図 - 3 . 4 2 変 位 方 向 と ア ン カ ー が な す 角 と u / δ e の 関 係

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

法面1：5段目光波測量-荷重計

法面1：4段目光波測量-荷重計

法面2：挿入型傾斜計（No.8：13.5～14.5m）-荷重計

法面2：挿入型傾斜計（No.4：8.0～9.0m）-荷重計

法面2：挿入型傾斜計（No.4：0.5～9.0m）-荷重計

法面3：設置型傾斜計-荷重計

変位方向とアンカーがなす角（度）

光波測量 法面1-4段目

光波測量 法面1-5段目

挿入型孔内傾斜計

法面2（No.8：13.5～14.5m）

設置型孔内傾斜計

法面3（No.1：2.5m）

挿入型孔内傾斜計

法面2（No.4：8.0～9.0m）

挿入型孔内傾斜計

法面2（No.4：0.5～9.0m）

変
化
量
と
伸
び
量
の
比
率
（

u 
/δ

e ）

設置型孔内傾斜計

法面3（No.2：7.5m）

-123-

＄
 

゜
▲
▲
 

◇ 

~ 
拿

公
△
A

—

0

◇

▲

△

▲

◆
 



3 . 6  ま と め

 本 章 に お い て ， 法 面 や 地 す べ り 等 で 用 い ら れ る 各 種 変 位 観 測 機 器 と

ア ン カ ー に 設 置 し た 荷 重 計 が 同 時 に 計 測 さ れ た 4 法 面 を 対 象 に ， 両 者

の 関 係 に つ い て 検 討 を 行 い ， 荷 重 計 の 変 位 セ ン サ ー と し て の 可 能 性 に

つ い て の 評 価 を 行 っ た ． そ の 結 果 ， 以 下 の 事 項 を 明 ら か に す る こ と が

で き た ．

( 1 )  ア ン カ ー に 設 置 し た 荷 重 計 に よ る 緊 張 力 の 計 測 値 は ， 法 面 な ど の

観 測 に 一 般 的 に 用 い ら れ る 各 種 変 位 観 測 機 器（ 光 波 測 量 ，地 中 変 位

計 ，挿 入 型 傾 斜 計 ，設 置 型 孔 内 傾 斜 計 ，パ イ プ 歪 計 ）の 変 位 に 良 く

追 随 し て 変 化 す る ．

( 2 )  各 種 変 位 観 測 機 器 の 変 化 と ア ン カ ー に 設 置 し た 荷 重 計 に よ る 緊 張

力 の 変 化 に は 高 い 相 関 が 認 め ら れ ，両 者 は 一 次 回 帰 式 で 近 似 で き る ．

ま た ， 変 位 観 測 機 器 の 変 化 量 が 小 さ い 場 合 で も 高 い 相 関 が 見 ら れ ，

荷 重 計 に よ る 緊 張 力 の 計 測 値 は ，変 位 観 測 機 器 と 同 等 に 地 盤 変 動 を

捉 え て い る こ と が 確 認 さ れ た ．

( 3 )  各 種 変 位 観 測 に よ る 変 化 量 と ， ア ン カ ー に 設 置 し た 荷 重 計 に よ る

緊 張 力 の 変 化 量 か ら 算 出 さ れ る テ ン ド ン 自 由 長 の 伸 び 量 の 比 較 を

行 っ た 結 果 ，緊 張 力 の 変 化 量 か ら 求 め ら れ る 伸 び 量 は ，変 位 観 測 か

ら 求 め ら れ る 値 の 7 5 %～ 8 0 %程 度 で あ っ た ．

( 4 )  各 種 変 位 観 測 機 器 と ア ン カ ー に 設 置 し た 荷 重 計 に よ る 緊 張 力 の 変

化 は ， 変 位 方 向 と ア ン カ ー 方 向 の な す 角 が 4 0 度 程 度 ま で 斜 交 し て

も 高 い 相 関 を 示 す こ と が 確 認 さ れ た ．

( 5 )  ア ン カ ー に 設 置 し た 荷 重 計 は ， 従 来 の 変 位 観 測 機 器 と 同 様 に ， 地

盤 の 変 位 を 捉 え る セ ン サ ー と し て の 機 能 を 有 す る と 考 え ら れ る ．
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第 4 章 維持管理におけるアンカー緊張力の利用

4 . 1  はじめに

 第 2 章では，ア ンカーの緊 張力は ，法面が安 定して いる場合で あっ

ても，背面 地盤の 風化程度な どの地 質条件の影 響を受 けて大きく 低下

し，地質条 件が悪 くなるにし たがっ て低下量， ばらつ きともに大 きく

なることを 示した ．第 3 章では，地 盤変位が見 られる 法面に施工 され

たアンカー の緊張 力は，従来 から使 用されてき た各種 変位観測機 器と

同様に，地 盤の変 位を捉える センサ ーとしての 機能を 有すること を示

した．アン カー緊 張力の評価 は，こ れまでアン カー緊 張力の変化 が不

明確であっ たため ，表 - 1 . 1 に示した アンカー維持管理 における残 存緊

張力の健全 度の目 安 2 )のような定性 的な評価に より，緊張力が低 下も

しくは増加 してい る場合一律 に，ア ンカーもし くは法 面に問題が ある

と判定され ており ，これらの 関係を 考慮した効 率的な 施工および 維持

管理が行わ れてい ない．

 こ う した 課 題に 対し ，本 章 ではア ンカーの緊 張力低 下と地質条 件の

関係，アン カー緊 張力が地盤 の変位 を捉えるセ ンサー としての機 能を

有すること につい ての検討結 果に基 づき，効率 的なア ンカーの維 持管

理に向けて ，緊張 力が低下し やすい 地質条件に おける 建設段階の 上げ

越し量，供 用段階 の緊張力低 下アン カーに対応 する再 緊張の提案 ，ア

ンカー維持 管理に おける緊張 力計測 の面的配置 の提案 およびアン カー

緊張力変化 を基に した新たな 法面の 管理手法に ついて 検討を行っ た．

4 . 2  緊張力低下ア ンカーへの対応方法 について

 第 2 章では，岩 級区分による 8 段 階の地質条 件にお いては，地質条

件が悪くな るにし たがって， 緊張力 低下と R p t のばら つきが大き くな
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ることを示 した．火成岩の D 級およ び土砂 ，堆積 岩の C L～ D， D 級お

よび土砂，変成岩 の D 級（火成岩，堆積岩の結 果を踏 まえると土 砂も

含まれると 想定さ れる）では ，施工 から 1 0 年もしくは 1 5 年以上を経

過すると， R p t が 5 0 %を下回る アンカー が出現する ．これ らは，表 - 1 . 1

に示した残 存緊張 力とアンカ ー健全 度の目安 2 )に照ら すと，機能 が大

きく低下し ている ，または，機 能して いない状態で あり，「 対策を実施」

と評価され ること とになる． 地質条 件が悪い法 面では ，このよう な評

価がなされ るアン カーが出現 するこ とから，ア ンカー の維持管理 にお

ける大きな 課題と なる．

 こ こ では ，デー タ 数が 3 2 と多く，緊 張力低下と R p t の最 大値と最小

値の差が大 きい，堆積岩の S - 3 法面の D 級における，施工 から 1 5 . 4 年

後に実施し たリフ トオフ試験 結果（ 表 - 2 . 9）な らびに ， 1 8 年後に 実施

した緊張力 低下ア ンカーの再 緊張と ，その後の 荷重計 による緊張 力の

計測結果を 用いて ，建設段階 および 供用段階に おける 緊張力低下 が大

きいアンカ ーへの 対応方法を 検討し てみる．

4 . 2 . 1  建設段階における対応方法

 建 設 段階 に おけ る対 応方 法 として ，低下量を 見込み ，設計アン カー

力（ T d）より も高い 定着時緊張 力（ P t）を導入（上げ 越し）し，残存緊

張力を T d に対する 残存率（ R t d（＝ P e / T d））で 評価す る方法 が考えられ

る． S - 3 法面 では，設計アンカー力（ T d）を定着時 緊張力（ P t）として

いる．図 - 4 . 1 に 1 5 . 4 年後のリフトオフ 試験の平均 値，最大値，最小値

と，上げ越し 量を T d に対して， 1 0 %， 2 0 %， 3 0 %， 4 0 %， 5 0 %とした場

合の R t d を 示す． 各上げ越し 量における R p t は ，上げ 越しを行っ ても

R t d の最大値と最小値の差とば らつき は変化しないと考 え，それ ぞれの

上げ越し量 を平均 値，最 大値 ，最小値 に加算した ．S - 3 法 面では ，1 5 . 4

年後におい て残存 率が 5 0 %以下とな り，残存緊張 力とアンカー健 全度

の目安にお いて，「対策を実施」と 評価 されるアン カーが 4 4 %存在す る

のに対し，1 0 %お よ び 2 0 %上げ越 し時には 1 6 %，3 0 %および 4 0 %上げ越
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し時には 9 %， 5 0 %上げ越し時 には 0 %となり，「 対策を実 施」と評価さ

れるアンカ ーの割 合は減少す る．し かし一方で は，残 存率が高い アン

カーも存在 するた め， 3 0 %上 げ越し 時から，残存率が T d を超えるア ン

カーが出現 しはじ め， 5 0 %上げ越し時 には， 5 0 %ものア ン カーが T d を

超えると想 定され ，法面に過 大な残 存緊張力の アンカ ーが多く存 在す

ることにな る．ま た，上げ越 しを行 う場合，採 用する アンカーの 許容

アンカー力 （ T a） は定着時緊張 力より大きくする 必要が あり 1 )，切土

の進行など による 施工状況の 変化に よって緊張 力が増 加する可能 性を

考慮すると ，より 大きな余裕 のある 規格のアン カー， 受圧構造物 が必

要となる． このた め，現実的 な対応 として緊張 力低下 が大きい地 質条

件における P t の上 げ越し量は ，1 0 %程 度までが妥 当であ り，3 0 %～ 5 0 %

の上 げ 越し は 過大 であ る と考え られる． S - 3 法面 では，残存緊 張力と

アンカー健 全度の 目安におい て，「対 策を実施」と 評価されるアンカー

が，4 4 %存在 するの に対して，1 0 %の上げ越しによって半 分以下の 1 6 %

にまで減少 すると もに， 2 8 %のアン カーが， R t d（ R p t）で 5 0 %を下回 ら

なくなり， 一定の 有効性が確 認でき る．しかし ，上げ 越しのみで は緊

張力低下が 大きい アンカーへ の対応 を十分かつ 効率的 に行うこと はで

きないため ，緊張 力低下が大 きい地 質条件の法 面では ，次に述べ る再

緊張を行い やすい 構造のアン カーを 採用してお くこと が必要と考 えら

れる ．  

4 . 2 . 2  供用段階における対応方法

 供 用 段階 に おけ る緊 張力 低 下が大 きいアンカ ーへの 対応方法と して ，

再緊張の実 施が考 えられる．図 - 4 . 2 に S - 3 法 面において 施工から約 1 8

年後に行っ た，緊 張力低下アンカー（ 2 - 2 - 6，2 - 2 - 7 ア ンカー ）の再緊張

と再緊張後 の荷重 計による緊 張力の 計測結果を 示す． 2 - 2 - 6 および 2 -

2 - 7 アンカー の R p t は，再緊張 前には それぞ れ 8 %， 11 %と， P t（ ＝ T d）

の 1 0 %前後の状態 であった． 再緊張 は，定着部 の引き 抜けなど， アン

カー機能に 損失が ないことを 確認し たうえで，T d の 8 0 %を目標に 7 8 %，
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図 - 4 . 1 S - 3 法面 D 級の 1 5 . 4 年後を 例とした上げ 越し量の検討

7 7 %を導 入 し た． 再 緊 張後 の緊 張 力 は ， わ ず か な 低 下傾 向は 見ら れ る

が，荷重計によ る計測開始から 4 . 9 年後 においても ，2 - 2 - 6，2 - 2 - 7 アン

カーの R p t は，それ ぞれ 7 1 %，6 5 %が保 たれており，再緊張は緊張力低

下アンカー の対応 方法の一つ として 有効と考え られる ．再緊張の 実施

時期につい ては， R p t が 5 0 %を下回 り， R p t のばらつ きが大きくなる 1 5

年～ 2 0 年後が 効果的ではない かと考 えられる．しかし，施工後間も な
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い数ケ月後 の時期 もしくは， 数年後 における再 緊張の 実施も一定 の効

果があると 考えら れるため， このよ うな事例を 収集し ，再緊張の 実施

時期の検証 を行う 必要がある ．

本検討に 用いた法 面は，い ずれも法面変状の ない安定している と評

価される法 面であ る．このため，R p t が 5 0 %を下回 って も，残存緊 張力

とアンカー 健全度 において， 直ちに 「対策を実 施」と 評価するの では

なく，頭部 背面調 査や維持性 能確認 試験などに よるア ンカー機能 の健

全性調査 4 )を行っ たうえで， 機能に 損失がある 場合に は機能回復 やア

ンカーの更 新，損 失がない場 合には 再緊張やモ ニタリ ングを行う など

の対応を講 じてい くことが妥 当と考 えられる．

 朝 日 ら 3 3 )は，施工から 3 2 0 日間の アンカーの 緊張力 を計測し，緊張

力の残存率 は，経 過時間の対 数で近 似できると してい る．また， 地盤

工学会の「 グラウ ンドアンカ ー工法 の調査・設 計から 施工まで」 2 9 )に

よると，ア ンカー の緊張力の 低下量 の推定方法 として ，経過時間 の対

数近似によ る長期 的な緊張力 低下量 の試みにつ いて述 べられてい る．

S - 3 法面の 2 - 2 - 6， 2 - 2 - 7 アンカーの再緊張後の 4 . 9 年間の荷重計によ

る緊張力の 計測結 果から，そ れぞれ のアンカー の緊張 力変化の対 数近

似式を用い て，再緊 張から 2 0 年後の 緊張力を予測してみた．図 - 4 . 3 に

再緊張から 2 0 年 後の緊張力の 予測を示す．予測は ，荷 重 計による緊 張

力の計測の 2 回 目以降の 1 時間に 1 回の頻度で 計測し た， 4 . 9 年 間の

データを用 いて， 自然対数の 近似式 を求めた． 経過時 間（年）に よる

対数の近似 式の決 定係数（ R 2）は， 2 - 2 - 6 アンカ ーが 0 . 5 6， 2 - 2 - 7 アン

カーが 0 . 8 3 と高い 値を示す． 対数近 似による 2 0 年後 の 2 - 2 - 6， 2 - 2 - 7

アンカーの 緊張力 は，それぞれ 5 7 6 . 0 k N，5 1 2 . 5 k N と予測され，両者の

値に大きな 差はな く，いずれ も再緊 張 前の 6 3 . 0 k N，6 9 . 0 k N よりも高い

値が得られ た．こ のことから も，再 緊張は緊張 力低下 アンカーへ の対

応方法とし て有効 であると考 えられ る．
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図 - 4 . 2 S - 3 法面における再緊張後の緊張力計測 結果

図 - 4 . 3 S - 3 法面再緊張アンカーの 2 0 年後の緊張 力の予 測
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4 . 3  法面における 効率的な緊張力計測 配置につい て

 ア ン カー の 緊張 力低 下は ， 背面地 盤の地質条 件に応 じて異なり ，両

者に関係が あるこ と，また， アンカ ーに設置し た荷重 計は，従来 の変

位観測機器 と同様 に，地盤変 位を捉 えるセンサ ーとし ての機能を 有す

ることを示 してき た．アンカ ーの残 存緊張力は ，アン カーや法面 の健

全性を評価 する指 標の一つで あり， アンカーの 建設段 階から供用 後の

維持管理に おいて ，緊張力の 計測が 行われる． 表 - 4 . 1 に各種要領 およ

びマニュア ルによ る緊張力の 計測数 量の目安を 示す． 土工施工管 理要

領 1 9 )では，アンカーの施工時 には荷 重計による 緊張力 管理を行う こと

としており ，設 置数 量の目安と して，ア ンカー全本数の 5 %かつ 5 本以

上（ 2 0 本未満で これによりが たい場 合は，設置 数量を 2 本とするこ と

ができる） として いる．維持 管理段 階において は，維 持管理マニ ュア

ル 2 )，地盤工学会 基準 1 4），調 査 要領 2 2 )に健全性調 査の項 目として ，荷

重計設置，リフ トオ フ試験の実 施に関 する記載が あり，お およそ 5 %～

1 0 %かつ 3 本～ 5 本以上は実施 数量の目安とされる．

 さ ら に， 健 全性 調査 にお い てアン カーの健全 性に問 題があると 評価

される場合 には， より詳細な 残存緊 張力分布調 査（追 加調査）や 面的

調査がなさ れるこ ととなり， 調査要 領 2 2 )では 2 5 %以 上が目安とされ，

「 S A A M ジャッキ を用いた既設アン カーのり面 の面的 面的調査マ ニュ

アル（案）（以 下，面的調査マ ニュア ル）」 5 2 )で は，全 数調査の実施 が

望ましいが，全数調査が難しい場合に は，全アンカ ー本数 の 2 5 %～ 5 0 %

程度を目安 とした 間引き調査 を行い ，この面的 調査結 果を基に必 要に

応じて追加 調査を 実施すると してい る．

 こ の よう に アン カー の緊 張 力管理 について， 各種要 領において 建設

段階および 供用段 階の実施数 量の目 安が記載さ れてい る．アンカ ー施

工時の施工 管理， 維持管理段 階の健 全性評価に おける 荷重計設置 やリ

フトオフ試 験の実 施数量の目 安は， 5 %～ 1 0 %以 上かつ 3～ 5 本以上と

され，それ らの実 施位置は， アンカ ーの健全性 評価や 同評価結果 に基
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づいて追加 する残 存緊張力分 布調査 や面的調査 のよう な二次調査 ，さ

らに必要と なる追 加調査にと って重 要と考えら れるも のの，効率 的な

配置や追加 調査に 関する検討 は十分 に行われて いない ．

 こ こ では ， 建設 段階 およ び 維持管 理段階にお いて地 盤変動が生 じ，

アンカーの 緊張力 増加が見ら れ，残 存緊張力分 布調査 や面的調査 のよ

うな二次調 査，さ らにリフト オフ試 験を追加し た複数 の法面を例 に効

率的な緊張 力計測 の配置につ いて検 討を行う．

表 - 4 . 1 各 種 要領 ・ マ ニ ュア ル に よ る 緊 張 力の計測数量 の目安

時　期 要領・マニュアル
調査の
位置付け

項　目 本数の目安 備　考

建設段階
（施工段階）

NEXCO土工施工管理要領
（2017）19) 施工管理

荷重計
設置

5%かつ
5本以上

施工数量が20本未満の
場合は2本とすることが
できる

荷重計
設置

10%かつ
3本以上

残存緊張力のモニタリ

ング

リフトオフ

試験

10%かつ
3本以上 －

地盤工学会基準

（2012）14) 健全性調査
リフトオフ

試験

5%かつ
3本以上

健全性判定で健全性調
査が必要とされたアン

カーとその周辺につい

ては別途実施

リフトオフ

試験

5%かつ
5本以上

全数が20本未満の場合
は2本以上

緊張力
計測

－
既設の荷重計から緊張力
を計測する

残存緊張力
分布調査
（追加調査）

リフトオフ

試験
25%以上 健全度調査の結果から

必要に応じて実施

面的調査マニュアル(案)

（2010）52) 面的調査
リフトオフ

試験

100%が
望ましいが

 25%～50%

面的調査結果を基に必
要に応じて追加調査を

実施

供用段階
（維持管理段階）

維持管理マニュアル

（2008）2) 健全性調査

NEXCO調査要領
（2017）22)

健全性調査
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4 . 3 . 1  緊張力計測配置の検討に用いた法面

 緊 張 力計 測 配置 の検 討に 用 いた法 面のアンカ ーおよ び緊張力計 測の

数量を 表 - 4 . 2 に示 す． 3 法面はいずれもアンカーが施工された法面 に

変動や，そ れに伴 う緊張力増 加が見 られ，残存 緊張力 分布調査と して

多くのリフ トオフ 試験を実施 した法 面である．法面 A では，ア ンカー

施工本数の 6 6 本 に対して，全 数の 6 6 本（箇所） におい てリフトオ フ

試験による 残存緊 張力の調査 を行っ ており，リ フトオ フ試験の試 験率

（試験数／ 施工本 数）は 1 0 0 . 0 %であ る．法面 B では，アンカー施工本

数の 8 8 本に対して ， 5 3 本（ 箇所）においてリフトオフ試験による 残

存緊張力の 調査を 行っており ，リフ トオフ試験 の試験 率は 6 0 . 2 %であ

る．法 面 C では， アンカー施 工本数 の 1 6 8 本に対 して， 4 6 本（箇所）

においてリ フトオ フ試験によ る残存 緊張力の調 査を行 っており， リフ

トオフ試験 の試験 率は 2 7 . 4 %である．

表 - 4 . 2 緊 張 力 計 測 配置 の 検討 に用 い た法 面

試験数
n(本)

試験割合
n/N(%)

A EHD5-4 439.2 574.0 516.6 66 369.3 369.3 66 100.0
建設後に法面変

動により緊張力

が増加

B SMC5-5 549.0 780.0 702.0 6 474.0 474.0 6 100.0

SMC5-7 768.6 1,092.0 982.8 25 724.0 724.0 13 52.0

SMC5-6 658.0 936.0 842.4 32 657.0 657.0 18 56.3

SFL-6 940.0 1,322.0 1,189.8 25 940.0 940.0 16 64.0

合計 － － － 88 － － 53 60.2

C VSL E5-4 439.0 624.0 561.6 168 341.9 341.9 47 28.0
供用段階に法面

変動により緊張

力が増加

備　考

降伏

引張り力

T ys(kN)

0.9 T ys

(kN)
施工本数

N(本)

設計

アンカー力
T d(kN)

リフトオフ試験定着時

緊張力

P t(kN)

建設段階および

供用段階に法面

変動により緊張

力が増加

許容

アンカー力

T a(kN)

法面
番号

アンカー
規格
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 法 面 A，法面 B および法面 C のリ フトオフ試験結果 に基づく，残存

緊張力の A， B， C， D， E の評価区分 の分布図を 図 - 4 . 5，図 - 4 . 6 および

図 - 4 . 7 にそれ ぞれ示 す．なお，A～ E の評価区分の分布図は，表 - 4 . 3 に

示す よ う に ，定 着時 緊張 力 （ P t） から の 緊 張力 低 下と 増加 が 分 かり や

すいよう， 緊張力 が低下した 場合 の A から D の右肩に「－（マイナ

ス）」を付けて 緑色から青色の寒色系 で着色し，緊 張力が増加した場合

の A から E の右肩に「＋（プ ラス）」を付けて緑 色から 臙脂色の暖色

系で着色し た．

表 - 4 . 3 残 存 緊張 力 とア ンカ ー 健全 度 の 目 安 2 )

（ A～ E の右肩に「 ＋」，「－」 を追記 し着色した）

健全度 状　　態 対　処　例

T ys：テンドンの降伏引張り力， T a：許容アンカー力，

T d：設計アンカー力， P t：定着時緊張力

T a

B＋ － 経過観察により対策の必要性を検討

0.9 T ys

D＋ 危険な状態になる恐れあり

対策を実施1.1 T a

C＋ 許容値を超えている

0.5 P t

C－ 機能が大きく低下している

対策を実施

0.8 P t

B－ － 経過観察により対策の必要性を検討

0.1 P t

D－ 機能していない

残存緊張力
の範囲

E＋ 破断の恐れあり 緊急対応を実施

健全 －

P t

A－ 健全 －

T d

A＋
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図 - 4 . 4 法 面 A の残存緊張力評価区分 の分布図
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図 - 4 . 5 法 面 B の残存緊張力評価区分 の分布図
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図 - 4 . 6 法 面 C の残存緊張力評価区分 の分布図
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 法 面 A では， 2 段の法面に わたっ て全 6 6 本のア ンカーが施工さ れ

ている．基 盤地質 は中生代白 亜紀に 属する花崗 岩であ る．アンカ ーの

規格は E H D 5 - 4 であり，定着時緊張 力（ P t）には，設計アン カー力（ T d）

の 3 6 9 . 3 k N が採用 されている ．本法 面では，建 設直後 から法面の 変動

および亀裂 などの 変状が見ら れたた め，施工全 数の 6 6 本のアン カー

において， リフト オフ試験に よる残 存緊張力分 布調査 （面的調査 ）を

行った．図 - 4 . 4 に 示す評価区 分の分 布図では，主測線 の特に一段 目法

面で緊張力 増加が 大きく，C＋ ，D＋ お よ び E＋ と な る 領 域 が 存在 し ，そ

の周 辺 に緊 張力の 増加量が小 さな B＋ の 領 域が 見 られ る ．1 段目法面の

左端部では 緊張力 が B＋ よ り も 増加 し た C＋ の 領 域 が，右 端 部では 緊 張

力が 低 下した A－ の 領 域が 見 ら れ る ．

 法 面 B では，3 段の法面にわ たって全 8 8 本のアンカ ー が施工され て

いる．基盤 地質は 中生代ジュ ラ紀～ 三畳紀の野 洲川層 群に属する 頁岩

である．ア ンカー は 4 つの異なる規 格が採用さ れており， 4 段目 の上

から S M C 5 - 5， S M C 5 - 7， S M C 5 - 6， S F L - 6 であり，いずれも 定着時緊張

力（ P t） には， 設計 アンカー力 （ T d）が採用され，それぞ れ 4 7 4 . 0 k N，

7 2 4 . 0 k N，6 5 7 . 0 k N，9 4 0 . 0 k N である．本 法面では，建設段階 に法面変動

が確認され ，アン カーの施工 によっ て変動は， 一旦は 収束したが ，供

用段階の健 全性調 査において 一部に 緊張力増加 が確認 されたため ，リ

フトオフ試 験を追 加し，施工 全数の およそ 6 0 %に あた る 5 3 本のア ン

カーにおい て，残 存緊張力分 布調査 （面的調査 ）を行 った． 図 - 4 . 5 に

示す 評 価 区 分の 分布 図 で は， 主測 線 の中 央 部 に C＋ と な る 緊 張 力 増 加

領域 が 見ら れ るも のの，その周辺 は緊 張力がやや 低下し，A－ と 評 価 さ

れる 領 域が 分 布す る．ま た，それより 外側では，緊張 力が増加し ，C＋

お よ び E＋ と な る ド ー ナ ツ 状 の 領 域 が 見 ら れ る． 法面 の 左 端 部に は緊

張力が 低下 した A－ の 領 域 が 見 ら れ る も の の ， 右 端部 は緊 張力 が 増加

し C＋ お よ び D＋ と な る 領域 と なっ て い る ．

 法 面 C では， 3 段 の法面にわ たって 全 4 2 3 本のア ンカーが施工さ れ
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ている．基 盤地質 は中生代ジ ュラ紀 の美濃帯に 属する 砂岩・頁岩 互層

である．ア ンカーの 規格は V S L E 5 - 4 で あり，定着 時緊張力（ P t）には ，

設計アンカ ー力（ T d）の 3 4 1 . 9 k N が採用されている．表 - 4 . 2 に示 すア

ンカー施工 本数と リフトオフ 試験の 数量， 図 - 4 . 6 に示 す評価区分の分

布図は，ア ンカー が施工された 3 段 の法面のう ち，緊 張力増加が見ら

れた 1 段目法面に おける調査 結果で ある．なお 1 段目中央部の 3 9 m 間

は，地質の状態が 良好であった ため，当初アンカー の施工 が行われず，

法枠工が施 工され ，この法枠 工の両 側に全 1 6 8 本のア ンカーが施 工さ

れている． 本法面 では，供用 段階の 健全性調査 におい て一部に緊 張力

増加が確認 された ため，リフ トオフ 試験を追加 し，施 工全数のお よそ

3 0 %にあたる 4 7 本 のアンカー におい て，残存緊張 力分布 調査（ 面的調

査）を行っ た．図 - 4 . 6 に示す 評価区 分の分布図では，法 枠工の施工 範

囲の両側で 緊張力 が増加し ，B＋ ，C＋ お よ び D＋ と な る 領域 が 見ら れる ．

その 周 辺で は，緊 張力が低下 する傾 向が顕著に なり， 次第に小さ くな

り，法面の 両端部 に向かって A－ ， B－ の 領 域が 見 られ る ．

4 . 3 . 2  緊張力計測配置の基本的な考え方と追加調査の流 れ

 緊 張 力増 加 が見 られ た 3 法面を例 とした効率的な緊 張力配置の 検討

にあたって ，様々 な段および 列数に おいて施工 される アンカーに 対す

る荷重計設 置もし くは健全性 調査の リフトオフ 試験実 施位置の基 本的

な配置につ いて検 討する．ア ンカー の施工は， 1 段の 法面もしくは複

数段の法面 におい て，施工段 数およ び列数が多 様であ るため，こ こで

は，アンカ ーが 2 段 の法面にそ れぞれ 2 段， 3 段， 4 段， 5 段で施工さ

れる場合を 想定し，各種要領 2 )， 1 4 )， 2 2 )に示された 健全性 調査数量の 目

安である全 数の 5 %～ 1 0 %かつ 3～ 5 本以上で荷重計設置もしくはリフ

トオフ試験 位置を 配置するこ ととす る．第 2 章に示し たアンカーの緊

張力低下は ，地質 条件悪い場 合には 残存率の最 大値と 最小値の差 とば

らつきが大 きくな る傾向があ る．ま た，本章に 示した 緊張力増加 した

3 法面の例では ，法 面変動に伴 う緊張力の増加は，必ずし も主測線（中
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心線）において大 きくなく，一 様な増 加も見られる とは限 らないため，

荷重計設置 やリフ トオフ試験 実施位 置は，法面 全体の 緊張力が把 握で

きるように ，まん べんなく配 置する 必要がある といえ る．

 こ こ で， 2 段 の法 面を対象に 1 法面 あたり 2 段， 3 段， 4 段および 5

段ずつ，2 3 列 のア ンカーが施 工され た法面の緊 張力計測の配置例 を 図

- 4 . 7，図 - 4 . 8，図 - 4 . 9 および 図 - 4 . 1 0 に示 す．緊張 力計測の配 置方法は，

主測線（中 心線） において列 方向に 2 段間隔で配 置し， 左右に設け る

副測線は 3 列飛ば しとし，左 - 1，右 - 1 とした奇数 の副測 線では，主 測

線と千鳥に なるよ う 2 段間隔以上空 けて主測線 より数 量を少なく して

配置する． さらに その外側の 左 - 2，右 - 2 とした偶数 の副測線では，主

測線と同様 の数量 を千鳥にな るよう に配置する ．これ らよりもさ らに

両端にアン カーが 施工される 場合に は，左右の 奇数お よび偶数の 副測

線の配置を 千鳥配 置となるよ う繰り 返していく ．なお ，これらが 対応

しない場合 ，例え ば 1 段 目の法面に はアンカー が 4 段， 2 段目 の法面

にはアンカ ーが 2 段施工され る場合 には， 1 法面あ たり 4 段のケース

と 2 段のケースを 組み合わせ た配置 を行う．

図 - 4 . 7 に示した 2 段法面の 2 段・ 2 3 列のケース の計測 数は 5 箇所

（本）であ り，施工 全数の 9 2 本に対 す る計測率は 5 . 4 %である．また，

図 - 4 . 8 に示した 2 段 法面の 3 段・ 2 3 列 では，計測 数は 8 箇 所，計測率

は 5 . 8 %， 図 - 4 . 9 に示した 2 段法面の 4 段・ 2 3 列では，計測数は 1 0 箇

所，計測率は 5 . 4 %， 図 - 4 . 1 0 に示 した 2 段法面の 5 段・ 2 3 列では，計

測数は 1 3 箇所， 計測率は 5 . 7 %である ．

これら 4 ケースにおいては，両端の アンカーが 2 列ずつ計測できな

いこととな るため ，余り数に よる計 測率を求め てみる ． 表 - 4 . 4 にアン

カーの施工 列数に よる緊張力 の計測 率の変化を 示す． 列の違いに よっ

て施工全数 に対す る割合は変 化する が，おおむね 5 . 4 %～ 7 . 0 %の緊 張力

の計測率となる． これらの計測率 は，各種要 領およ び基準 2 )， 1 4 )， 1 9 )，

2 2 )に 示さ れ る 健全 性 調 査の 目安 で あ る 5～ 1 0 %の 範 囲に 入 っ てい る ．
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なお，最端 部の計 測が行うこ とがで きない配置 の場合 ，必要に応 じて

最端部の計 測を加 えることも 考えら れる．

図 - 4 . 7 2 段法 面の 2 段・ 2 3 列の緊張力計測の配置例

図 - 4 . 8 2 段法 面の 3 段・ 2 3 列の緊張力計測の配置例
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：荷重計設置もしくは健全性調査（リフトオフ試験）実施アンカー（計測率：8箇所／138本＝5.8%）
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図 - 4 . 9 2 段法 面の 4 段・ 2 3 列の緊張力計測の配置例

図 - 4 . 1 0 2 段法面 の 5 段・ 2 3 列の緊 張力計測の 配置例
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表 - 4 . 4 ア ン カ ー の 施 工列 数に よる 緊 張力 の計測率の変 化

 次 に ，荷 重 計計 測お よび 健 全性調 査のリフト 試験結 果において 緊張

力増加もし くは低 下が見られ ，残存 緊張力や面 的調査 などの追加 調査

法面数 段数 列数
アンカー
施工数
N(本)

緊張力計測数
n(箇所，本)

計測率
n/N(%)

19 76 5 6.6

20 80 5 6.3

21 84 5 6.0

22 88 5 5.7

23 92 5 5.4

19 114 8 7.0

20 120 8 6.7

21 126 8 6.3

22 132 8 6.1

23 138 8 5.8

19 152 10 6.6

20 160 10 6.3

21 168 10 6.0

22 176 10 5.7

23 184 10 5.4

19 190 13 6.8

20 200 13 6.5

21 210 13 6.2

22 220 13 5.9

23 230 13 5.7

2 5

2 2

2 3

2 4
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を実施する 場合に ついて検討 する． 残存緊張力 に増加 または低下 し，

残存緊張力 とアン カー健全度 の目安 2 )にお いて， C＋ ， D＋ ， E＋ ， C－ ，

D－ と な る 結 果 が 得 られ ，緊張 力が 増 加した場合には，法面 の不安定化

やアンカー の破断 の恐れがあ り，緊 急対応の実 施が必 要となるこ とが

考えられ， このよ うなアンカ ーを絞 り込んでい くこと が重要とな る．

詳細な残存 緊張力 分布調査お よび， 緊張力増加 または 低下アンカ ーの

絞り込みを 行うた め，図 - 4 . 11 に示す ような問題 の考え られるアン カー

の左右もし くは上 下のアンカ ーで追 加調査を実 施する 流れを検討 して

みる．追加 調査は ，次のよう な考え 方で行う．

 緊 張 力計 測 の配 置に より 決 定した アンカーの 緊張力 計測を行っ たう

えで，こ の結果を基 に，①緊張力が A＋ ，A－ ， B－ と な り表 - 4 . 3 の健全

度の目安に おいて 「健全」と 評価さ れる場合に はリフ トオフ試験 によ

る追加調査 は実施 しない． ②緊張 力 が B＋ ， C－ と な り 「経 過観 察 によ

り対 策 の必 要 性を 検討」と評 価され る場合は左 右のア ンカーにお いて

リフトオフ 試験に よる追加調 査を実 施する．③緊張力が E＋ ，D＋ ，C＋ ，

D－ と な り「 緊 急対 策を 実施 」もし く は「対策を 実施」と評 価される場

合には，左 右上下 のアンカー におい て追加調査 を実施 する． ④追加調

査の対象と なった アンカーに おける リフトオフ 試験（ 緊張力計測 ）の

結果，さ らに E＋ も し くは D－ と な っ た 場 合 にの み ，左 ま た は右 のアン

カーで追加 調査を 実施し，左 右にア ンカーが無 い場合 には上下に おい

て実施する ． ⑤リ フトオフ試 験によ る追加調査は，評 価が E＋ ， D－ 以

外 と な るま で 継続 する ．

こ のよ う に，リフ トオフ試 験を順次，追加す ることで危険な状 態に

ある，もし くは機 能が大きく 低下し ，機能して いない ないと評価 され

るアンカー の分布 状況を把握 する． 緊張力の変 化の少 ない健全な 法面

では緊張力 の計測 率が小さく ，計測率 は 5 . 4 %～ 7 . 0 %であるが，緊張力

が極端に増 加もし くは低下し たアン カーが多い 法面で は，計測率 が増

加していく ことに なる．
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図 - 4 . 11 荷 重 計 計 測 およ び 健 全 性調 査 から 追加 調査の 流れ

【追加調査の考え方】

【さらなる追加調査の実施】

：荷重計計測もしくは健全性調査（リフトオフ試験）で，A＋もしくはA－，B－と評価されるアンカー
（左右のアンカーでの追加調査は実施しない）

：荷重計計測もしくは健全性調査（リフトオフ試験）で，B＋もしくはC－と評価されるアンカー
（左右のアンカーでの追加調査を実施する）

：追加調査（リフトオフ試験）を実施するアンカー

：B＋以上もしくはC－以下と評価され，追加調査を実施

：荷重計計測もしくは健全性調査（リフトオフ試験）で，C＋，D＋，E＋もしくはD－と評価されるアンカー
（上下左右のアンカーでの追加調査を実施する）

：追加調査の結果，D＋，C＋，B＋，A＋，A－，B－，C－と評価されるアンカー
（さらなる追加調査は実施しない）

：追加調査の結果，E＋もしくはD－と評価されるアンカー
左もしくは右のアンカーでさらに追加調査を実施する

：荷重計計測もしくは健全性調査（リフトオフ試験）で，B＋以上もしくはC－以下となり，追加調査を実施

：追加調査（リフトオフ試験）でE＋もしくはD－と評価され，さらなる追加調査を実施
追加調査は，E＋，D－以外の評価になるま継続
左右にアンカーが無い場合には，上下のアンカーにおいて行う
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4 . 3 . 3  ３法面の緊張力計測配置と追加調査までのシミュ レーション

 緊 張 力増 加 が見 られ る 3 法面の残 存緊張力分布図に 基づき，前 項に

示した緊張 力計測 の配置なら びに追 加調査方法 に基づ き，荷重計 もし

くは健全性 調査に おけるリフ トオフ 試験を実施 した場 合の各法面 の追

加調査まで の流れ についてシ ミュレ ーションを 行って みる．法面 A，

法面 B および法面 C のシミュレーシ ョン結果を 図 - 4 . 1 2， 図 - 4 . 1 3 およ

び 図 - 4 . 1 4 にそ れぞれ示す．

 法 面 A は 2 段の法面にわた って，そ れぞれアン カーが 3 段， 1 0～ 1 2

列で施工さ れてい る．前項に 示した 配置方法に よって 緊張力計測 位置

を決定する と，図 - 4 . 1 2 ( a )に示す ように，施工全数 の 6 6 本に対して 6 . 1 %

の 4 箇所となる． この計測位 置にお いて荷重計 計測も しくはリフ トオ

フ試験結果 から得 られる緊張 力の健 全度評価は ，図 - 4 . 1 2 (b )に示すよう

に D＋ は 1 箇所，C＋ は 1 箇所，B＋ は 1 箇所，A－ は 1 箇所 となり，C＋ ，

D＋ の ア ン カ ー に つ い て は 隣 接 す る 上 下 左 右に お い て， B＋ の ア ン カ ー

につ い ては 隣 接す る左 右にお いて追 加調査を実 施する（ 図中の黒矢印）．

追加 調 査 を 実施 し た ア ン カー にお い て E＋ が 見 ら れ る た め ， 左 の ア ン

カー で さら なる追 加調査を実 施する （図中の赤 矢印）． 法面 A に おけ

るシミュレ ーショ ン結果は，図 - 4 . 1 2 ( c )に示す ように ，最 終的に緊張 力

計測は 1 6 箇所 とな り，施工全 数 6 6 本 に対する緊 張力計 測率は 2 4 . 2 %

であり，調 査要領 2 2 )および 面的調査マ ニュアル 5 2 )に示さ れる残存緊

張力分布調 査（面 的調査）の 目安で ある 2 5 %～ 5 0 %に 近い計測率 とな

った．

法面 B は 3 段の法面に，それ ぞれアンカーが 2 段， 6～ 2 5 列で施工

されている ．前項 に示した配 置方法 によって緊 張力計 測位置を決 定す

ると， 図 - 4 . 1 3 ( a )に示すように，施工全数の 8 8 本に対 して 1 0 . 2 %の 9

箇所となる ．この 計測位置に おいて 荷重計計測 もしく はリフトオ フ試

験結果 から得られ る緊張力の健全度評価は， 図 - 4 . 1 3 (b )に示す ように ，

D＋ は 1 箇所， C＋ は 5 箇所， A－ は 4 箇所となり ， C＋ ， D＋ の ア ン カー
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については ，隣接 する上下左 右にお いて追加調 査を実 施する（図 中の

黒矢印）．追加調査 を実施した アンカ ーにおいて E＋ が 見 ら れ左 右 に ア

ンカ ー が無 い ため ，下のアン カーで さらに追加 調査を 実施する（ 図中

の赤矢印）．法面 B におけるシ ミュレ ーション結 果は ， 図 - 4 . 1 3 ( c )に示

すように， 最終的 に緊張力計 測は 3 2 箇所となり ，施工 全数 8 8 本に対

する緊張力 計測率 は 3 6 . 4 %であり，調 査要領 2 2 )および 面的調査マニュ

アル 5 2 )に示される 残存緊張力 分布調 査（面的調査）の目安である 2 5 %

～ 5 0 %の範囲に入る 計測率とな った．

法面 C は 1 段の法面において ，アンカ ーが 5 段，2 8～ 3 7 列で施工さ

れている． 前項に 示した配置 方法に よって緊張 力計測 位置を決定 する

と，図 - 4 . 1 4 ( a )に 示すように ，施工 全数 の 1 6 8 本に対して 6 . 0 %の 1 0 箇

所となる． この計 測位置にお いて荷 重計計測も しくは リフトオフ 試験

結果から得 られる 緊張力の健 全度評 価は，図 - 4 . 1 4 (b )に示すように， C

＋ は 2 箇所 ， B＋ は 1 箇所， A－ は 1 箇 所， B＋ は 6 箇所となり， C＋ の ア

ンカ ー につ い ては 隣接 する 上 下左右 において，B＋ の ア ンカ ーに つ い て

は左 右 にお い て追 加調査を実 施する（ 図中の黒矢 印）．追加調査を実施

した ア ン カ ーに お い て E＋ は 見 ら れ な い た め ， さ ら な る 追 加 調査 は実

施しない．法面 C に おけるシミ ュレー ション結果は，図 - 4 . 1 4 ( c )に示す

ように ，最終的に緊 張力計測は 2 0 箇 所 となり，施工 全数 1 6 8 本に対す

る緊張力計 測率は 1 1 . 9 %とな った．法 面 C においては，法面 A および

法面 B に比べて，緊張力が増 加した アンカーが 少ないため，緊張力 計

測率は，そ れらよ りも小さい 値とな ったと考え られる ．

法面 C における緊 張力計測率の 11 . 9 %は，調査要領 2 2 )お よび面的調

査マニュアル 5 2 )に 示される残 存緊張 力分布調査（面的 調 査）の目安で

ある 2 5 %～ 5 0 %よ りも小さい もので ある．このような 法面で残存 緊張

力分布調査 （面的 調査）を行 う場合 は，さらな る追加 調査におい て求

められる残 存緊張 力の状況を 考慮し ながら ，計測率 2 5 %をおおむ ねの

上限として リフト オフ試験を 行うこ とが考えら れる．法 面 C では，追
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加調査で E＋ も し く は D－ と な る アン カ ー が 無い た め，さら なる追加調

査は実施し ないこ ととなるが ，副測 線（左 - 1）および副測 線（右 - 1）周

辺に見られる C＋ ， D＋ の 上 下 左右 の ア ン カー に お い てリ フトオフ試 験

を実施する ことと すると，最終的 な緊張力計測は 図 - 4 . 1 4 ( d )に示す よう

に， 4 0 箇所とな り，施工本数の 1 6 8 本に対する 計測率 は 2 3 . 8 %で，調

査要領 2 2 )および 面的調査マニ ュアル 5 2 )に示さ れる残存緊 張力分布調

査（面的調 査）の 目安である 2 5 %～ 5 0 %に近い 計測率 と なる．

図 - 4 . 1 2 ( a ) 法 面 A の荷重計ま たはリ フトオフ試 験の計 測配置

A-1

B-1

C-1

D-1

E-1

F-1

主測線

（中心線） 副測線

（右-1）
副測線

（左-1）

：荷重計設置もしくは健全性調査（リフトオフ試験）実施アンカー（計測率：4箇所／66本＝6.1%）
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図 - 4 . 1 2 (b ) 法 面 A の荷重計ま たはリフトオフ試 験の計 測結果

図 - 4 . 1 2 ( c ) 法 面 A の緊張力計 測のシ ミュレーシ ョン結 果

E-1

C＋

D＋

A－
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B-1
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（中心線） 副測線

（右-1）
副測線

（左-1）

B＋

E＋

A－

C＋

A-1

B-1

C-1

D-1

E-1

F-1

主測線

（中心線） 副測線

（右-1）
副測線

（左-1）

B＋

A－

B＋B＋

B＋ C＋

E＋ D＋ B＋

荷重計計測・健全性調査率：4箇所／66本＝5.1%，リフトオフ試験実施率：12本／66本＝18.2%
緊張力計測率：16箇所／66本＝24.2%

：追加調査で残存緊張力の評価が「E＋」または「D－」となり，左または右のアンカーで
リフトオフ試験をさらに追加するもの

リフトオフ試験は，「E＋」または「D－」以外の評価になるまで継続する

：荷重計計測もしくは健全性調査で残存緊張力の評価が「B＋」以上（B＋，C＋，D＋，E+）

もしくは「C－」以下（C－，D－）となり， 追加調査（リフトオフ試験）を実施するもの

B＋，C－の場合は，左右のアンカーで追加調査を実施
E＋，D＋，C＋，D－の場合は，上下左右のアンカーで追加調査を実施

D＋

C＋

B＋

D＋
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図 - 4 . 1 3 ( a ) 法 面 B の荷重計ま たはリ フトオフ試 験の計 測配置

図 - 4 . 1 3 (b ) 法 面 B の荷重計ま たはリ フトオフ試 験の計 測結果
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：荷重計設置もしくは健全性調査（リフトオフ試験）実施アンカー（計測率：9箇所／88本＝10.2%）
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図 - 4 . 1 3 ( c ) 法 面 B の緊張力計 測のシ ミュレーシ ョン結 果

図 - 4 . 1 4 ( a ) 法 面 C の荷重計ま たはリ フトオフ試 験の計 測配置

：荷重計計測もしくは健全度調査（リフトオフ試験）実施アンカー（計測率：10箇所／168本＝6.0%）
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D＋ C＋D＋ E＋
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荷重計計測・健全性調査率：9箇所／88本＝10.2%，リフトオフ試験実施率：23本／88本＝26.1%
緊張力計測率：32箇所／88本＝36.4%
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：追加調査で残存緊張力の評価が「E＋」または「D－」となり，左または右のアンカーで
リフトオフ試験をさらに追加するもの

リフトオフ試験は，「E＋」または「D－」以外の評価になるまで継続する

：荷重計計測もしくは健全性調査で残存緊張力の評価が「B＋」以上（B＋，C＋，D＋，E＋）
もしくは「C－」以下（C－，D－）となり，追加調査（リフトオフ試験）を実施するもの
B＋，C－の場合は，左右のアンカーで追加調査を実施
E＋，D＋，C＋，D－の場合は，上下左右のアンカーで追加調査を実施
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図 - 4 . 1 4 (b ) 法 面 C の荷重計ま たはリ フトオフ試 験の計 測結果

図 - 4 . 1 4 ( c ) 法 面 C の緊張力計 測のシ ミュレーシ ョン結 果
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荷重計計測・健全性評価率：10箇所／168本＝6.0%，リフトオフ試験実施率：10本／168本＝6.0%
緊張力計測率：20箇所／168本＝11.9%

：追加調査で残存緊張力の評価が「E＋」または「D－」となり，左または右のアンカーで
リフトオフ試験をさらに追加するもの

リフトオフ試験は，「E＋」または「D－」以外の評価になるまで継続する

：荷重計計測もしくは健全性調査で残存緊張力の評価が「B＋」以上（B＋，C＋，D＋，E＋）
もしくは「C－」以下（C－，D－）となり，追加調査（リフトオフ試験）を実施するもの
B＋，C－の場合は，左右のアンカーで追加調査を実施
E＋，D＋，C＋，D－の場合は，上下左右のアンカーで追加調査を実施
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図 - 4 . 1 4 (d ) 法 面 C の計測率 2 5 %を上 限とした場合の面 的調査

表 - 4 . 5 に 3 法面 の緊張力計 測のシ ミュレーシ ョン結 果を示す． 法面

A および B のシミュレーショ ンによる施工全数に対す る計測率は，そ

れぞれ 2 4 . 2 %， 3 6 . 4 %と，法面 C の 11 . 9 %よりも大きい値と なった．こ

れは，法面 A および B においては，緊張力が増加し C＋ ，D＋ ，E＋ 評 価

とな る アン カ ーが 施工 全数 に 対して 2 5 . 8 %， 4 7 . 7 %と ，法 面 C の 7 . 1 %

に比べて多 かった めと考えら れる．ま た，法面 A に比べて法面 B の計

測率が大き いのは ，法面 B では C＋ ， D＋ ， E＋ と な る アン カ ーが 多く ，

また ，法面 A は主測線周辺に 多くの 緊張力増加 アンカ ーが分布す るの

に対して，法面 B の緊張力増 加の分 布はドーナ ツ状と なっており，緊

張力の分布 状況に よる緊張力 増加ア ンカーの出 現数の 影響がある と考
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C＋ C＋ D＋
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副測線
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副測線

（左-2）
副測線

（左-3）
副測線

（左-4）
副測線

（左-5）

A－

B－

A－B－

D＋
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C＋ B－
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（右-4）
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（右-3）
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(右-2）
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（右-1）
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1-1

副測線

（右-5）
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B＋

B－B＋

A－A－

C＋B＋

B＋

B＋

B＋

B＋B＋

D＋

荷重計計測・健全性調査率：10箇所／168本＝6.0%，リフトオフ試験実施率：30本／168本＝17.9%
緊張力計測率：40箇所／168本＝23.8%

：面的調査を行う場合は，緊張力測定率25%を目安に，緊張力の高いアンカーもしくは低い
アンカーで更なる追加調査を実施する

追加リフトオフ試験は，C＋，D＋またはC－のアンカーの周辺を対象に，緊張力計測率25%
を上限にして，B＋，B－になるまで継続するなど，状況に応じてルールを定めると良い

：荷重計計測もしくは健全性調査で残存緊張力の評価が「B＋」以上（B＋，C＋，D＋，E＋）
もしくは「C－」以下（C－，D－）となり，追加調査（リフトオフ試験）を実施するもの
B＋，C－の場合は，左右のアンカーで追加調査を実施
E＋，D＋，C＋，D－の場合は，上下左右のアンカーで追加調査を実施
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えられる．

3 法面にお けるシミュレー ションは ，緊張力 が増加したアンカ ーが

多い法面で は計測 率は大きく ，少な い法面では 計測率 は小さくな る結

果となった ．緊張 力が増加したアンカーが多い法面 A および B の計測

率 2 4 %，3 6 %では，N E X C O 調査要領 2 2 )に示される 緊張力 分布調査を 行

う場合の計 測率 2 5 %以上，面的 調査マ ニュアル（案） 5 2 )に示される 面

的調査行う 場合の 計測率 2 5 %～ 5 0 %とおおむね 同様の 値である． 法面

C については， 追加調査にお ける計 測率は 11 . 9 %である が，緊張力 分

布調査 の 2 5 %を 上限とし，例 えば C＋ ， D＋ と な った 上 下 左 右の アン カ

ーに お いて リフト オフ試験を 行うこ とで計測率 は 2 3 . 8 %となり， 残存

緊張力の分 状況を 見ながら追 加調査 を実施して いくこ とで，より 効率

的な緊張力 分布調 査が可能に なると 考えられる ．

表 - 4 . 5 3 法面の緊張力計測と追加調査方法のシ ミュレ ーション結果

調査数
a
(%)

調査率
a/N
(%)

C＋以上
C－以下数

x(本)

出現率
x/N(%)

計測数
n
(本)

計測率
n/N
(%)

計測数
n'
(本)

計測率
n'/N
(%)

計測数
n＋n'
(本)

計測率
(n＋n')/N
(%)

A 66 66 100.0 17 25.8 4 6.1 12 18.2 16 24.2

B 88 53 60.2 42 47.7 9 10.2 23 26.1 32 36.4

C 168 46 27.4 12 7.1 10 6.0 10 6.0 20 11.9

C 168 46 27.4 12 7.1 10 6.0 30 17.9 40 23.8

更なる追加調査
（リフトオフ試験）

総　数

シミュレーション

法面
番号

施工
本数

N
(本)

緊張力分布図
（実測および推定数） 荷重計計測

または
健全性調査

※法面Cにおいて計測率25%を上限に緊張力計測を行った場合のシミュレーション

-154-

I I I I I I I I I 



 次 に ，法面 A，B，C における緊張力 計測のシミ ュレーション結果か

ら描かれる 残存緊 張力評価区 分の分 布図と，各 法面で 実際に行っ たリ

フトオフ試 験結果 に基づく残 存緊張 力評価区分 の分布 図を比較し てみ

る． 図 4 -15 から 図 4 -17 に各 法面の残存緊張力評価区分分布図の比 較

を示す．

図 4 -15 に示す法面 A の全数調査に よる評価区分の分布図と，シミ

ュレーショ ン（計 測率 2 4 . 2 %）によ り描いた分 布図を 比較すると ，主

測線 か ら副測 線 （左 - 1）の 間 にかけ て 緊張 力 が増加し ， C＋ ， D＋ ， E＋

と 評 価 され る アン カー が目 玉 状に分 布する状況 が，シ ミュレーシ ョン

により描い た分布 図において も全数 調査と同様 に現れ ていること が分

かる．

図 4 -16 に示す法 面 B の 6 0 . 2 %調査による評価区分の 分布図とシ ミ

ュレーショ ン（計 測率 3 6 . 4 %）によ り描いた分 布図を 比較すると ，最

上段の 4 A - 2 シリ ーズのアン カーの 緊張力増加 状況が 再現され， 主測

線から副測 線（左 - 1）および（右 - 1）の A－の領域と それを 挟んで C＋ ，

D＋ と な る ア ン カ ー の分 布 が現 れて い ることが分 かる．

図 4 -17 に示す法 面 C の 2 8 . 0 %調査による評価区分の 分布図とシ ミ

ュレーショ ン（計 測率 2 3 . 8 %）によ り描いた分 布図を 比較すると ，ア

ンカー未施 工範囲 の中央部の 左右の 両側におい て見ら れる，B＋ ，C＋ ，

D＋ と 緊 張 力 が 高 く な っ て い く 目 玉 状 の 分 布 範 囲 と そ の 境 界 が 良 く 現

れているこ とが分 かる．

 こ の 結果 か ら， 本章 にお い て提案 した緊張力 計測配 置と追加調 査の

方法は，危 険と評 価されるア ンカー の存在数と 分布状 況に応じた 効率

的な計測が 可能に することが できる と考えられ る．緊 張力変化が 見ら

れる法面に 対し， 提案した方 法を用 いることで 効率的 な緊張力の 計測

が可能とな ると考 えられる．
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図 4 -15 法 面 A の残存緊張力 評価区分分布図の 比較

法面Aにおいて実施した緊張力計測（リフトオフ試験）結果から描かれる健全性評価の分布図
緊張力計測率（リフトオフ試験率）：66箇所／66本＝100.0%（全数にて試験を実施）

実際のリフトオフ試験により描いた分布図（計測率＝100.0%（全数調査））

緊張力計測の流れにしたがって，緊張力を計測した場合に描かれる健全性評価の分布図

緊張力計測率：16箇所／66本＝24.2%

緊張力計測配置と追加調査方法のシミュレーションにより描いた分布図（計測率＝24.2%）
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図 4 -16 法 面 B の残存緊張力 評価区分分布図の 比較

緊張力計測の流れにしたがって，緊張力を計測した場合に描かれる健全性評価の分布図

緊張力計測率：32箇所／66本＝36.4%

法面Bにおいて実施した緊張力計測（リフトオフ試験）結果から描かれる健全性評価の分布図
緊張力計測率（リフトオフ試験率）：53箇所／53本＝60.2%

-157-

の lフフこ いこ' I =60.2% 

キ測線
副測線 副測線

(左-2) Uc-I) 
（中心線）

＇ ＇ 
＇ 

線

3
lI

-

湘

右

，9
9

9

9

9

9

9

9
↓
”

-
C
(
 

2A-, ― 

※ 

I . のミミュレーミ ンこ い - I = "o 

副測線

（左ー2)

贔I)測線

（右-2)

． 

x喜

※
 



図 4 -17 法 面 C の残存緊張力 評価区分分布図の 比較

実際のリフトオフ試験により描いた分布図（計測率＝28.0%）

緊張力計測配置と追加調査方法のシミュレーションにより描いた分布図（計測率＝23.4%）

緊張力計測の流れにしたがって，緊張力を計測した場合に描かれる健全性評価の分布図

緊張力計測率：40箇所／168本＝23.8%

法面Cにおいて実施した緊張力計測（リフトオフ試験）結果から描かれる健全性評価の分布図
緊張力測定率（リフトオフ試験率）：47箇所／168本＝28.0%
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4 . 4  維持管理にお ける緊張力評価の流 れ

 次 に ，こ れ まで 述べ てき た アンカ ーの緊張力 低下と 地質条件と の関

係，アンカ ーに設 置した荷重 計の変 位センサー として の有効性， 緊張

力低 下 ア ン カー の対 応方 法 で あ る定着時 緊張 力 （ P t） の上 げ 越 しと 再

緊張の有効 性，緊 張力計測配 置と追 加調査まで の流れ に基づき， アン

カー緊張力 の維持 管理の流れ を検討 する．

各種要領 およびマ ニュアル に示された維持管 理によるアンカー の健

全性評価の 実施頻 度の目安を 表 - 4 . 6 に示す．各 要領と もに緊張力 を計

測するリフ トオフ 試験などを 含む健 全性調査を ，おお むね 5 年以内の

頻度で行う ことと している 2 )，2 1 )．中 には，近接目視による頭部外観調

査や頭部露 出調査 の結果によ り，健 全性調査の 実施を 判断するも のも

あるものの ，定期 点検の実施頻度は 5 年以内を目 安にし ている 1 4）．施

工後 の 3 年～ 5 年 においては ，頻度 を密にして定期点 検や緊張力 の観

測を行うこ とが目 安としてい る基準 1 4 )および 指針 2 8 )がある．

表 - 4 . 6 各 種 要領 ・ マ ニ ュア ル に よ る 健 全 性評価の頻度 の目安

要領・マニュアル 調査の種類 頻度の目安

維持管理マニュアル（2008）2) 健全性調査
施工完了後：5年以内に 1回
特に重要度の高いもの：2～3年に1回

地盤工学会基準（2012）14)
定期点検

施工完了後　3年まで：年1回
3年以降：3～ 5年に 1回
（重要度の高いもの：年1回）
※徒歩による近接目視点検を行い健全性に

　問題のある可能性が高く，詳細な調査が

　必要とされた場合に健全性調査を実施．

点検調査マニュアル（2002）21) 健全性調査 最大 5年間隔

NEXCO調査要領（2017）22) 定期点検

年1回（定期点検）
都度（日常点検，異常時点検）
※頭部外観調査により後続調査が必要と判

　断された場合に健全性調査を実施．

グラウンドアンカー工法

設計施工指針（2010）28) 観測

地盤の移動を調査する場合，

最初のうち：3～6ヶ月に1回，
その後徐々に間隔を空け，
構造物の存続する限り：5年以内に 1回
※観測項目にアンカーも含まれる
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本論で述 べてきた ，緊張力 が低下しやすい地 質条件での定着時 緊張

力（ P t） の上 げ 越 しや ， アン カ ーに 設置し た 荷重 計 の変位 セン サ ーと

しての有効 性，緊 張力計測配 置と追 加調査まで の流れ を考慮する と，

供用後のア ンカー の維持管理 を効率 的に行うた めには ，これらの 考え

方を建設段 階から 取り入れ， 上げ越 しや荷重計 の設置 を行ってお くこ

とが重要と なる． また，既設 のアン カーに対し ては， これらの考 え方

をどのよう に取り 入れていく かを検 討しておく 必要が ある．この ため，

本論で検討 する維 持管理の流 れは， 今後新たに 施工が 行われるア ンカ

ーに対する 建設段 階から施工 後の 5 年程度まで 流れと ，既設のア ンカ

ーに対する 5 年程 度以降の維 持管理 の流れに対 応する ．

図 - 4 . 1 8 ( a )お よび図 - 4 . 1 8 (b )に建 設段階 から施工後 5 年程 度までのア

ンカー緊張 力の維 持管理の流 れを示 す．調査・ 設計段 階に行われ る地

質調査によ り，ア ンカー背面 地盤の 地質条件を 把握し ，自由長部 に分

布する地盤 が，緊 張力が低下 しやす い地質条件 の場合 には， 5 年 以降

の長 期 的 な 維持 管理 に向 け て ， 定着時緊 張力 （ P t）を 設 計 アン カ ー力

（ T d） の 1 . 1 倍程 度で上げ越 しする ことが効率 的であ る．上げ越 しを

行うことが 考えら れる地質条 件は， 火成岩の場 合 は D 級および土 砂，

堆積岩と変 成岩の 場合は C L～ D， D 級および土 砂であ る．緊張力 の変

化を計測す るため の荷重計は ，図 - 4 . 7，図 - 4 . 8，図 - 4 . 9 お よび 図 - 4 . 1 0 に

示した緊張 力計測 の配置方法 により その配置を 決定し ，計測を行 う．

荷重計によ るモニ タリングを 行いな がら，その 増減の 状況に応じ て，

追加調査の 必要性 を残存緊張 力の健 全度の目安 によっ て評価し， 追加

調査は，図 - 4 . 11 に 示した上下 左右の 周辺アンカーの追 加調査によ って

行う．ここ で，緊 張力の健全 度評価 の目安につ いては ，緊張力が 低下

しや す い 地 質条 件に おい て ， 定 着時緊張 力（ P t） の上 げ 越 しを 行 った

アンカーに ついて は，緊張力 の残存 率を R t d（設 計アンカ ー力（ T d）に

対する残存 緊張力 の割合）で評 価する ことが妥当 である．R t d で評価す

ることによ り，緊 張力が低下 しやす い地質条件 のアン カー法面に おい
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て，1 0 年～ 2 0 年後に出現する「対策 を 実施」と評価される アンカー数

は減少する ．

上げ越しを 行って いないアン カーについては，従来ど お り R p t（定着

時緊 張 力 （ P t）に 対 す る 残存 緊張 力 の割 合 ） で評 価す る． ま た ， 施工

後 5 年までの間に ，アンカー の増し 打ちや緊張 力が低 下したアン カー

の再緊張を 行う場 合には，新 たに荷 重計を設置 しモニ タリングを 行う

ことが望ま れる．

次 に ， 5 年以 降 の 維持 管 理の 流 れ を 検 討 す る． 図 - 4 . 1 9 ( a )およ び 図 -

4 . 1 9 ( b )に施 工後 5 年以降のア ンカー 緊張力の維 持管理の流れを示す．

5 年以降の 流れにおいては， 既設の アンカーも 考慮す る必要があ るた

め，健全性 調査の 計画立案か らの流 れとした． 計画立 案において は，

健全性調査 のリフ トオフ試験 にあた っては，緊 張力計 測の配置方 法に

よりその配 置を決 定する．ま た，地 質条件など の建設 記録，動態 観測

の記録，過 去の点 検および健 全性調 査結果の記 録を確 認すること が必

要であり， これら は調査結果 の評価 に対して重 要な情 報となる． 健全

度調査の実 施から 調査結果の 評価， 追加調査の 必要性 の判断，追 加調

査の実施方 法，対 策工の必要 性の評 価，対策工 の実施 については ，施

工後 5 年の流れと 基本的な考 え方は 同じである ．緊張 力について の評

価は，残存緊張力 とアンカー健 全度の目安によっ て行う こととするが，

古いアンカ ーにあ っては，調 査，設 計および施 工に関 する記録が 残っ

ておらず，設計アン カー力（ T d）や定着 時緊張力（ P t）など の判明が困

難なことが 考えら れる．この ような 場合，アン カーの 材料として の許

容力を用い た評価 を行わざる をえな い．アンカ ーの設 計において 算出

される設計 アンカ ー力（ T d）に対 し，こ れを上回る 許容ア ンカー力（ T a）

を持つ規格 品が導 入されるこ とにな るため，T a は T d よ りも大きな 値と

なる．このため ， T a に対する緊 張力の 残存率（ R t a）で残 存緊張力を 評

価する場合 の閾値 を検討して おく必 要がある． 表 - 4 . 7 に N E X C O 名古

屋支社にお ける 11 1 箇所の アンカ ー法 面の許容ア ンカー 力（ T a） に対
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する設計ア ンカー 力（ T d）の割合 の平均値を示す．また表には，N E X C O

名古屋支社 におけ る 111 箇所のアン カー法面の T d と T a との関係か ら

求めた， T a に対 す る残存率の目安とすべき値を示す．この残存緊 張力

の目安値は ， 表 - 4 . 3 に示す 残存緊張力 とアンカー 健全度 の目安におい

て， P t， 0 . 8  P t， 0 . 5  P t， 0 . 1  P t の閾値の P t を T d に読み 替え ，それら閾

値に相当す る T a に 対する閾値 を求め たものである． N E X C O 名古屋支

社における T d の T a に対する割 合（ T d  /  T a  ( % )）の 111 のり 面の平均値

は 8 0 %である．残 存 緊張力の健 全度の目安におい て，R t d で評価する 場

合の閾値は ， 0 . 8  T d， 0 . 5  T d， 0 . 1  T d であり， T d  /  T a ≒ 8 0 %から T d に対

して 0 . 8  T a， 0 . 8  T d に対して 0 . 6 5  T a， 0 . 5  T d に 対して 0 . 4  T a， 0 . 1  T d に

対して 0 . 1  T a と なる ．

既設アンカ ーの残 存緊張力の 評価にあたっては， 表 - 4 . 8 に示し たケ

ース①から ケース ④が考えら れる ．ケース①は 従来の とおり， P t によ

って 評 価 す る場 合で あり ， 評 価 にあたっ ては 定 着 時 緊張 力（ P t） が判

明している ことが 条件となる．ケース②は，図 - 4 . 1 5 ( a )に示した建設段

階で定着時 緊張力（ P t）に上げ越 しを行 い，残存緊張力を T d に対 する

割合 で評価 する も ので ある ．ケー ス③は，設計 アンカ ー力 （ T d） を定

着時 緊 張 力 （ P t） とし て 採 用し た ものに適 用 さ れる ． また ，既 設 ア ン

カー におい て， 設 計ア ンカ ー力（ T d） が判 明し て いる も のの ，定着時

緊張 力 （ P t） が判 明 し てい な い場 合 もこ の ケー ス に含 まれ る ． ケー ス

④は，設 計アンカ ー 力（ T d），定着 時緊張力（ P t）とも に判明していな

い場合に適用する もので， T a に対す る残存率（ 0 . 8， 0 . 6 5， 0 . 4， 0 . 1）

は， N E X C O 名古屋支社の 111 箇所の法 面の平均 T d  /  T a≒ 8 0 %から算出

したもので ある． また，緊張 力が低 下しやすい 地質条 件に該当し ない

アンカーに ついて は，健全性 調査に おいて実施 する頭 部外観調査 ，頭

部露出調査 などの 目視点検で 問題が ない場合に は，リ フトオフ試 験の

実施を 5 年より 延ばし 1 0 年に 1 回程度とすることが， 第 2 章の結果

から妥当と 考えら れる．
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図 - 4 . 1 8 ( a ) 施 工 後 5 年程度までの 緊張 力の維持管 理の流 れ

なし

・地質調査結果，動態観測結果の保存

・設計条件，安定解析の保存

（設計アンカー力（Td），その他）

アンカー施工

荷重計の設置※3）

・アンカー施工記録の保存

（アンカー規格,各種試験，定着時緊張力（Pt））

・法面スケッチなど，地質情報記録の保存

・動態観測結果の保存

調査・設計

地質条件※1)の検討
該当

非該当

定着時緊張力（Pt）上げ越し量※2）の検討

緊張力

の変化※5)

荷重計による

緊張力モニタリング※4)

増加

Pe＞Td or Pt

大きく低下

Pe＜0.5×Td

安定，緩やかに低下

0.5×Td≦Pe≦Td or Pt

追加調査の実施※7)

・周辺アンカーの追加リフトオフ試験

・頭部外観調査，頭部露出調査

・荷重計の設置・計測

必要に応じて

・調査ボーリング，動態観測

・維持性能確認試験

対策工の

必要性※8)

アンカー機能の

補修・修繕

緊張力低下アンカー

の再緊張※10)

5年後以降の

アンカー維持管理へ

緊急対策の実施

アンカーの増し打ち

など対策工の追加実施

荷重計の設置※9)

追加調査の

必要性※6）

※必要に応じて実施

あり

なし

あり

建設段階

供用段階
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図 - 4 . 1 8 (b ) 施 工 後 5 年程度までの 緊張 力の維持管 理の流 れ

※1)：アンカー自由長部に分布する主な岩級区分が，以下の地質条件に該当する場合は，緊張力

が低下しやすいと評価する．

火成岩：D級，土砂， 堆積岩：CL～D，D級，土砂， 変成岩：CL～D，D級，土砂
※2)：※1)の地質条件においては，長期的に緊張力低下が生じるため，定着時緊張力（Pt）には

設計アンカー力（Td）の10%程度（大きくても20%程度まで）の上げ越しを行うとよい．
※3)：荷重計の設置箇所は，主測線，副測線を設けて配置する，緊張力計測の配置方法により

決定する．

※4)：アンカーの維持管理においては，荷重計のモニタリングのほかに，日常点検，定期点検，

異常時点検を行う．

※5)：緊張力の変化は，初期的な低下，一時的な低下や増加があっても，その後の計測で一定の

値に収束する傾向がみられる場合には，安定と評価する．

緊張力の低下が緩やかに進行していても，Pe＞0.5×Tdであれば経過観察とする．

※6)：追加調査の必要性は，表-4.8のA～Eの残存緊張力の健全度の目安を用いて評価する．
※7)：追加調査のリフトオフ試験では，表-4.8のA～Eの健全度の目安の評価結果から，上下左右

の周辺アンカーの追加調査方法により実施する．

追加調査のリフトオフ試験において緊張力の低下や増加が顕著なアンカーには，荷重計を

設置し，モニタリングを行う．

緊張力が低下していも，法面の変状や動態観測機器の変動が見られる場合には，すべり面

深度がアンカー体（定着部）よりも深い可能性が考えられるため，原因究明の地質調査な

どを行う．

※8)：緊張力の増加が確認された場合は，法面が不安定化している可能性が考えられるため，法

面安定の対策工を検討，実施するとともに，アンカーの飛び出し防止対策，独立受圧板の

落下防止対策対策についても検討する．

緊張力が低下していても，法面の変状や動態観測機器の変動が見られず，アンカー機能に

問題ないことが確認される場合には，経過観察とすることもできる．

※9)：アンカーの増し打ち（追加施工）を行う場合には，荷重計を設置し，モニタリングを行う．

設置位置は，緊張力計測の配置方法により決定する．

※10)：アンカーの再緊張を行う場合には，荷重計を設置し，モニタリングを行う．
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図 - 4 . 1 9 ( a ) 施 工 後 5 年以降の緊張力の 維持管理の 流れ

健全性調査

計画立案※1)

健全性調査の実施

・リフトオフ試験※2)

・緊張力計測※3)

・頭部外観調査

・頭部露出調査

・調査位置の選定

・地質条件，建設記録の確認

・動態観測記録の確認

・点検記録，健全性調査記録の確認

調査結果

の評価※4)

追加調査の

必要性※5)

あり

なし

追加調査の実施

・追加リフトオフ試験※6)

・頭部外観調査

・頭部露出調査

・頭部背面調査

・維持性能確認試験

なし 対策工の

必要性※7)

緊急対策の実施 ※必要に応じて実施

あり

アンカー機能の

補修・修繕

緊張力低下アンカー

の再緊張※9)

アンカーの増し打ち

など対策工の追加実施

荷重計の設置※8)

必要に応じて

・荷重計の設置・計測

・調査ボーリング

・動態観測機器設置・観測

5年までの

アンカー維持管理へ

緊急対策の実施

※必要に応じて実施
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図 - 4 . 1 9 (b ) 施工 後 5 年以降の緊張 力の維持管 理の流 れ

※1)：緊張力計測（リフトオフ試験）の実施箇所は，緊張力計測の配置方法により決定する．

2回目の健全調査以降は，前回との重複箇所を複数設けつつ，測線を1列ずらすなどして
行うとよい．

※2)：リフトオフ試験は，アンカー自由長部に分布する主な岩級区分が，以下の地質条件に該

当する場合は，緊張力が低下しやすいため，1回／5年の頻度で実施する．法面の一部に
以下の地質条件が存在する場合も同様とする．

火成岩：D級，土砂， 堆積岩：CL～D，D級，土砂， 変成岩：CL～D，D級，土砂
上記以外の地質条件（岩級区分）については，リフトオフ試験の実施を1回／10年の頻度
まで間隔を空けてもよいが，頭部外観調査，頭部露出調査は地質条件に関わらず，1回／
5年の頻度で実施する．頭部外観調査，頭部露出調査で異常が確認された場合，法面に
変状などが見られる場合には，リフトオフ試験を行うものとする．

※3)：緊張力計測は，荷重計によって行う．荷重計による緊張力計測が，アンカー施工全数の

5%程度以上で実施可能な場合には，荷重計による緊張力の計測をもって，リフトオフ
試験に替えることができる．

※4)：残存緊張力の評価は，表-4.8に示したA～Eの残存緊張力の健全度の目安を用いて評価す
ることを基本とするが，定着時緊張力（Pt），設計アンカー力（Td）が不明な場合，も

しくは施工時の定着時緊張力（Pt）を上げ越している場合には，表-4.8のケース②～④を
目安として用いてもよい．

※5)：追加調査の必要性は，※4)の表-4.8に示したA～Eの残存緊張力の健全度の目安を用いて
評価する．

※6)：追加調査のリフトオフ試験では，A～Eの健全度の目安の評価結果から，上下左右の周辺
アンカーの追加調査方法により実施する．

追加調査のリフトオフ試験において緊張力の低下や増加が顕著なアンカーには，荷重計

を設置しモニタリングを行う．

緊張力が低下していも，法面の変状や動態観測機器の変動が見られる場合には，すべり

面深度がアンカー体（定着部）よりも深い可能性が考えられるため，原因究明の地質調

査などを行う．

※7)：緊張力の増加が確認された場合は，法面が不安定化している可能性が考えられるため，

法面安定の対策工を検討，実施するとともに，アンカーの飛び出し防止対策，独立受圧

板の落下防止対策対策についても検討する．

緊張力が低下していても，法面の変状や動態観測機器の変動が見られず，アンカー機能

に問題ないことが確認される場合には，経過観察とすることもできる．

※8)：アンカーの増し打ち（追加施工）を行う場合には，荷重計を設置し，モニタリングを行

う．荷重計の設置位置は，緊張力計測の配置方法により決定する．

※9)：アンカーの再緊張を行う場合には，荷重計を設置し，モニタリングを行う．荷重計の設

置位置は，緊張力計測の配置方法により決定する．

再緊張は，アンカー機能に損失がないことを十分に確認したうえで実施する必要がある．

また，再緊張はアンカーの施工から15年～20年後程度に実施することが，緊張力低下へ
の対応に加えて，緊張力の残存率のばらつきの解消に効果的であると考えられる．

施工から数年後においての再緊張の実施も一定の効果があると考えられることから，荷

重計によるモニタリングを行い，データを蓄積する．
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表 - 4 . 7 111 箇所のアンカー法 面の平均 T d / T a と T a 評価の 閾値

表 - 4 . 8 残 存 緊 張 力 とア ン カー 健全 度 の目 安

 現 在 ，ア ン カー の維 持管 理 を行う 上で，当該 アンカ ーの建設記 録が

残っておら ず，設 計 アンカー力（ T d），定着時緊張 力（ P t）が不明なも

のも存在す る．こ のようなア ンカー の残存緊張 力の評 価は， 表 - 4 . 8 に

示すケース ④に該 当する．グ ラウン ドアンカー 維持管 理マニュア ルは

T ys：テンドンの降伏引張り力， T a：許容アンカー力，

T d：設計アンカー力， P t：定着時緊張力

定着時緊張力（P t）が判明している場合の評価範囲

長期的な緊張力低下に備えて定着時緊張力（P t）を上げ越しして与えた場合の評価範囲

設計アンカー力（T d）を定着時緊張力（P t）とした場合，もしくは，

設計アンカー力（T d）が判明し，定着時緊張力（P t）が判明していない場合の評価範囲

設計アンカー力（T d），定着時緊張力（P t）ともに判明していない場合の評価範囲

T a

－ 経過観察により対策の必要性を検討

0.9 T ys

危険な状態になる恐れあり

対策を実施1.1 T a

許容値を超えている

0.1 P t

機能していない

T dP t

健全 －

T d P t

0.8 P t

－ 経過観察により対策の必要性を検討

0.8 T d

0.5 T d

E
0.9 T ys

D
1.1 T a

C
T a

B
0.8 T a

A

A
0.65 T a

B
0.4 T a

C
0.1 T a

D

残存緊張力の範囲

ケース① ケース② ケース④
健全度 状　　態 対　処　例

破断の恐れあり 緊急対応を実施

健全 －

0.9 T ys

1.1 T a

T a

0.5 P t

機能が大きく低下している

対策を実施0.1 T d

ケース①：

ケース②：

ケース③

0.9 T ys

1.1 T a

T a

T d

0.8 T d

0.5 T d

0.1 T d

ケース③：

ケース④：

評価値

111法面の
T dのT aに対する

割合の平均値（%)

決定
目安値

×T a

T d 82.8 0.8

0.8 T d 66.2 0.65

0.5 T d 41.4 0.4

0.1 T d 8.3 0.1

T d：設計アンカー力

T a：許容アンカー力
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2 0 2 0 年 9 月に改訂版が発刊さ れており 5 3 )，残存緊 張力の判定の目安

として，表 - 4 . 9 の 範囲が示さ れた． この判定方法は， アンカーの 引張

り材（ テン ドン） の強度（降 伏引張り力（ T y s），極 限引 張り力 （ T u s））

との関係か ら，そ の状態を判 定する こととして おり， アンカーの 設計

アンカー力（ T d），定着時緊張 力（ P t）が不明な場合にも判定が可能な

ものとなっ ている ．設計アンカ ー力（ T d），定着時 緊張力（ P t）が不 明

な場合には ，同マ ニュアル 5 3 )の判 定 方法を用いることが考えられる．

表 - 4 . 9 における 0 . 6 T u s は許 容アンカ ー力に相当 する． 表 - 4 . 1 0 に T a

ならびに 111 箇所 の法面の T d の T a との関係から算出した，引張り材

（テンドン ）の強 度（ T y s，T u s）と の関係 を示す．T a との関係 を見ると，

0 . 3  T u s は 0 . 5  T a， 0 . 1  T u s は 0 . 2  T a にお おむね相当 する． T d との関係を

見ると， 0 . 6 5  T u s は 1 . 3 T d， 0 . 6  T u s は 1 . 2  T d， 0 . 3  T u s は 0 . 6  T d， 0 . 1  T u s は

0 . 1  T d に相当し， 引張り材（ テンド ン）の強度 との関 係から判定 を行

う方法 5 3 )は，従来のマニュアル 2 )による設計アンカー力（ T d），定 着時

緊張力（ P t）との関 係から評価 する方 法とおおむ ね同様 の判定とな る．

 法 面 や斜 面 にお ける アン カ ーは， 複数が一体 となる ことで抑止 効果

を発揮する もので あり，維持 管理に おいては， 個々の アンカーの みな

らず，面と しての 評価が重要 である ．近年，残 存緊張 力の分布特 性に

着目したア ンカー 法面の維持 管理手 法 3 5 )や，アンカーが施工され た法

面としての 評価手 法に関する 研究 5 4 )がなされて いる．こ れらの手法は，

アンカーの 健全性 調査におけ るリフ トオフ試験 結果な どに基づき ，ア

ンカーの面 として の健全性を 評価す るものであ る．ま た，既設ア ンカ

ーに荷重計 を設置 する技術が 開発さ れ 2 4 )， 2 5 )，荷重計による緊張 力の

モニタリン グが比 較的容易で 安価に 行うことが できる ようになっ てき

ており，こ のよう な荷重計は 後付け 荷重計とも 呼ばれ る．アンカ ーの

緊張力の維 持管理 には，後付 け荷重 計による緊 張力の 計測を取り 入れ

ながら，ア ンカー 個別の評価 に加え て，面とし ての機 能，法面の 安定

性を評価し ていく ことが効率 化につ ながると考 えられ る．
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表 - 4 . 9 残 存 緊張 力 の 判 定の 目 安 5 3 )

表 - 4 . 1 0 残 存 緊 張 力 の判 定の 目 安と T a， T d の関係

評価 状　　態

：テンドンの降伏引張り力（kN）

：テンドンの極限引張り力（kN）

破断の恐れあり

危険な状態になる恐れあり

健全性が低下傾向にある

健　全

健全性が低下傾向にある

機能していないC

D

0.65 T us

0.6 T us

0.3 T us

0.1 T us

0.9 T ys

D

引抜け，飛び出しが見られる

注）T ys

T us

残存緊張力の範囲

C

B

A

B

評価 状　　態

注） T ys：テンドンの降伏引張り力（kN）

T us：テンドンの極限引張り力（kN）

T a：許容アンカー力（kN）　※T a＝0.6 T us

T d：設計アンカー力（kN）　※T d≦T a

111箇所の法面の
T aに対するT dの割合

から算出した

T dから見た範囲

破断の恐れあり

危険な状態になる恐れあり

健全性が低下傾向にある

健　全

健全性が低下傾向にある

機能していない

引抜け，飛び出しが見られる

0.9 T ys

1.3 T d

1.2 T d

0.6 T d

0.1 T d

D

0.9 T ys

1.1 T a

T a

0.5 T a

0.2 T a

T usとT aの関係

から算出した

T aから見た範囲

D

C

B

A

B

C

0.9 T ys

残存緊張力の範囲
53)

0.65 T us

0.6 T us

0.3 T us

0.1 T us
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4 . 5  まとめ

 本 章 にお い ては ，緊 張力 が 低下し やすい地質 条件に おけるアン カー

への対応方 法とし て，施工から 1 5 . 4 年後に緊張 力低下 が大きかっ た堆

積岩の S - 3 法面を 例に，建設 段階の 上げ越し量 の検討 ，供用段階 にお

ける再緊張 の有効 性について 検討し た．また， 法面に おける効率 的な

緊張力計測 配置に ついて，緊 張力増 加が見られた 3 法 面を例に， 荷重

計設置と健 全性評 価における リフト オフ試験位 置の配 置方法と追 加調

査の実施方 法を検 討した．さ らに， これらの結 果に基 づき，アン カー

の維持管理 の流れ について検 討を行 った．その 結果， 以下の事項 を明

らかにする ことが できた．

( 1 )  火成岩 の D 級および土砂 ，堆積岩および変 成岩の C L～ D， D 級お

よび土砂 のような 緊張力低 下が大きい地質条 件のアンカーへの 対応

として， 上げ越し による方 法を検討した結果 ，建設段階におい て定

着時緊張力 の 1 0 %の上げ越し を行うことにより ， 1 0 年 ～ 1 5 年 後に

出現する R p t が 5 0 %を下回るアンカー 数が減少す ること が想定され

た．しか しながら ，上げ越 しのみでは十分か つ効果的な対応を 行う

ことがで きない可 能性があ るため，建設段階 においては，再緊 張を

行いやす い構造の アンカー を採用しておく必 要があると考えら れる ．

( 2 )  緊張 力 低 下が 大 き いア ン カ ーへ の 供 用段 階 の対 応 方 法と し て は，

R p t が 5 0 %を下回っ ても直ちに「対策 を 実施」と評価せず，アンカー

機能の健 全性調査 を行った うえで，対応を検 討することが妥当 であ

ると考えら れる． また，再緊 張は緊張力低下および R p t のば らつき

の解消に効 果があ り，その実 施時期は，施工から 1 5 年～ 2 0 年後が

効果的で はないか と考えら れる．施工後間も ない数ケ月後の時 期も

しくは， 数年後に おける再 緊張の実施も一定 の効果があると考 えら

れるため ，このよ うな事例 を収集し，再緊張 の実施時期の検証 を行

う必要があ る．

( 3 )  2 段の法面に 1 法面あたり 2 段， 3 段， 4 段および 5 段づつ， 2 3 列

-170-



のアンカー が施工 された 4 ケース の緊張力計測の配置について， 追

加調査を 考慮した 効果的な 方法を検討した． 緊張力計測の配置 方法

は，いず れのケー スにおい ても，主測線（中 心線）では列方向 に 2

段間隔で緊 張力計 測を配置し ，左右に設ける副測線は 3 列飛ばしと

し，左右の 1 番目となる副測線では ，主測線と 千鳥に なるよう 2 段

間隔以上で 主測線 より数量を 少なくして配置する．左右の 2 番目と

なる副測 線では， 主測線と 同様の数量を千鳥 になるように配置 し，

左右の 3 番目の 副 測線では， 1 番目の 副測線と同 様の数 量を千鳥に

なるように 配置す る．左右の 3 番 目よりもさらにアンカーが施工 さ

れる場合 には，奇 数および 偶数の副測線にお いて繰り返し千鳥 で配

置 て いく こ と で ， 施 工 本数 に 対す る 計 測率 が 5～ 1 0 %の 効 果的 な 配

置となる ．これら が対応し ない場合，例えば ， 1 段目の法面に はア

ンカー が 4 段， 2 段 目の法面に はアン カーが 2 段施 工さ れている場

合には， 1 法面 あた り 4 段 のケー スと 2 段のケ ースを 組み 合わせて

配置するこ とで効 率的な配置 が可能となる．

( 4 )  荷重 計 計 測お よ び 健全 性 調 査の リ フ ト試 験 結果 に お いて 緊 張 力増

加もしく は低下が 見られ， 残存緊張力分布調 査（面的調査）を 実施

する場合 の流れに ついては ，荷重計計測また はリフト試験によ る緊

張力の 計測結果 が残存緊 張力の健全 度の目 安に おいて ， C＋ 以 上 （ C

＋ ，D＋ ，E＋ ）ま た は C－ 以 下（ C－ ，D－ ）と なっ た 場合に は ，上 下左

右 の ア ン カ ー を対 象 に追 加 の リ フ ト オフ 試 験を 行 い ， B＋ およ び C

－の場合は ，左右 の アンカーを 対象に追加のリフトオフ 試験を行う ．

追加のリフ トオフ 試験におい て緊張力が E＋ ま た は D－ と な っ た場 合

に は， さ らに 左ま たは 右（ 左右にアンカーが 無い場合は上下） のア

ンカーを対 象に， E＋ ま た は D－ 以 外 の 評価 に なる ま でリ フト オフ試

験を繰り 返して行 う．この ように，リフトオ フ試験を順次追加 して

いくこと で危険も しくは機 能していないと判 定されるアンカー の分

布を効率 的に把握 でき，実 際に緊張力の増加 や低下が大きいア ンカ
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ーの存在数 に応じ た調査が可 能になる．

( 5 )  アン カ ー 緊張 力 の 効率 的 な 維持 管 理 の流 れ にお い て ，ア ン カ ーの

緊張力低 下と地質 条件との 関係，アンカーに 設置した荷重計の 変位

センサー としての 有効性， 緊張力低下アンカ ーの対応方法であ る定

着 時 緊張 力 （ P t） の上 げ 越 し， 緊張 力計測 の 配 置方 法につ いて ， 設

計，施工 段階から 取り入れ る方法について提 案を行った．また ，既

設のアン カーにつ いても緊 張力計測の配置方 法，追加調査の流 れを

取り入れ る方法の 提案を行 った．アンカー緊 張力の維持管理は ，施

工から 5 年後程度までと 5 年後以降の流れを分けて検 討し，既設 ア

ンカーで 定着時緊 張力や設 計アンカー力が不 明な場合であって も，

アンカー の引張り 材（テン ドン）の強度によ る評価を行うこと で，

前者と同等 の評価 ができるこ とを提案した．
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第 5 章 総括

5 . 1  本研究で得ら れた成果

 ア ン カー は ，引 張り 材に 緊 張力を 加えて，そ の両端 を地盤内と 地表

面で固定し ，法面 の安定を図 る構造 物であるた め，ア ンカーの維 持管

理において は，荷 重計やリフ トオフ 試験によっ て計測 される残存 緊張

力を指標に した健 全度の評価 が行わ れている． 従来， アンカーの 緊張

力は，施工 後の初 期に地盤の クリー プや引張り 材のリ ラクセーシ ョン

によって徐 々に低 下した後， 一定の 値に収束す るとさ れている 7 )．し

かしながら ，アン カーの緊張 力は， これ以外に もアン カーが施工 され

た背面地盤 の地質 や地山の条 件に影 響を受けて 変化す ることが想 定さ

れているも のの， 地質条件と 緊張力 低下の関係 ，ある いは背面地 盤の

変動に伴う 緊張力 変化につい て，現 在まで適切 な評価 が行われて いな

い．また， 地盤工 学会基準 7 )や維持 管理マニュ アル 2 )などに示さ れる

残存緊張力 の健全 度評価は， これま でアンカー 緊張力 の変化の原 因が

不明確であ ったた め，定性的 な評価 により緊張 力が低 下もしくは 増加

している場 合一律 な目安とな ってお り，地質や 地山の 条件に影響 を受

けて変化す るアン カー緊張力 を利用 した緊張力 計測の 配置や，危 険と

判断された 場合の 追加調査な らびに 対処方法に ついて 不明瞭な部 分が

多かった． アンカ ーは， 1 9 5 7 年に日 本ではじめ た導入 されて以 来 1 )，

道路，ダム ，河川 ，砂防など の分野 で広く採用 されて おり，高速 道路

だけでも 1 2 0 , 0 0 0 本以上ある アンカ ーの効率的 かつ効 果的な維持 管理

が求められ る．こ のため，地 質条件 と緊張力低 下の関 係，あるい は背

面地盤の変 動に伴 う緊張力変 化につ いて評価し ，アン カー緊張力 を利

用した維持 管理の 手法が確立 できれ ば，より効 率的で 効果的なア ンカ

ーおよびア ンカー が施工され た法面 の維持管理 を行う ことができ ると

考えられる ．
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 本 論 では ，アン カ ー 緊 張力 の 維持 管理における 課題を 解決するため，

複数の法面 におい て行われた 荷重計 およびリフ トオフ 試験による 緊張

力の計測結 果と， 建設段階お よび維 持管理段階 におけ るボーリン グ調

査などの地 質調査 データ，法 面にお ける変位観測 データ を比較検討し，

これらの検 討結果 に基づいた ，緊張 力計測の効 率的な 配置方法と 維持

管理方法に 関する 研究に取り 組んだ ．各章のう ち，ま ず第 2 章におい

ては，アン カーの 緊張力低下 と背面 地盤の地質 や風化 程度との関 係に

ついて検討 を行っ た．次に，第 3 章 においては ，従来 から用いられる

変位観測機 器とア ンカーに設 置した 荷重計の計 測結果 を比較し， アン

カーの緊張 力が背 面地盤の変 位を捉 えるセンサ ーとし て機能する こと

に関する検 討を行 った．そし て，最 後に第 4 章におい てアンカー緊張

力を利用し たアン カーの効率 的な維 持管理の方 法に関 する検討を 行い 、

アンカーの 緊張力 変化を基に した， アンカー法 面の新 たな維持管 理に

ついての提 案を行 った．

 以 下 に各 章 で得 られ た知 見 をとり まとめた総 括を示 す．

5 . 1 . 1  アンカー緊張力低下と地質条件の関係

 ア ン カー 緊 張力 は， 一般 的 に地盤 のクリープ や引張 り材のリラ クセ

ーションに より， 時間の経過 ととも に徐々に低 下し， 一定の値に 収束

するとされ 7 )，ア ンカーの維 持管理 において緊 張力は アンカーの 健全

度を評価す る一つ の指標とな ってい る 2 )．アンカーが 施工される 法面

の地質条件 は，火成 岩，堆積岩 および変 成岩などの 岩種，風 化の程度，

亀裂，節理 および 片理の発達 の度合 いなど様々 であり ，アンカー の緊

張力低下は ，初期 的にも長期 的にも これら地質 条件の 影響を受け て変

化すること が考え られるもの の，現 在これらの 関係を 考慮した設 計や

維持管理は 行われ ていない． このよ うな課題に 対して ，アンカー の緊

張 力 低 下 と ア ン カ ー 自 由 長 部 に 分 布 す る 岩 級 区 分 1 8 )と の 関 係 に つ い

て，火成岩 ，堆積 岩，変成岩 の岩種 において， 複数の 安定した法 面を

対象に，ア ンカー の施工か ら 3 0 日後 の初期的， 数ヶ月 から最大 で 4 0
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年後の長期 的な緊 張力の残存 率（ R p t）と岩級区分を 8 段階に分けた地

質条件の関 連性に ついて検討 を行っ た．その結 果，ア ンカーの緊 張力

低下は，初 期的に も長期的に もアン カーが施工 された 背面地盤の 岩級

区分に関係 し，C H， C H～ C M， C M， C M～ C L， C L， C L～ D，D 級，土砂へ

と地質条件 が悪く なるにした がって 大きくなり ，緊張 力低下は， 施工

から 3 0 日 程度以 内の初期的 なものよりも，そ れ以降 の長期的な 期間

において大 きいこ とが明らか になっ た．長期的 な緊張 力低下は， 火成

岩，堆積岩，変成 岩のいずれに おいて も，C H，C H～ C M，C M 級では，施

工から 2 0 年が経 過 しても平均の R p t で 9 0 %が保持 され， C H， C H～ C M

級は， 1 5 年～ 2 5 年 後の堆積岩 において，平均の R p t で 9 0 %が保持され

る． C M～ C L 級で は ，火成岩においては平均 R p t で 9 0 %前後を示す が，

堆積岩では 6 0 %～ 7 0 %と小さ い値を 示す．火成岩の D 級 および土砂 ，

堆積岩の C L～ D， D 級および土砂， 変成岩の D 級では ， 1 5 年～ 2 0 年

後に平均 R p t で 5 0 %程度もしくは 5 0 %を下回るよ うにな り，残存緊 張

力とアンカ ー健全 度の目安に おいて ，「対策 を実施 」と 評 価されるアン

カーが出現 する， 緊張力が低 下しや すい地質条 件であ るというこ とが

できる．こ のよう な傾向は， 火成岩 に比べて堆 積岩で 多く見られ ，変

成岩の緊張 力低下 の傾向は堆 積岩に 類似するこ とが明 らかになっ た．

また，アンカーの長 期的な緊張 力低下 は，地質条件が C L，C L～ D，D 級

および土砂 の場合 ，5 年～ 1 5 年後 ，1 5 年～ 2 5 年後に おいても継続す る

傾向が顕著 に見ら れ，これら の地質 条件におい ては， 時間の経過 に伴

い R p t の最大値と 最小値の差 とばら つきが大き くなっ ていくこと が明

らかになっ た．さ らに，地下水 の有無 と緊張力低下 の関係 については，

地質条件が C H，C H～ C M，C M 級 では ，地下水の有 無が緊張力低下や R p t

のばらつき に与え る影響は小 さいと 考えられる ものの，地質条件が C M

～ C L，C L，C L～ D，D 級および土砂で は ，地下水が存 在する ことで，地

下水が無い 法面に 比べて，ば らつき が大きくな る傾向 が見られる 結果

が得られた ．
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5 . 1 . 2  アンカー荷重計と変位観測機器の関係

 現 在 ，地 す べり や斜 面崩 壊 などに おける変位 観測に は，従来か ら地

表伸縮計， 地盤傾 斜計，光波 測量， G P S 観測，パイプ歪 計，孔内傾 斜

計，地中伸 縮計な どが用いら れてい る．アンカ ーの緊 張力の変化 は，

地盤内のテ ンドン 自由長の伸 び縮み に依存する ことか ら，地盤に 変位

が見られる 場合， アンカーに 設置し た荷重計の 計測値 は，地盤の 変動

に伴って増 加し， 従来の各種 変位観 測機器と同 様に， 地盤の変動 をダ

イレクトに 捉える センサーと しての 機能を有し ている と考えられ る．

しかしなが ら，現 在まで各種 変位観 測機器で確 認され た変化量と ，ア

ンカーに設 置され た荷重計に よる緊 張力の計測 値との 関係につい て十

分な評価は 行われ ていない． このよ うな課題に 対して ，従来の変 位観

測手法であ る光波 測量，地中 伸縮計 ，挿入型孔 内傾斜 計，設置型 孔内

傾斜計，パ イプ歪 計の観測結 果と， これらと同 時に計 測を実施し た荷

重計による アンカ ー緊張力の 計測結 果を基に， アンカ ーの緊張力 が従

来の変位観 測機器 と同等に地 盤変動 を捉え，変 位セン サーとして 利用

できる可能 性につ いて検討を 行った ．その結果 ，荷重 計による緊 張力

の計測値は ，各種 変位観測機 器（光 波測量，地 中変位 計，挿入型 傾斜

計，設置型 孔内傾 斜計，パイ プ歪計 ）の変位に 良く追 随して変化 し，

両者の関係 は一次 回帰式で近 似でき ，変位観測 機器の 変化量が小 さい

場合でも相 関は高 く，荷重計 による 緊張力の計 測値は ，変位観測 機器

と同等に地 盤変動 を捉えてい ること が明らかに なった ．緊張力の 変化

量から算出 される テンドン自 由長の 伸び量は， 各種変 位観測から 求め

られる値の 7 5 %～ 8 0 %程度で あり， 各種変位観測機器と アンカーに 設

置した荷重 計によ る緊張力の 変化は ，変位方向 とアン カー方向の なす

角が 4 0 度 程度ま で斜交して も高い相関を示す ことが 明らかにり ，ア

ンカーに設 置した 荷重計は， 従来の 変位観測機 器と同 様に，地盤 の変

動を捉える センサ ーとしての 機能を 有すること が確認 された．
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5 . 1 . 3  維持管理におけるアンカー緊張力の利用

 ア ン カー の 緊張 力の 評価 は ，これ までアンカ ー緊張 力の変化が 不明

確であった ため， 維持管理マ ニュア ルに示され たアン カーの残存 緊張

力の健全度 の目安 2 )のよ うな定性的な 評価により ，緊張 力が低下もし

くは増加し ている 場合一律に ，アン カーもしく は法面 に問題があ ると

判定されて おり， これらの関 係を考 慮した効率 的な施 工および維 持管

理が行われ ていな い．こうし た課題 に対して， アンカ ーの緊張力 低下

と地質条件 の関係 ，アンカー 緊張力 が変位セン サーと しての役割 を果

たすことに ついて の検討結果 に基づ き，効率的 なアン カーの維持 管理

に向けての 提案， 緊張力が低 下しや すい地質条 件にお ける建設段 階の

上げ越し量 ，供用 段階の緊張力 低下アンカーに対 応する 再緊張の提案，

アンカー維 持管理 における緊 張力計 測の面的配 置の提 案，および アン

カー緊張力 変化を 基にした新 たな法 面の管理手 法につ いて検討を 行っ

た．その結 果，建 設段階に行 う上げ 越しは，緊 張力低 下の程度が 異な

ることに起 因する 法面での R p t のば らつきのため，法 面に施工す る全

てのアンカ ーで一 律に上げ越 しを行 うと，法面 には残 存率が高い アン

カーが存在 し，T d を超える過 大なア ンカーが多 数存在 するように なる

状態が想定 される とともに， 上げ越 しを行うこ とで， より大きい 規格

のアンカー や受圧 構造物を要 するこ とになる． このた め，建設段 階の

P t の上げ越し量は，T d に対して 1 0 %程度が妥当であるこ とが明らかに

なった．ま た，供 用段階に行 う再緊 張は，緊張 力低下 したアンカ ーの

対応方法と して効 果があるこ とが明 らかになり ，再緊張 は施工から 1 5

年～ 2 0 年後程度に 行うことが 緊張力 低下および R p t のばらつきの解消

に効果的で はない かと考えら れた．

これらの 結果を踏 まえ，ア ンカーの緊張力を 利用したアンカー 維持

管理におけ る荷重 計やリフト オフ試 験ににる緊 張力計 測の配置方 法に

ついては， 2 段の法 面に 1 法 面あた り 2 段， 3 段， 4 段 および 5 段づ

つ，2 3 列のアンカ ーが施工さ れた 4 ケースの緊 張力計 測の配置に つい
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て，追加調 査を考 慮した効果 的な方 法を検討し た．緊 張力計測の 配置

方法は，い ずれの ケースにお いても ，主測線（ 中心線 ）では列方 向に

2 段間隔で 緊張力計 測を配置し ，左右 に設ける副 測線は 3 列飛ばしと

し，左右の 1 番目 となる副測 線では ，主測線と 千鳥に なるよう 2 段間

隔以上で主 測線よ り数量を少 なくし て配置する ．左右 の 2 番目となる

副測線では ，主測 線と同様の 数量を 千鳥になる ように 配置し，左 右の

3 番目の副 測線では， 1 番目 の副測 線と同様の 数量を 千鳥になる よう

に配置する ．左右 の 3 番目よりもさ らに両端に アンカ ーが施工さ れる

場合には， 奇数お よび偶数の 副測線 の配置を繰 り返し 千鳥で配置 して

いくことで ，施 工本 数に対する計測率 が 5 %～ 1 0 %の 効果的な配置と な

る．緊張力 計測の 結果から， 残存緊 張力分布調 査（面 的調査）を 実施

する場合の 流れに ついて，残 存緊張 力の健全度 に応じ て，上下左 右ま

たは左右の アンカ ーを対象に ，順次 リフトオフ 試験を 行うことで ，危

険もしくは 機能し ていないと 判定さ れるアンカ ーの分 布が効率的 に把

握できる方 法を提 案した．

最後に， アンカー 緊張力変 化を基にした新た な法面の管理手法 につ

いて，従来 の維持 管理の流れ を施工 から 5 年後程度ま でと 5 年後以降

の流れに分 けて検 討し，アン カーの 緊張力低下 と地質 条件との関 係，

アンカーに 設置し た荷重計が 地盤の 変動を捉え るセン サーとして の機

能を有する こと， 緊張力低下 アンカ ーの対応方 法であ る定着時緊 張力

（ P t）の 上 げ 越し ，緊 張 力 計 測の 配置方法 に つ い て， 設計 ，施 工 段 階

から取り入 れる方 法を提案し た．さ らに，既設 アンカ ーで定着時 緊張

力や設計ア ンカー 力が不明な 場合で あっても，アンカ ー の引張り材（テ

ンドン）の強 度（テンドンの極 限引張 り力（ T u s），許容アン カー力（ T a）），

との関係を 用いた 評価を行う ことで ，設計，施 工条件 （設計アン カー

力（ T d），定着時緊張力（ P t））と同等 の評価ができる目 安を提案し た．
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5 . 2  本研究におけ る今後の課題

 本 論 では ， アン カー の緊 張 力はア ンカーが施 工され た背面の地 盤条

件の影響を 受けて 変化するこ とを中 心に分析を 行い， 緊張力を用 いた

アンカーの 維持管 理の方法に ついて 提案を行っ た．

 ア ン カー の 緊張 力低 下と 地 質条件 では，アン カー自 由長部に分 布す

る地盤の岩 級区分 1 8 )に着目 し両者の関 係を検討し た．検討 に用いた法

面は，引張 型で独 立受圧板を 受圧構 造物とする アンカ ーが多かっ たた

め，今後は 種々の アンカータ イプ， 受圧構造物 のデー タをより多 く収

集，蓄積し たうえ で，さらな る検討 を加える必 要があ る．また， 岩級

区分は，風 化の程 度，岩塊の 硬さ， 節理あるい は亀裂 の状態の三 要素

からなる定 性的な 評価方法で ある． この評価方 法は， 地質調査に おい

て広く用い られて おり，様々 な強度 定数や物理 定数と の比較がな され

ている．こ のため ，アンカー の緊張 力低下の評 価にお いては，地 盤の

変形係数や 亀裂係 数，弾性波 速度， N 値などとも関係 することが 考え

られ，今後それら との関係につ いても検討を加え る必要 がある．ま た，

本論に用い たアン カー緊張力 の計測 データは， 最大 で 4 0 年後の もの

であり，そ れ以外 の多くは施 工から 2 0 年～ 2 5 年のものである．これ

らのアンカ ーにつ いては今後 も維持 管理が必要 であり ，リフトオ フ試

験などによ る緊張 力の計測が なされ ていくこと になる ．今後これ らの

データを蓄 積し， 検討を重な ること でより効率 的で効 果的なアン カー

の維持管理 が可能 になると考 える．

 ア ン カー 緊 張力 と変 位観 測 機器と の関係につ いては ，光波測量 ，地

中伸縮計， 挿入型 もしくは設 置型孔 内傾斜計， パイプ 歪計の変位 と荷

重計による 緊張力 の計測値の 変化と の比較を行 った． アンカーの 緊張

力の変化に は，地 すべりや崩 壊発生 などによる 変動の みならず， 切土

の進行や盛 土の地 形改変，ト ンネル 掘削，集中 降雨や ダムの湛水 など

による地下 水位の 変化，地震 など， 様々な要因 が関係 することが 考え

られる．今 後もこ のようなデ ータを 蓄積し，検 討を行 うことでア ンカ
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ーに設置し た荷重 計が変位セ ンサー としての機 能を有 することに つい

て，その信 頼性が 高まると考 えられ る．

 再 緊 張は 緊 張力 低下 アン カ ーの対 応方法の一 つとし て有効と考 えら

れ，その実 施時期 については ， R p t が 5 0 %を下回 り， R p t のばらつき が

大きくなる 1 5 年～ 2 0 年後が効 果的では ないかと考 えられ た．しかし ，

施工後間も ない数 ケ月後の時 期もし くは，数年 後にお ける再緊張 の実

施も一定の 効果が あると考え られる ため，この ような 事例を収集 し，

再緊張の実 施時期 の検証を行 うこと で，より効 果的な 時期におけ る再

緊張の実施 が可能 になると考 える．
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部 にお け る 摩擦 損失， 地盤 工 学 ジャー ナル ， Vo l . 5． N o . 2． p p . 2 8 1 -

2 9 1， 2 0 1 0．

3 2 )  新 関 信， 生 田雄 康 ，小 山 章一 ， 東耕 太 郎： グ ラウ ンドア ン カー 緊

張力の経時 的変化 ，第 2 9 回土質工学 会 研究発表会 ，p p . 1 7 8 7 - 1 7 8 8，

1 9 9 4．

3 3 )  朝 日 一雄 ， 吉村 雅 弘， 田 山聡 ， 山田 浩 ：グ ラ ウン ドアン カ ーの 有

効緊張力の 変動に 関する一考 察，土 木学会第 4 5 回年次 学術講演会，

p p . 8 8 8 - 8 8 9， 1 9 9 4．

3 4 )  野 口 功， 小 寺重 郎 ，高 田 穣之 ， 大町 武 司： 橋 脚の 岩盤定 着 に関 す

る実験，土 と基礎 ， Vo l . 1 8， N o . 2， p p . 11 - 2 6， 1 9 7 0．

3 5 )  藤 原 優， 酒 井俊 典 ：グ ラ ウン ド アン カ ーの 残 存引 張り力 分 布特 性

に着目した アンカ ー法面の維 持管理，土木学会論文集 C（地圏工学），

Vo l . 6 8， N o . 2， ｐｐ 。 2 6 0 - 2 7 3 . 2 0 1 2．

3 6 )  田 中治雄：土木 技術者のための地 質学入門， p p . 5 5 - 4 9， 1 9 6 4．

3 7 )  日 本応用地質学 会：岩盤分類 ，応用 地質特別号 ，p p . 1 0 3 - 11 8，1 9 8 4．

3 8 )  財 団法人 日本 建設情報総 合セン ター：ボーリング柱状図作成要領

（案）解説 書， p p . 1 7 - 2 0． 1 9 8 6．

3 9 )  中日本高速道路株式会社：NEXCO試験法，第 1編，土質関係試験方法，p p .  6 4 - 6 7，

2010．

4 0 )  藤 原 優， 竹 本将 ， 横田 聖 哉： グ ラウ ン ドア ン カー のリフ ト オフ 試
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験における 大的な リフトオフ 値について，土木学会第 6 4 回年次学

術講演会， p p . 7 0 9 - 7 1 0，2 0 0 9．

4 1 )  中 日本高速道路 (株 )：N E X C O 試験法，第 1 編，土質関係 試験方法，

p p . 6 4 - 6 7． 2 0 1 3．

4 2 )  地 す べり 対 策技 術 協会 ： いつ で も， ど こで も 役に 立つ地 す べり 観

測便覧， p p . 4 9 - 5 5． 2 0 1 2．

4 3 )  山 崎 充， 岩 崎真 二 郎， 酒 井俊 典 ：ア ン カー 荷 重計 の変位 セ ンサ ー

としての活 用につ いて，第 5 7 回日本 地すべり学 会研究 発表会講演

集， p p . 1 3 9 - 1 4 0． 2 0 1 8．

4 4 )  酒 井俊典 ，常川善弘，田口浩史 ，阪 口和之 ，藤原優 ，市橋義治：ア

ンカー緊 張力およ び温度を 用いたグラウンド アンカー の維持管理，

日本地すべ り学会 誌， Vo l . 5 1， N o . 6， p p . 1 9 - 2 4． 2 0 1 4．

4 5 )  吉 中龍之進，桜 井春輔，菊池 宏吉：岩盤分類と その適 用，p p . 3 9 - 11 2，

1 9 8 9．

4 6 )  菊 池宏吉：地質 工学概論， p p . 9 2 - 1 2 3． 1 9 9 0．

4 7 )  P C フレーム協 会： P C フレーム工法， p p . 7 - 8． 2 0 0 2．

4 8 )  フ ロ ーテ ッ クア ン カー 協 会： 施 工性 ， 耐食 性 に配 慮した エ ポキ シ

ストランド アンカ ー，スパ ーフロテッ クアンカー，p p . 2 - 1 6．2 0 1 2．

4 9 )  V S L 協会： V S L 永久アンカ ー工法 ， p p . 5 - 6， 2 0 1 2．

5 0 )  K J S 協会：エポキシ P C 鋼より線を使用した高耐久 性アンカー ，

E H D アンカー， p p . 2 - 5， 2 0 1 2．

5 1 )  中 日本高速道路 (株 )：土質地質調査 要領， p p . 1 7 1 - 1 8 8． 2 0 1 2．

5 2 )  酒 井俊典： S A A M ジャッキを用いた既設アン カーの り面の面的調

査マニュア ル（案），国土交 通省建設技 術研究開発 助成制 度「 S A A M

ジャッキを 用いた 効果的なア ンカーのり面の保全手法 の開発」委員

会， 2 0 1 0．

5 3 )  独 立 行政 法 人 土木 研 究 所， 社団法 人 日 本ア ン カ ー協 会， 国 立大

学法人 三 重大学， 株式会社高速道路 総合技術研究所： グラウン ド
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アンカー維 持管理 マニュアル ， 2 0 2 0．

5 4 )  藤 原優，酒井 俊典：「点」から「面」へと展開す るグラ ウンドアン

カーの健全 性評価 手法の検討 ，土木 学会論文集 C（地圏 工 学），Vo l . 7 3．

N o . 4， p p . 4 6 0 - 4 7 4， 2 0 1 7．
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